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令和４年５月１１日判決言渡  

令和３年（行ケ）第１００９１号 特許取消決定取消請求事件 

口頭弁論終結日 令和４年４月４日 

             判       決 

 

原 告       Ｄ Ｉ Ｃ 株 式 会 社 

 

同訴訟代理人弁護士       柴   崎       拓 

同訴訟代理人弁理士       加   藤   志 麻 子 

大   野   玲   恵 

 

被       告       特 許 庁 長 官   

同 指 定 代 理 人         木   村   敏   康 

亀 ヶ 谷   明   久 

門   前   浩   一 

小   暮   道   明 

山   田   啓   之 

             主       文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

             事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 特許庁が異議２０２０－７００４１７号事件について令和３年６月２９日にした

決定のうち、「特許第６６２４４８０号の請求項１、３～４、６及び８～９に係る

特許を取り消す。」との部分を取り消す。 

第２ 事案の概要 
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本件は、特許異議申立事件において特許の取消し等をした異議の決定のうち当該

取消しに係る部分の取消訴訟である。争点は、進歩性及びサポート要件の各判断の

誤りの有無である。 

１ 特許庁における手続の経緯 

(1) 原告は、発明の名称を「粘着テープ及びその製造方法」とする発明について、

国際出願日を平成２９年１２月７日とする特許出願（特願２０１８－５５７６６４

号（パリ条約による優先権主張 平成２８年１２月２０日、日本国）。以下「本件特

許出願」という。）をし、令和元年１２月６日、その設定登録を受けた（特許第６６

２４４８０号。請求項の数９。以下「本件特許」といい、本件特許に係る明細書を

これに添付された図面と併せて「本件明細書」という。）。（甲１７） 

(2) 令和２年６月１７日、本件特許の請求項１～９に対し、特許異議の申立てが

され（異議２０２０－７００４１７号事件）、原告は、令和３年４月９日付けで訂正

の請求（以下、同請求による訂正を「本件訂正」という。本件訂正は、本件特許の

請求項２、５及び７の削除を含む。なお、本件訂正において本件明細書の訂正はな

い。）をした。 

(3) 特許庁は、令和３年６月２９日、本件訂正を認めた上で、本件特許の請求項

２、５及び７に係る特許についての特許異議申立てを却下するとともに、「特許第

６６２４４８０号の請求項１、３～４、６及び８～９に係る特許を取り消す。」と

の決定（以下「本件決定」という。）をし、その謄本は、同年７月８日に原告に送達

された。 

２ 本件特許に係る発明の要旨 

本件特許の本件訂正後の特許請求の範囲の記載は、次のとおりである（以下、本

件特許について「請求項」という場合、本件特許の本件訂正後の特許請求の範囲の

請求項をいい、また、本件訂正後の各請求項に係る発明を請求項の番号に応じてそ

れぞれ「本件発明１」などといい、本件発明１、３、４、６、８及び９を併せて「本

件発明」という。）。 
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【請求項１】 

発泡体層（Ａ）、樹脂フィルム層（Ｃ）、樹脂フィルム（Ｃ）側に２以上の粘着部

（Ｂ）を有する粘着テープであって、前記２以上の粘着部（Ｂ）の間には粘着部（Ｂ）

を有しない領域が存在し、前記領域が前記粘着テープの端部に通じたものであり、 

前記発泡体層（Ａ）の一方の面（ａ）側から前記粘着部（Ｂ）を観察した際の前

記粘着部（Ｂ）の形状が、略円形状、略四角形状または略六角形状であり、 

前記粘着テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲に、前記粘着部（Ｂ）

が１０個～５００００個存在し、 

２以上の前記粘着部（Ｂ）から選択される任意の粘着部（ｂ１）と、前記粘着部

（ｂ１）に近接する粘着部（ｂ２）との距離が０．０５ｍｍ～０．１５ｍｍであり、 

前記粘着部（Ｂ）の厚さが１～６μｍであり、 

前記粘着部（Ｂ）の周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づく損

失正接のピーク温度が－２５℃～５℃であり、 

前記発泡体層（Ａ）の一方の面（ａ）の面積に占める、前記粘着部（Ｂ）を有す

る領域の割合が１０％～９９％であることを特徴とする粘着テープ。  

【請求項３】 

前記樹脂フィルム層（Ｃ）の厚みが１～２５μｍである請求項１に記載の粘着テ

ープ。 

【請求項４】 

前記粘着部（Ｂ）と接する面に剥離ライナー（Ｄ）を有する請求項１又は３に記

載の粘着テープ 

【請求項６】 

前記発泡体層（Ａ）が、ポリウレタン系発泡体層またはアクリル系発泡体層であ

る請求項１、３及び４のいずれか１項に記載の粘着テープ。 

【請求項８】 

樹脂フィルム層（Ｃ）と粘着部（Ｂ）と剥離ライナー（Ｄ）が一体となったもの
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の樹脂フィルム層（Ｃ）上に、発泡層（Ａ）を塗工して形成する請求項１、３、４

又は６に記載の粘着テープの製造方法。 

【請求項９】 

請求項１、３、４、６又は８に記載の粘着テープをディスプレイの非表示面側に

設けたことを特徴とするディスプレイ機器。 

３ 本件決定の理由の要旨 

(1) 本件訂正の適否について 

 本件訂正は、特許法１２０条の５第２項ただし書１号に掲げる事項を目的とする

ものであり、かつ、同条９項において準用する同法１２６条５項及び６項の規定に

適合するので、本件訂正を認める。 

(2) 理由１（進歩性）について 

ア 甲１（特開２０１５－２１４１３４号公報）に記載された発明（以下「甲１

発明」という。） 

「アクリル系発泡体層を含むシート状基材（ＰＥＴフィルム／アクリル発泡体）

のＰＥＴ層側表面において、分離して配置された２以上の部分を有する感圧接着剤

配置部（幅４０ｍｍ）と、前記感圧接着剤配置部のあいだに位置している感圧接着

剤非配置部（幅１．０ｍｍ）とを有し、前記感圧接着剤非配置部の帯状部分は積層

シートの端部に到達している波状パターンであり、剥離強度が５．０Ｎ／２５ｍｍ

で、気泡抜け性の評価が“○”の感圧接着剤層を有する、携帯電子機器（スマート

フォン等）の液晶表示装置における接合固定用途等に好ましく適用され得る、その

概念に感圧接着テープと称され得るものが包含される積層シート。」 

イ 本件発明１と甲１発明の対比 

本件発明１と甲１発明は、「発泡体層（Ａ）、樹脂フィルム層（Ｃ）、樹脂フィルム

（Ｃ）側に２以上の粘着部（Ｂ）を有する粘着テープであって、前記２以上の粘着

部（Ｂ）の間には粘着部（Ｂ）を有しない領域が存在し、前記領域が前記粘着テー

プの端部に通じたものであり、前記発泡体層（Ａ）の一方の面（ａ）の面積に占め
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る、前記粘着部（Ｂ）を有する領域の割合が１０％～９９％である、粘着テープ。」

という点において一致し、次の（α）～（ε）の点において一応相違する。 

(α) 発泡体層（Ａ）の一方の面（ａ）側から粘着部（Ｂ）を観察した際の前記

粘着部（Ｂ）の形状が、本件発明１においては「略円形状、略四角形状または略六

角形状」であるのに対して、甲１発明においては「波状パターン」である点。（以下

「相違点α」という。） 

(β) 粘着テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲に、本件発明１にお

いては「粘着部（Ｂ）が１０個～５００００個存在」するのに対して、甲１発明に

おいては個数が不明な点。（以下「相違点β」という。） 

(γ) 粘着部（Ｂ）の周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づく

損失正接のピーク温度が、本件発明１においては「－２５℃～５℃」であるのに対

して、甲１発明においては損失正接のピーク温度が不明な点。（以下「相違点γ」と

いう。） 

(δ) ２以上の前記粘着部（Ｂ）から選択される任意の粘着部（ｂ１）と、前記

粘着部（ｂ１）に近接する粘着部（ｂ２）との距離が、本件発明１においては「０．

０５ｍｍ～０．１５ｍｍ」であるのに対して、甲１発明においては「感圧接着剤非

配置部」の幅が「１．０ｍｍ」である点。（以下「相違点δ」という。） 

(ε) 粘着部（Ｂ）の厚さが、本件発明１においては「１～６μｍ」であるのに

対して、甲１発明においては、甲１の段落【０１１８】の「表２…例７…感圧接着

剤層…厚さ［μｍ］…２０」との記載にあるように、具体的には「２０μｍ」であ

る点。（以下「相違点ε」という。） 

ウ 判断 

(ｱ) 相違点αについて 

甲１の段落【００３５】の記載における「直線状」の場合の形状は、本件明細書

の段落【０１６６】の記載にある「略四角形」に該当するものであり（本件明細書

の実施例２２参照）、上記段落【００３５】の記載に係る三角波、円状、直線状のパ
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ターンを反転させて重ねて形成した場合のパターンは、「菱形」や「円形」の形状に

なる（甲１１（特開２００３－２５３２２６号公報。本件決定における「参考文献

Ａ」）の段落【００１４】参照）から、甲１発明の「パターン」を「略四角形状」や

「略円形状」にすることは、刊行物である甲１に記載があり、当業者にとって容易

想到である。 

さらに、甲１発明は、「気泡抜け性の評価が“○”の感圧接着剤層」を有する「そ

の概念に感圧接着テープと称され得るものが包含される積層シート」に関する発明

であって、「気泡抜け性」を良好なものとすることを課題とした「感圧接着テープと

称され得るものが包含される積層シート」の技術分野に属するものであるところ、

このような課題と技術分野に属する、甲３（国際公開第２０１６／１１１２０８号）

の段落【００１２】及び【００１４】、甲５（特開平８－８０６８８号公報）の段落

【００１７】及び【００２９】、甲６（特開２００９－２４２６０２号公報）の段落

【０００７】及び【００３６】、甲７（特開２０１３－１８１０５４号公報）の段落

【００３１】及び【００７９】並びに甲１１（参考文献Ａ）の段落【００１４】及

び【００３０】には、「粘着部の形状」を「円形」、「四角形状」、「六角形状」にする

ことが好ましいことが記載されているので、甲１発明の「感圧接着剤配置部」のパ

ターンを「略円形状」、「略四角形状」、「略六角形状」にすることは、当業者にとっ

て容易想到である。 

(ｲ) 相違点βについて 

甲１の段落【００３０】～【００３１】の記載にある、感圧接着剤非配置部が０．

３ｍｍの幅で感圧接着部が２ｍｍの幅である場合の「粘着テープの流れ方向５ｃｍ

及び幅方向５ｃｍの範囲」に存在する感圧接着部の個数は、５０÷（０．３＋２）

＝２１．７個となることから、甲１発明の「２以上の部分を有する感圧接着剤配置

部」の「粘着テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲」当たりの個数を「１

０個～５００００個」とすることは、当業者にとって容易想到である。 

また、甲３の段落［００２５］及び［００２７］の記載からみて、甲３の「実施
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例１」のものの「粘着テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲」に存在す

る感圧接着部の個数は、５０ｍｍ×５０ｍｍ×０．５６÷（０．５ｍｍ×０．５ｍ

ｍ）＝５６００個となることから、甲１発明の「２以上の部分を有する感圧接着剤

配置部」の「粘着テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲」当たりの個数

を「１０個～５００００個」とすることは、当業者にとって容易想到である。 

(ｳ) 相違点γについて 

甲１の段落【００７１】の記載にあるように、甲１発明の「感圧接着剤層」は、

「室温付近の温度域において柔らかい固体（粘弾性体）の状態を呈」することが求

められる材料から構成された層を意味するものである。 

そして、甲８（特開２０１０－５９２４０号公報）の段落【００３４】及び【０

０５６】には、「ガラス転移点が高過ぎると、常温での柔軟性が失われ」るため「測

定周波数１Ｈｚ」で測定した「ｔａｎδの最大値」から求めた「ガラス転移点」を

「－５０℃から５℃」にすることが記載されているところ、常温付近の温度域にお

いて「粘弾性体」の状態を呈することが必須の甲１発明の「感圧接着剤配置部」の

「周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づく損失正接のピーク温度」

が、本件発明１の「－２５℃～５℃」という範囲から逸脱した範囲にあるとは解せ

ない。 

加えて、甲１発明は、「気泡抜け性の評価が“○”の感圧接着剤層」を有する「そ

の概念に感圧接着テープと称され得るものが包含される積層シート」に関する発明

であるところ、甲２（特開２０１６－１５１００６号公報）の段落【００４３】及

び【０１２９】の記載、甲８の段落【０００７】、【００３４】及び【００５６】の

記載、甲９（特開２００９－５７３９４号公報）の段落【００２７】～【００２８】

の記載並びに甲１０（特開平７－２７８５０２号公報）の段落【００１５】及び【０

０１８】の記載からみて、甲１発明の「気泡抜け性の評価が“○”の感圧接着剤層」

の「周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づく損失正接のピーク温

度」が、本件発明１の「－２５℃～５℃」という範囲から逸脱した範囲にあるとは
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解せない。 

また、仮に、甲１発明の「感圧接着剤層」の「周波数１Ｈｚで測定される動的粘

弾性スペクトルに基づく損失正接のピーク温度」が、本件発明１の「－２５℃～５℃」

という範囲から逸脱した範囲にあるとしても、甲１発明は、「気泡抜け性」を良好な

ものとすることを課題とした「感圧接着テープと称され得るものが包含される積層

シート」の技術分野に属するものであるところ、このような課題と技術分野に属す

る甲２、８～１０には、「周波数１Ｈｚ」で測定される「損失正接のピーク温度」を

「－２５℃～５℃」程度にすることが好ましいことが記載されているので、甲１発

明の「感圧接着剤層」の「周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づ

く損失正接のピーク温度」を「－２５℃～５℃」程度に設定することは、当業者に

とって容易想到である。 

(ｴ) 相違点δについて 

甲１の段落【００３０】及び【０１１７】の記載並びに甲３の段落［００１６］

の記載に加え、甲１発明は、「貼り付け後の外観品質の低下を高度に防止」すること

を課題とするものであるところ（甲１の段落【０００５】）、感圧接着剤非配置部の

溝の幅が狭ければ狭いほど、溝が目立たず、外観品質の低下を防止できることは明

らかなので、甲１発明の溝の幅を狭くすることに阻害事由があるとはいえないこと

からすると、甲１発明の「感圧接着剤非配置部」の幅を「０．１ｍｍ」程度（なお、

本件決定には「０．１μｍ」程度とあるが誤記と認める。）にすることは甲１に記載

があり、甲３にも「非粘着剤部分」の幅を「０．０１～１ｍｍ」程度にすることが

記載されているので、甲１発明の「感圧接着剤非配置部」の幅を「０．０５ｍｍ～

０．１５ｍｍ」程度にすることは、当業者にとって容易想到である。 

(ｵ) 相違点εについて 

甲１の段落【００８８】及び【０１１７】の記載並びに甲３の段落［００１７］

の記載に加え、甲１発明は、「貼り付け後の外観品質の低下を高度に防止」すること

を課題とするものであるところ（甲１の段落【０００５】）、感圧接着剤層の厚さが
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薄ければ薄いほど、感圧接着剤層の存在が目立たず、外観品質の低下を防止できる

ことは明らかなので、甲１発明の感圧接着剤層の厚さを薄くすることに阻害事由が

あるとはいえないことからすると、甲１発明の「感圧接着剤層」の厚さを「２μｍ」

にすることは甲１に記載があり、甲３にも「粘着剤層」の厚さを「０．５～７μｍ」

程度にすることが記載されているので、甲１発明の「感圧接着剤層」の厚さを「１

～６μｍ」程度にすることは、当業者にとって容易想到である。 

(ｶ) 本件発明１の効果について 

本件明細書の段落【０００８】及び【０１６７】の記載並びに比較例１〔接着力

（貼付後１時間）＝１２．５Ｎ／２０ｍｍ；保持力（テープのずれ距離）＝０．０

ｍｍ〕に比して実施例１６〔接着力＝７．２Ｎ／２５ｍｍ；保持力＝０．２ｍｍ〕

の結果が劣っていることからみて、本件発明１の効果は、「気泡の抜けやすさに優れ

る」という点にあるものと認められる。 

これに対し、甲１発明は、「気泡抜け性の評価」が“○”であって、甲１の段落【０

０３９】及び【００８９】の記載にあるように「衝撃吸収機能」や「空気等抜け性」

や「所定以上の接着力」に優れるという効果を奏するものであるから、本件発明１

に格別予想外の効果があるとは認められない。 

特許権者（原告）は、令和３年４月９日付け意見書（甲１５）において、甲１発

明は、本件発明１のようにディスプレイの背面の貼付用途に極めて適した粘着テー

プを想定していないなどと主張する。しかし、本件発明１は、「ディスプレイ非表示

面接着用粘着テープ」に限定されるものではない。仮に、本件発明１の「粘着テー

プ」が「ディスプレイの背面の貼付用途」のもののみを意図しているとしても、甲

１の段落【０１００】の記載からみて、甲１発明が「ディスプレイの背面の貼付用

途」を想定していることは明らかである。そして、甲１２（特開２００４－３０９

６９９号公報。本件決定における「参考文献Ｂ」）の段落【００１２】の記載及び甲

１３（国際公開第２０１６／１５９０９４号。本件決定における「参考文献Ｃ」）の

段落［０００４］の記載からみて、仮に本件発明１が「ディスプレイの背面の貼付
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用途」に限定されたものとしても、その場合の効果が当業者にとって予想外のもの

であるともいえない。 

(ｷ) まとめ 

以上のとおりであるから、本件発明１は、甲１～３及び５～１０に記載された発

明並びに甲１１～１３（参考文献Ａ～Ｃ）に記載された技術常識に基づいて、当業

者が容易に発明をすることができたものである。 

エ 本件発明３、４、６、８及び９について 

(ｱ) 本件発明３ 

本件発明３は、本件発明１において「前記樹脂フィルム層（Ｃ）の厚みが１～２

５μｍである」ことを更に特徴としたものであるところ、甲１の段落【０１１０】

の「厚さ２μｍのＰＥＴフィルム基材」との記載からみて、本件発明３に進歩性は

ない。 

(ｲ) 本件発明４ 

本件発明４は、本件発明１又は３において「前記粘着部（Ｂ）と接する面に剥離

ライナー（Ｄ）を有する」ことを更に特徴とするものであるところ、甲１の段落【０

１１０】の「上記剥離ライナーの剥離面に上記感圧接着剤組成物を、乾燥後の厚さ

が２μｍとなるように塗付」との記載からみて、本件発明４に進歩性はない。 

(ｳ) 本件発明６ 

本件発明６は、本件発明１又は本件発明３及び４において「前記発泡体層（Ａ）

が、ポリウレタン系発泡体層またはアクリル系発泡体層である」ことを更に特徴と

するものであるところ、甲１の段落【０１１２】の「アクリル系発泡体層」との記

載からみて、本件発明６に進歩性はない。 

(ｴ) 本件発明８ 

甲１の段落【０１１０】及び【０１１２】の記載並びに甲４（特開平１１－２９

１４３４号公報）の段落【００２０】～【００２１】の記載からみて、本件発明８

に進歩性はない。 
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(ｵ) 本件発明９ 

甲１発明は、「携帯電子機器（スマートフォン等）の液晶表示装置における接合固

定用途等に好ましく適用され得る」ものであるから、本件発明９に進歩性はない。 

(ｶ) まとめ 

以上のとおりであるから、本件発明３、４、６、８及び９は、甲１～１０に記載

された発明及び甲１１～１３（参考文献Ａ～Ｃ）に記載された技術常識に基づいて、

当業者が容易に発明をすることができたものである。 

(3) 理由２（サポート要件）について 

ア 本件明細書の段落【０００６】の記載を含む発明の詳細な説明の全ての記載

からみて、本件発明の解決しようとする課題は、「被着体との界面から速やかに気泡

が抜け、前記系面（判決注：「前記界面」の誤記と認める。以下、同じ誤記は修正し

て記載する。）に気泡が残存することを防止でき、かつ、接着性・クッション性に優

れ、低コストで薄型の粘着テープの提供」にあるものと認められる。 

イ 請求項１にある「損失正接のピーク温度が－２５℃～５℃」という広範な数

値範囲について、その「－２５℃～５℃」という変数が示す範囲と、得られる効果

（課題解決の可否や有用性の有無など）との関係の技術的な意味については、本件

明細書の段落【００３６】の記載を考慮しても、どのようなメカニズム（作用機序）

によって、ｔａｎδのピーク温度の値が「エア抜け性」などの物性に影響するのか、

具体例の開示がなくとも当業者に理解できる程度に記載されているとはいえない。 

そして、例えば、本件明細書の段落【０１６５】の【表７】の「比較例１」のも

のは、同段落【０１０８】の「ｔａｎδのピーク温度は０℃」の「粘着剤ａ」を用

いているにもかかわらず、上記「被着体との界面から速やかに気泡が抜け、前記界

面に気泡が残存することを防止でき、かつ、接着性・クッション性に優れ、低コス

トで薄型の粘着テープの提供」という課題を解決できると認識できる「試験結果」

になっていないので、当該「－２５℃～５℃」という変数が示す範囲内であれば、

所望の効果（性能）が得られると当業者において認識できる程度に、具体例を開示
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して記載されているともいえない。 

そうすると、本件特許の出願時の技術常識を参酌しても、請求項１の「損失正接

のピーク温度が－２５℃～５℃」という変数が示す範囲内にあれば、所望の効果が

得られると当業者において認識できるとはいえないので、請求項１の広範な数値範

囲のもの全てが、上記「被着体との界面から速やかに気泡が抜け、前記界面に気泡

が残存することを防止でき、かつ、接着性・クッション性に優れ、低コストで薄型

の粘着テープの提供」という課題を解決できると認識できる範囲にあるとは認めら

れない。 

ウ したがって、本件発明１並びにその従属項に係る本件発明３、４、６、８及

び９が、発明の詳細な説明に記載された発明で、発明の詳細な説明の記載により当

業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるとは認められず、

また、その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課

題を解決できると認識できる範囲のものであるとも認められない。 

第３ 原告主張の取消事由 

 １ 取消事由１（進歩性に関する判断の誤り） 

(1) 取消事由１の概要 

甲１発明は、「感圧接着剤非配置部」を「帯状部分」となるようにし、かつ、「帯

状部分は、前記積層シートの幅方向端辺に交差する角度で延び」るものを形成する

ことにより、この帯状部分として特定の方向に形成された溝を介して、被着体表面

との接着面に留まろうとする空気を特定方向に除去することを技術的思想とするも

のである。このような「帯状部分」の構成については、甲１に具体的に説明されて

おり、甲１の【図１】に示されるような、波状のストライプパターンを有する複数

の「帯状部分」の「感圧接着剤非配置部」の間に、「感圧接着剤配置部」が形成され

ているものである。このような技術的思想に基づき設けられた甲１発明の波状パタ

ーンの「感圧接着剤配置部」を島状パターンに変更すると、もはや「帯状部分」の

「感圧接着剤非配置部」は形成されなくなり、特定方向に空気を排出するという甲
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１発明の技術的思想が担保されなくなるから、そのような変更の動機付けはなく、

むしろ阻害要因があるのみならず、甲３、５～７及び１１（参考文献Ａ）の内容に

係る示唆に照らし、それらを甲１に組み合わせるべき理由もない。したがって、相

違点αは当業者が容易に想到し得るものではなく、また、相違点αが当業者にとっ

て容易想到でない以上、島状パターンの接着部の「接着部配置要件」に係る相違点

β及びδも容易想到でない。 

また、本件発明１は、島状パターンの粘着部について、厚みや特定の性質を有す

る粘着剤との組合せにより、更に好適に気泡抜けと接着性の両立を図るとともに、

外観の不良や熱伝導性、耐熱性及び接着力等の性能低下をより効果的に防止するも

のであるから、それとは前提の異なる技術を開示する甲１～３及び８～１０に基づ

いて当業者が相違点γ及びεを容易に想到し得ることはない。 

(2) 相違点αについての容易想到性の判断の誤り 

ア 動機付けがないこと等 

(ｱ) 甲１発明と本件発明１は、気泡抜けに関して全く異なる技術的思想に基づく

ものというべきである。 

すなわち、甲１発明は、「帯状部分」の「感圧接着剤非配置部」を設ける発明であ

り、帯状部分として特定の方向に形成された溝を介して、被着体表面との接着面に

留まろうとする空気を特定方向に除去するという技術的思想に基づく発明である。

甲１発明において、巻き込まれた気泡は、特定の溝の方向に沿ってのみ除去される

もので、その方向は、自ずと溝の形状、配置により決定される。 

これに対し、本件発明１において、気泡が抜けるための通路や方向は、島状の「略

円形状、略四角形状または略六角形状」の接着部（Ｂ）の配置により生まれる粘着

部を有しない領域によって、一つに定まるものではない。 

(ｲ) また、甲１発明は、帯状の「感圧接着剤非配置部」を技術的特徴とする発明

であって、「感圧接着剤配置部」は、「感圧接着剤非配置部」を設けるべく消極的に

設けられているにすぎず、甲１には、「感圧接着剤配置部」の形状を所定のものにし
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ようとの発想がない（甲１の段落【００１０】、【００２４】参照）。 

(ｳ) したがって、甲１発明の波状パターンの「感圧接着剤配置部」を島状の「略

円形状、略四角形状または略六角形状」に変更する動機付けはない。 

仮に、上記の変更をしたならば、もはや「帯状部分」の「感圧接着剤非配置部」

は形成されなくなり、特定の方向に形成された溝を介して、被着体表面との接着面

に留まろうとする空気を特定方向に除去するという、甲１発明の効果（甲１の段落

【００９６】参照）を奏し得なくなるから、むしろ阻害要因がある。 

(ｴ) 本件決定の判断について 

ａ 本件決定には、①甲１発明における「感圧接着剤配置部」の形状である「波

状パターン」を「略円形状、略四角形状または略六角形状」とすることの容易想到

性は、本件優先日前の公知技術又は当業者の技術常識に基づいて判断されるべきで

あり、本件明細書の記載内容に基づいて判断されてはならないにもかかわらず、容

易想到性を本件明細書の記載に基づいて判断している点、②本件発明１における島

状の「略円形状、略四角形状または略六角形状」の粘着部には該当しない本件明細

書の段落【０１６６】の「略四角形（斜線）」を参酌している点で、誤りがある。 

ｂ また、甲１の段落【００３５】には、円状、直線状のパターンを反転させて

重ねて形成することは記載されていない。甲１には、複数の「帯状部分」の「感圧

接着剤非配置部」に係るパターンを交差させて配置することは一切記載されていな

いのであって、上記段落における「重ねて形成」とは、パターンを交差させること

ではなく、単に、複数のパターンを平面的に並べて配置することをいうにすぎない

と理解すべきである。そもそも「重ねて形成」は、「波状パターン」についての記載

であって、「直線状」のパターンはその対象に含まれていない。なお、上記段落の記

載に基づいて、甲１１（参考文献Ａ）を参酌すべき理由もない。したがって、上記

の点においても本件決定の判断には誤りがある。 

ｃ 本件決定は、甲３、５～７及び１１を組み合わせるに当たり、甲１発明につ

いて、「気泡抜け性の評価が“○”の感圧接着剤層」を有する「その概念に感圧接着
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テープと称され得るものが包含される積層シート」であることを指摘するが、それ

が相違点αの容易想到性とどのように関係するのか不明であるほか、「気泡抜け性

の評価が“○”」であることが空気抜けが良好であることを意味するものと理解する

のであれば、空気抜け性の効果としては満足できる甲１発明の構成を変更するよう

な動機付けは生じないと考えるのが、むしろ通常である。 

(ｵ) 被告の主張について 

ａ 被告は、本件明細書の記載並びに審査段階及び異議事件の審理段階の経緯に

基づく主張をするが、進歩性の判断に当たっての発明の要旨の認定は、特段の事情

のない限り、願書に添付した明細書の特許請求の範囲の記載に基づいてされるべき

ものであり、特許請求の範囲の記載を無視してその解釈を論じることはできない。 

この点、請求項１では、「前記発泡体層（Ａ）の一方の面（ａ）側から前記粘着部

（Ｂ）を観察した際の前記粘着部（Ｂ）の形状が、略円形状、略四角形状または略

六角形状であり」、「前記粘着テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲に、

前記粘着部（Ｂ）が１０個～５００００個存在し」と規定されており、このことか

らは、「形状が、略円形状、略四角形状または略六角形状」の粘着部（Ｂ）について、

それぞれ同一のパターンが繰り返して存在するため、その個数を数えることが可能

であり、粘着部（Ｂ）の単位面積当たりの個数を発明の構成要件とすることができ

るということを合理的に理解できる。上記のような請求項の解釈においては、請求

項に「島状」という語が記載されていることを要しない。そして、上記のような解

釈が妥当であることは、本件発明に係る粘着テープの粘着部として、本件明細書の

【図１】～【図３】において、略ひし形、略円形状及び略六角形状の独立した島状

パターン状のものが示されていること、同【図４】及び実施例２２の「略四角形（斜

線）」のように連続的な帯状の粘着部を設けるものにおいては、「粘着部の個数」が

「－」（カウント不能）と記載されていることからも明らかである。 

ｂ 被告は、本件明細書の【図１】の「略ひし形」の島状パターンも所定領域の

周縁部で「三角形」の形で「延在」し、その点では同【図４】の「略四角形状（斜



  - 16 - 

線）」の場合と異なることはない旨を主張するが、同「略四角形状（斜線）」の場合

には、次の図のように、全ての粘着部（Ｂ）が、５ｃｍ×５ｃｍの領域を延在して

（跨いで）しまう結果、当該領域の範囲内に「含まれる」「粘着部（Ｂ）」の個数を

数えることができないのである。また、「略四角形状（斜線）」の場合には、粘着部

（Ｂ）のそれぞれの形状は同じでないから、そもそも粘着部の数を数える意味がな

い。したがって、「略四角形状（斜線）」の場合には、５ｃｍ×５ｃｍの領域に含ま

れる粘着部（Ｂ）の個数は数えない、あるいは、数えられないというべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これに対し、本件明細書の【図１】～【図３】のような、同一形状の粘着部が繰

り返される「独立した島状のパターン」の場合は、５ｃｍ×５ｃｍの領域に、必ず、

所定の形状の粘着部が含まれるから、「略四角形状（斜線）」の場合のような「延在

して（跨いで）」しまうとの問題は生じないし、同領域の粘着部の数をカウントする

ことで、どの程度の密度で粘着部が配置されているのかを知ることができるため有

意義な情報となる。また、「独立した島状のパターン」では、基本の形状（例えば「略

ひし形」）の粘着部が繰り返されることが前提であるから、仮に、５ｃｍ×５ｃｍの

領域の端部で基本とは異なる形状の粘着部（Ｂ）（例えば「三角形」）が生じたとし

ても、その単位当たり（例えば「略ひし形」）の面積を基準として、その個数を換算

することが可能である（実際、基本の形状に満たない粘着部については、単位当た

・５ｃｍ×５ｃｍの領域に「含

まれる」「粘着部（Ｂ）」を数

えることができない。 

・ 同じ形状の粘着部（Ｂ）のパ

ターンでなければ、数を数え

る意味がない。 

粘着部（Ｂ） 
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りの面積に基づいて個数を換算し、これも個数に含めるようにしている。）。 

ｃ 被告は、本件明細書の実施例２２の「粘着部の個数」が「カウント不能」で

あるならば、実施例２２の「粘着部を有する領域の割合［％］」も測定不能となるは

ずであると主張するが、粘着部を有する領域の割合は、粘着部のそれぞれの領域の

面積を実測し、当該面積が全体に占める割合を求めることによっても計算できるか

ら、本件明細書の【表５】に実施例２２の粘着部を有する領域の割合が記載されて

いることと、粘着部の個数がカウント不能であることとは矛盾しない。 

ｄ 被告は、審査段階における意見書（乙１の４）や異議事件の審理段階におけ

る意見書（乙２の２）等に基づいて、本件明細書の【図４】及び実施例２２の「略

四角形状（斜線）」の例が本件発明１に含まれると主張するが、前記ａのとおり、本

件特許の特許請求の範囲及び本件明細書の記載に基づいたならば、「略四角形状（斜

線）」の例は本件発明１に含まれないと合理的な解釈ができる以上、出願経過に基づ

いて解釈をすべき理由がない。 

また、次のとおり、上記意見書等に係る被告の主張も誤っている。 

(a) 審査段階における意見書（乙１の４）については、本件発明１の「２以上の

粘着部（Ｂ）の間には粘着部（Ｂ）を有しない領域が存在し」という要件が明確で

ないとの拒絶理由通知（乙１の２）における指摘に対応し、図を示しつつ、「２以上

の粘着部（Ｂ）の間」あるいは「粘着部（Ｂ）を有しない領域」がどこを指すのか

を説明したにすぎず、「略四角形状（斜線）」の例が本件発明１に含まれるという根

拠とはならない。 

(b) 異議事件の審理段階における意見書（乙２の２）について、原告は、進歩性

違反の取消事由に対しては反論していたから、相違点αに関し原告が個別の反論を

しなかったからといって、それが「略四角形状（斜線）」の例が本件発明１に含まれ

る根拠となるものではない。 

ｅ 被告は、甲１の段落【００３５】に記載された「円弧波等の曲線状のものや、

ジグザグ状、三角波等の非曲線状のもの」を「反転させる等して、重ねて形成され
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たもの」との表現にあるパターンというのは、三角波を反転させて三角波としたも

のを重ねて形成したもの、円弧波を反転させて円弧波としたものを重ねて形成した

もの、非曲線状のストライプ状パターンを反転させてジグザグ状パターンとしたも

のを重ねて形成したものであるなどとし、あたかも、本件明細書の【図１】～【図

３】のような島状の粘着部が、甲１に記載されているかのように主張する。しかし、

同主張は、甲１に係る「感圧接着剤非配置部」が「帯状」である点と明らかに齟齬

している。「帯状」とは、「帯を広げたような形状であるさま。ある幅をもって長く

のびているさま。」（甲２５）をいうから、例えば、「感圧接着剤非配置部」の格子状

の模様を当業者が「帯状」であると認識することはない。甲１が「帯状」の「感圧

接着剤非配置部」を前提とする以上、甲１の段落【００３５】に、本件発明のよう

な島状の粘着部を有する粘着テープの態様が記載されているなどということはでき

ない。なお、被告は、乙３（特開２０１６－１０８５３２号公報）も挙げるが、乙

３を参酌して甲１発明を理解すべき理由はない。甲１に記載の「ストライプ状のパ

ターン」とは、「帯状の感圧接着部と該感圧接着剤が存在しない溝とが交互に配置さ

れる」（甲１の段落【００１１】）ことにより形成されるものであるから、「帯状」の

「感圧接着剤非配置部」と「感圧接着剤配置部」が交互に存在する結果として形成

された縞模様の意味であるとしか理解できず、そのような理解は、他の文献におけ

るいかなる記載にも影響されない。「帯状」の「感圧接着剤非配置部」を設けるとい

う甲１の前提からして、粘着部（感圧接着剤配置部）自体が、正方形や、菱形など

のパターンになるなどとは理解できない。乙３や甲３、５～７及び１１にいかなる

記載があったとしても、当業者が、甲１に、「感圧接着剤配置部」の形状として、略

四角形状、略円形状又は六角形状のパターンが記載されているなどと理解すること

はない。 

イ 甲３、５～７及び１１（参考文献Ａ）に基づく判断の誤り 

(ｱ)ａ 本件決定は、甲１発明の解決課題及び技術分野を不当に広く認定し、組み

合わせる文献の範囲を不当に広げることにより、相違点αが容易に想到し得るとの
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結論を意図的に導いており、進歩性の判断手法として誤っている。 

まず、甲１発明の解決課題は、溝によって空気抜けを行うタイプの粘着テープに

係る従来技術における、空気抜けの問題や接着性低下の問題を解決しようとするも

のであり、甲１発明は、溝によって空気抜けを行うという前提を維持したまま、当

該課題を解決している。しかるに、本件決定は、甲１の記載に基づかずに、「気泡抜

け性」を良好なものとすることという上位概念化した極めて広い課題が甲１発明の

解決課題であるかのように誤って認定した。 

また、技術分野についても、甲１に記載されているのは、「溝によって空気抜けを

行うタイプの粘着テープ」に限られている。しかるに、本件決定は、「感圧接着テー

プと称され得るものが包含される積層シート」のように技術分野を不当に広く認定

した。 

さらに、解決課題や技術分野の共通性の一事をもって、甲１発明と副引用例との

組合せが正当化されることはなく、組合せの可否は、甲１発明及び副引用例に記載

された開示の内容（いわゆる「内容の示唆」）によって決まる。しかるに、本件決定

は、その点についての検討をせずに、単に解決課題や技術分野の共通性のみに基づ

いて、甲１発明と甲３、５～７及び１１を組み合わせた。 

さらに、前記ア(ｱ)の甲１発明に係る技術的思想からすると、当業者が、甲３、５

～７及び１１の内容を参酌したとしても、そもそも甲１発明における「波状パター

ン」の「感圧接着剤配置部」を島状の「略円形状、略四角形状または略六角形状」

に変更する動機付けがない。 

ｂ 上記に関し、甲３、５～７及び１１は、後記(ｲ)のとおり、それぞれが前提と

する特定の粘着シートに係る従来技術を念頭において、これに対応する特定の課題

を解決しようとするものである。それらに記載された技術は、粘着シートであって

も異なる用途に用いられるもので、しかも、解決課題はそれぞれに異なるのである

から、本件決定の技術分野や解決課題に関する認定が、不当な上位概念化であるこ

とは明らかである。 
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また、ある事柄が周知あるいは公知であることと、それが主引用発明に対して適

用可能であるか否かは別の問題である。周知技術を主引用発明に適用できるか否か

は、主引用発明の前提や主引用文献における内容の示唆で決まるところ、甲１には、

「溝状」の「感圧性粘着剤非配置部」を設けることが記載されているに留まり、「感

圧性粘着剤配置部」を特定の形状の繰り返しパターンにすることについては記載が

ないから、仮に粘着テープの粘着部として略四角形等の繰り返しパターンを設ける

ことが周知であったとしても、それを甲１発明に組み合わせることはできない。 

(ｲ) さらに、次のとおり、甲３、５～７及び１１の内容からも、相違点αの容易

想到性は否定される。 

ａ 甲３について 

(a) 甲３に係る両面粘着テープの少なくとも片面には、粘着剤が存在する粘着剤

部分と粘着剤が存在しない非粘着剤部分が存在し、粘着剤部分は四角い島状、丸い

島状、縦筋状のパターン等に形成され、それが所定割合で設けられているが、それ

は、熱収縮による寸法変化による両面粘着テープのしわの発生を防止するためであ

る（甲３の段落［０００５］、［００１３］）。 

なお、甲３には、非粘着部分２ｂから気泡を逃すこともできると記載されている

が、被着体の熱収縮による寸法変化に起因する両面粘着テープ及び放熱シートや磁

性シートのしわの発生の緩和の効果に加えて、付随的に生じる効果として記載され

ているにすぎない（同［００１４］）。実際、甲３において、「耐たわみ性」に関して

は適切な実験系によりその効果が検証されている（同［００３８］）が、気泡抜けに

関しては、曖昧な実験条件、評価方法しか記載されていない（同［００４０］）。「気

泡を抱き込むように」とは、どのように貼り合わせたのかが不明であるばかりか、

何をもって「気泡を追い出せる」、「気泡を追い出せない」としているのかも不明で

ある。 

したがって、当業者は、甲１発明と甲３の発明とは、「片面粘着テープ」と「両面

粘着テープ」という異なる技術に関するものであり、また、甲３の発明は、両面に
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対して被着させる場合の熱収縮率の違いに起因して生じるしわの発生の防止という

両面粘着テープに特有の課題を解決しようとする発明であると理解する。甲１発明

と甲３の発明は、発明の技術分野及び解決課題がむしろ異なるといえ、それらを組

み合わせるべき理由はない。また、前記ア(ｱ)及び(ｲ)で指摘した甲１発明の技術的

思想等に係る点のほか、上記のような甲３における気泡抜けについての曖昧な記載

からしても、当業者が、「帯状部分」の「感圧接着剤非配置部」を設けることによっ

て特定の方向に形成された溝により空気抜けが図られている甲１発明の波状パター

ンを、甲３に基づいて変更する理由はない。 

(b) 被告は、本件発明１の評価方法が甲３におけるよりも曖昧であるなどと主張

するが、甲３には、試験片の貼り合わせの方法が特定されていないという本件発明

にはない実験系の問題があるほか、気泡の追い出しに関しても、何をもって判断し

ているのか不明であるのに対し、本件発明１においては、気泡抜け試験の条件を明

確に規定した上で評価を行っており（甲１の段落【０１５３】、【０１５４】）、本件

発明１の評価方法が甲３におけるよりも曖昧であるはずはない。 

ｂ 甲５について 

(a) 甲５は、フレキソ版を、「円筒状の版胴」に貼り込むときに、空気溜まりを生

じないようにするものであり、また、「剥すときに無理な引き剥し力を加えることな

く剥せ」、「容易に貼り直しができる」など、「仮止め用密着シート」に特化した課題

を解決しようとするものである（甲５の段落【００１７】）ところ、甲１発明は、「空

気等抜け性と接着力との両立」を実現しようとするもので、貼り直しは想定してい

ないから、当業者は、「容易に貼り直しができる」甲５に記載された接着剤の構造を

甲１発明に適用することを容易に想到し得ない。従来技術における接着性が低下す

るような事象の発生を防止しようとしている甲１発明（甲１の段落【０００９】）に

対して、甲５を適用すれば、むしろ、甲１発明の解決課題に逆行する。 

(b) 被告は、甲５の発明の課題が「空気溜まりを生じない」ことであると主張す

るが、上記主張は、同発明の解決課題における「容易に貼り直しができる」という
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部分を無視したもので誤っている。 

ｃ 甲６について 

(a) 甲６の発明は、小凸部の粘着剤を形成した従来技術に係る粘着シート（甲２

３）に係る課題（甲６の段落【０００５】、【０００６】）を踏まえ、粘着シートを中

央領域と周辺領域とに分け、中央領域の間隙部を周辺領域に連通させるとともに、

周辺領域における間隙部の密度を周辺領域により減らすようにしたものである。 

甲６の発明と甲１発明とは解決課題が異なるから、甲１発明に甲６の発明を組み

合わせるべき理由はない。しかも、甲６の発明は、島状のパターンの粘着剤を設け

ていた従来技術の問題点を解決するべく、粘着剤を島状のパターンに配置しないよ

うにするもので、特に周辺領域において、あえて間隙部の密度を中央領域よりも少

なくすることにより、空気道から粘着シートと被着物の間に異物等が混入しないよ

うな構造としているから、甲１発明に甲６に記載された粘着剤の配置を組み合わせ

たとしても、本件発明１の構成に至ることはない。この点、本件決定が甲６に記載

されていると認定する「矩形、三角形、円形、楕円形等」は、甲６の発明の中央領

域の形状をいうものにすぎない。甲６には、島状のパターンを形成し、その形状を

「矩形、三角形、円形、楕円形等」とすることは一切記載されていない。そして、

甲１発明に、甲６の発明の中央領域の形状を組み合わせるべき合理的理由もない。 

(b) 被告は、甲６には、その中央領域において正方形のほか矩形、三角形、円形、

楕円形状の粘着部の島状パターンが存在することを主張するが、甲６発明は、周辺

領域においては、あえて間隙部の密度を中央領域よりも少なくすることにより、空

気道から粘着シートと被着物の間に異物等が混入しないような構造を取ることを特

徴とする発明であるから、中央領域にのみ着目し、中央部分の形状のみを、甲１発

明に対して組み合わせる理由はない。 

ｄ 甲７について 

(a) 甲７の発明は、「基材上に２以上の点状粘着剤を有し、再剥離性に優れる粘着

製品を提供する」ことを発明の解決課題とするものである（甲７の段落【０００６】）
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ところ、甲１発明は、「空気等抜け性と接着力との両立」を実現しようとするもので、

再剥離することは想定していないから、当業者は、「再剥離に優れる粘着製品である」

甲７に記載された粘着剤の構造を甲１発明に適用することを容易に想到し得ない。

従来技術における接着性が低下するような事象の発生を防止しようとしている甲１

発明（甲１の段落【０００９】）に対して、甲７を適用すれば、むしろ、甲１発明の

解決課題に逆行する。 

(b) 被告は、甲７の段落【００７９】の「本発明の粘着製品は、基材上に層状の

粘着剤ではなく、点状の粘着剤を有するので、被着体への貼付時に粘着製品と被着

体との間に空気が閉じ込められることを抑制でき、気泡による粘着製品の浮きや剥

がれ、しわが生じることを抑制できる。」との記載を挙げて、甲１発明に甲７に記載

された事項を適用しても甲１発明の解決課題に逆行しない旨主張するが、なぜ、容

易に貼り直しできる甲７の発明を甲１発明に適用しても、接着力の両立に支障がな

いといえるのか不明である。 

ｅ 甲１１について 

(a) 甲１１には、「格子」や「正六角形」や「楕円」の粘着剤パターンを形成する

ための方法として、撥液性パターンをシート状基材に形成して所望の粘着剤パター

ンを得たことが記載されているだけである。気泡の抱き込みの有無に関する記載（甲

１１の段落【００３０】）については、どのような大きさの粘着シートを貼り付けた

のか、どのような貼り付け条件で貼り付けを行ったのか、気泡の抱き込みがないこ

とをどのように確認したのかについて一切記載がされておらず、真に、気泡の抱き

込みの回避ができたかどうかは定かではない。しかも、同段落の記載によると、気

泡の抱き込みの確認は１回しか行われていない。 

したがって、前記ア(ｱ)及び(ｲ)で指摘した甲１発明の技術的思想等に係る点のほ

か、上記のような甲１１における曖昧な記載からしても、当業者が、「帯状部分」の

「感圧接着剤非配置部」を設けることによって特定の方向に形成された溝により空

気抜けが図られている甲１発明の波状パターンを、甲１１に基づいて変更する理由
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はない。 

(b) 被告は、甲１１に関し、気泡の抱き込みの確認が１回であろうが複数回であ

ろうが、格子状などのパターンを形成することで気泡の抱き込みの問題が解消され

ることが当業者における周知の技術常識であると主張するが、上記周知の技術常識

の存在については、何ら証拠が示されていない。 

(3) 相違点βについての容易想到性の判断の誤り 

ア 相違点βに係る本件発明１の構成は、島状パターンという、５ｃｍ×５ｃｍ

の領域に含まれる粘着部の個数が明確に認識できるものに限って適用できるから、

上記構成は、相違点αについて容易想到であるとされて初めて容易に想到し得るも

のであるところ、前記(2)のとおり、相違点αについて当業者は容易に想到し得ない。 

イ 上記構成が甲１の記載に基づいて容易想到であるということもできない。 

まず、甲１発明のような、「帯状」の「感圧接着剤非配置部」の間に形成された「感

圧接着剤配置部」について、５ｃｍ×５ｃｍに含まれる個数は観念できない。この

ことは、本件明細書においても、実施例２２について、粘着部の個数を「－」（カウ

ント不能）としていることからも明らかである。 

また、甲１の段落【００３０】における「感圧接着剤非配置部」の幅寸法及び同

【００３１】における「感圧接着部」の幅寸法は、いずれも一定の幅をもって記載

されているにすぎないにもかかわらず、都合よく数値を選択して、「感圧接着剤非配

置部」の幅を０．３ｍｍ、「感圧接着部」の幅を２ｍｍとして組み合わせた例を恣意

的に作出し、それに基づいて、感圧接着部の個数が２１．７個となる旨認定するこ

とにも正当性はない。 

ウ 被告は、カウント不能になるとはいえない、「－」がカウント不能を示してい

ると解することはできない、他のデータから個数を計算できるといった旨を主張す

るが、本件明細書の段落【０１５８】においては、粘着部の個数を電子顕微鏡で観

察して数えるとされているから、実施例２２においては、粘着部のパターンが見え

ないことを理由に「－」の評価とされているわけではないことが明確に理解でき、
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視認できても「－」とされるということから「カウント不能」（「カウントの対象外」）

という評価と理解するのが合理的である。略円形状、略四角形状又は略六角形状の

粘着部の島状パターンが繰り返して配置されている場合（実施例１～２１、２３～

３０）については全て粘着部の個数が記載されていることからすると、実施例２２

においては、そのような島状パターンの繰り返しでないことから、粘着部の個数を

数えなかったと理解できる。そして、「－」を「カウント不能」（「カウントの対象外」）

と理解するのが正しい以上、実施例２２において、粘着部の割合等から個数を導く

ことができるとの主張は無意味である。 

(4) 相違点γについての容易想到性の判断の誤り 

ア 本件発明１において、動的粘弾性スペクトルに基づく損失正接（ｔａｎδ）

のピーク温度（以下「ｔａｎδのピーク温度」ということがある。）である「－２５℃

～５℃」は、気泡が抜けやすく、かつ、良好な接着性が保持できるという課題を解

決するために、本件発明１の他の構成、すなわち、粘着部（Ｂ）が独立した島状パ

ターンである略円形状、略四角形状又は略六角形状であり、かつ、任意の粘着部（ｂ

１）とこれに近接する粘着部（ｂ２）との距離が０．０５ｍｍ～０．１５ｍｍであ

るという構成に鑑みつつ、気泡抜けと良好な接着性を両立すべく設定されたもので

ある。 

イ(ｱ) 本件決定は、甲１発明の「感圧接着剤層」について「室温付近の温度域に

おいて柔らかい固体（粘弾性体）の状態を呈」する旨の記載（甲１の段落【００７

１】）があるところ、甲８にも「ガラス転移点が高過ぎると、常温での柔軟性が失わ

れ」るとの理由により、ガラス転移点（ｔａｎδの最大値で測定）を「－５０℃か

ら５℃」にしたことが記載されているとして、「粘弾性体」の状態を呈することが必

須の甲１発明の「感圧接着剤配置部」のｔａｎδのピーク温度は、「－２５℃～５℃」

の範囲になる旨判断したが、当該判断は誤りである。 

(ｲ) まず、甲１の段落【００７１】で述べられているのは、ごく一般的な感圧接

着剤が有すべき最低限の性質にすぎず、当業者が、そのような記載をもって、他の
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文献（甲８）に記載された特定のｔａｎδのピーク温度が甲１発明におけるｔａｎ

δのピーク温度になると理解することはない。この点、甲８の段落【００３４】で

は、ガラス転移点（ｔａｎδのピーク温度）については、甲８における発明の効果

との関係で選択されるべき旨が示されており、そのような甲８におけるｔａｎδの

値が、甲１におけるｔａｎδの値になるなどと理解されることはない。 

(ｳ) また、甲８を参照しても、甲１発明の「感圧接着剤配置部」を構成する粘着

剤のｔａｎδのピーク温度が「－２５℃～５℃」の範囲にあるというべき理由はな

い。甲８に記載されたｔａｎδのピーク温度は「－５０℃から５℃」と広範囲にわ

たるもので、しかも、甲８の実施例１では－４２．６℃、実施例２では－４６．４℃

という下限値に近い値になっているから、甲８に記載されたｔａｎδのピーク温度

の範囲が「－５０℃から５℃」であるからといって、甲１発明において、「－２５℃

～５℃」の範囲であるというべき理由はない。 

ウ(ｱ) 本件決定は、甲１発明が「気泡抜け性の評価が“○”の感圧接着剤層」を

有するものである点並びに甲２及び８～１０に空気抜けに関連した記載があること

に基づいて、甲１発明のｔａｎδのピーク温度が「－２５℃～５℃」という範囲か

ら逸脱した範囲にあるとは解せないと判断したが、当該判断も誤りである。 

(ｲ) まず、甲１の段落【００７１】の記載その他の記載をみても、気泡抜け性と

の関係で感圧接着剤を選択することは一切記載されておらず、甲１発明について、

気泡抜け性との関係で感圧接着剤を選択するという技術的思想は一切記載されてい

ない。したがって、気泡抜けとの関係での感圧接着剤の選択という観点で、甲２及

び８～１０に記載されたｔａｎδの値を甲１に組み合わせるべき理由はない。 

(ｳ) また、仮に気泡抜けとの関係での感圧接着剤の選択に着目して、他の文献を

参酌するのであれば、それらの文献の気泡抜け手段の態様（構造）が、少なくとも

甲１発明と同様に「帯状部分」の「感圧接着剤非配置部」（溝）を設けるものでなけ

ればならないが、甲２及び８～１０にそのような気泡抜け手段は記載されていない。 

すなわち、まず、甲２には、特定の表面粗さＲａを有するように粗面化された粘
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着剤層を有する粘着シートにおいて、ｔａｎδのピーク温度を－３０℃～２０℃と

することが記載されているにすぎない。甲２におけるｔａｎδのピーク温度の選択

が、特定の表面粗さＲａを有するように粗面化された粘着剤層に特化したものであ

ることは、甲２の段落【００４３】の記載のとおりである。 

次に、甲８には、そもそも、空気抜けの溝を設けることについて何ら記載されて

いない。このことは、甲８の段落【０００７】の記載からも明らかである。 

また、甲９に記載された粘着シートの粘着剤層についても、空気抜けの溝を設け

ることについては何ら記載がない。のみならず、甲９に記載された粘着シートは、

再剥離性を有するもので、甲９の段落【００３１】の記載のとおり、ｔａｎδのピ

ーク温度も、むしろ再剥離の観点から選択されている。 

さらに、甲１０の粘着テープについても、粘着剤層に空気抜けの溝を設けること

には一切記載されていない。のみならず、甲１０に記載された粘着シートも、「位置

を間違えて接着しても容易に剥がすことができる」（甲１０の段落【００１４】）よ

うにしたものであり、この観点から、粘着テープのタックを従来のものよりも小さ

くするべく、ガラス転移点（ｔａｎδのピーク温度）を「－１０℃から５℃の範囲」

としている。 

以上によると、当業者が、甲２及び８～１０のｔａｎδのピーク温度を、甲１の

ｔａｎδのピーク温度であると理解することはない。 

エ 本件決定は、甲１発明のｔａｎδのピーク温度が、「－２５℃～５℃」という

範囲から逸脱したものであるとしても、甲１発明が「気泡抜け性」を良好なものと

することを課題としたものであることや、「感圧接着テープと称され得るものが包

含される積層シート」の技術分野に属するものであることからすると、相違点γは、

同様の課題と技術分野に属する甲２及び８～１０に基づいて、容易に想到し得る旨

判断した。 

しかし、前記ウ(ｲ)のとおり、甲１発明に気泡抜け性との関係で接着剤を選択しよ

うという思想はないから、気泡抜け性の観点から甲２及び８～１０に記載されてい
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るｔａｎδのピーク温度を組み合わせるべき理由はない。 

また、単に、「感圧接着テープと称され得るものが包含される積層シート」という

極めて上位概念的な点で共通するというだけで、甲１発明に対して、当該共通点を

有する他のあらゆる文献に記載された事項を組み合わせられるなどということはで

きない。前記ウ(ｳ)のとおり、甲２及び８～１０に記載された発明は、粘着剤層の構

造が甲１とは異なっており、また、具体的に解決しようとする課題も異なるもので

ある。 

オ 被告は、甲８の記載を指摘して、甲１発明について、ｔａｎδのピーク温度

が高すぎない範囲にある（５℃以下にある）ことが必要不可欠であると理解できる

などと主張するが、本件発明１におけるｔａｎδのピーク温度の技術的意義からす

ると、引用文献に基づいて相違点γを容易想到というのであれば、粘着部（Ｂ）が

独立した島状パターンである略円形状、略四角形状又は略六角形状であり、かつ、

任意の粘着部（ｂ１）とこれに近接する粘着部（ｂ２）との距離が０．０５ｍｍ～

０．１５ｍｍであることを満たす粘着テープの粘着部におけるｔａｎδのピーク温

度が記載されていなければならないが、甲８には、独立した島状の粘着部を設ける

ことすら記載されていない。また、仮に、甲８にそのような粘着部が記載されてい

たとしても、甲１発明が「帯状」の「感圧粘着剤非配置部」を設ける発明に係るも

のであることからすると、そもそも甲８に記載された事項は甲１に適用できない。

甲１発明を端緒として、粘着部を独立した島状のものとすることは容易想到でない

から、いかなる文献が存在したとしても、ｔａｎδのピーク温度を「－２５℃～５℃」

とすることが当業者にとって容易想到であるとはいえない。 

(5) 相違点δについての容易想到性の判断の誤り 

ア 相違点δは、本件発明１において、島状パターンの略円形状、略四角形状又

は略六角形状の粘着部（Ｂ）を設けることを前提に、粘着部配置要件の一つとして、

任意の粘着部（ｂ１）と（ｂ２）の距離の寸法を規定した点に関するものであるか

ら、相違点δについての容易想到性は、相違点αについて容易想到とされて初めて
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成り立つものであるところ、前記(2)のとおり、相違点αについて当業者は容易に想

到し得ない。 

イ 前記(2)アのとおり、本件発明１と甲１発明とでは、空気抜けの技術的思想が

異なっており、甲１発明は、粘着剤が形成されない部分について、本件発明１とは

異なる技術的思想に基づいているから、甲１に記載された「感圧接着剤非配置部」

の幅の寸法に基づいて、本件発明１における島状パターンに形成される任意の粘着

部（ｂ１）と（ｂ２）の距離の寸法を容易に想到し得るとはいえない。 

なお、本件決定は、甲１の段落【０００５】における「外観品質の低下」に係る

記載に基づいて、甲１発明の溝の幅を狭くすることに阻害事由があるとはいえない

と判断するが、そもそも甲１に、溝が目立ってしまうことが「外観品質の低下」の

問題になるなどという説明はなく、接着面に空気が留まること、つまり、空気抜け

不良による外観品質の低下が問題とされているだけである（同【０００７】）。他方

で、甲１における「外観」と「溝」や「パターン」との関係に係る段落【００１１】

及び【００１３】の記載からすると、ストライプ状のパターンを有する甲１におい

て、溝が見えることは問題ではなく、むしろ外観上好ましいと認識されているとい

える。 

上記に関し、「外観品質の低下」の意味を、同【０００７】の記載を踏まえて正し

く理解した場合、「感圧接着剤配置部」の幅が４０ｍｍである甲１発明において、「感

圧接着剤非配置部」の幅を０．１ｍｍとすることには、阻害要因がある。すなわち、

甲１の例１では、厚さ２μｍのＰＥＴフィルムに対して溝間隔４０ｍｍ、溝幅０．

１ｍｍのパターンを形成した例が記載され、気泡抜け性は“○”とされているが、

「気泡抜けレベル」は、「Ｄ（被着体への貼り付け後、空気は抜けたが、その抜け具

合はかなり遅かった）」であり、溝幅が１．０ｍｍであることを除き同じ条件で作製

された例２よりも気泡抜けレベルが更に劣っている（甲１の段落【０１１７】【表

２】）。甲１発明は発泡体を含むシート状基材を用いており、例１に比べて更に空気

の巻き込みが生じやすいと考えられるところ、甲１発明の溝幅１．０ｍｍを０．１
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ｍｍにすれば気泡抜けが悪くなることは明らかであるから、甲１発明において、溝

幅を０．１ｍｍとすることには、阻害要因があるといえる。 

ウ 被告は、本件明細書の段落【００２２】で、「略円形状」の粘着部について「任

意の１つの粘着部の最大直径と最小直径との比〔最大直径／最小直径〕が１～４で

あることが好ましい。」と記載されていることも、本件発明１に甲１における直線状

のパターンが含まれることの根拠となるかのように指摘するが、「略円形状」で、最

大直径／最小直径に上限があることからすると、上記記載にいう粘着部が島状のも

のであることは明らかである。 

また、被告は、甲３の記載を指摘して、「感圧接着剤非配置部」の溝の幅が狭けれ

ば狭いほど、溝が目立たず、外観品質の低下を防止できることは、甲１に記載され

ているに等しい自明事項であると主張するが、甲３に記載された事項をもって甲１

に記載されているに等しいというべき理由はない。 

(6) 相違点εについての容易想到性の判断の誤り 

ア 相違点εは、相違点α、β及びδに係る構成を前提に、粘着部（Ｂ）の厚さ

を規定したことにより、「粘着テープの膨れ等に起因した外観不良や、熱伝導性や耐

熱性や接着力等の性能低下をより効果的に防止できる」（本件明細書の段落【００４

２】）ことに係るものであるから、それらの相違点について当業者が容易に想到し得

ない以上、相違点εについて容易に想到し得るとはいえない。 

イ 本件決定は、甲１の段落【００８８】の記載や例１に基づいて、相違点εが

容易想到であると判断したが、本件発明１における粘着剤の厚みは、特定の粘着部

配置要件で配置した島状パターンの粘着部（Ｂ）についての好適な厚みを規定して

いるのであるから、このような厚みの寸法を、「波状パターン」の「感圧接着剤配置

部」の厚みに基づいて、当業者が容易に想到し得ることはない。 

なお、甲１の段落【０１１７】【表２】に示された各例からすると、甲１において、

感圧接着剤層の厚みは、シート状基材の厚みに合わせて調整して選択していること

が理解できる。甲１から読み取れる上記のような技術的思想に照らすと、当業者に
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おいて、甲１発明（甲１の例７）の感圧接着剤層の厚み（２０μｍ）を２μｍに変

更することを容易に想到し得るかという問題のみを考えた場合であっても、容易想

到性は否定される。 

ウ 本件決定は、相違点εとの関係でも、外観品質の低下に関し、甲１発明の感

圧接着剤層の厚さを薄くすることに阻害事由があるとはいえないと判断するが、前

記(5)イのとおり、甲１発明において、「外観品質の低下」との関係で、感圧接着剤

層が目立たないことは求められておらず、むしろ、波形パターンとしたことにより

これを視認できることが外観上有利であると考えられているところである。 

エ(ｱ) 被告は、乙５（特開２０１６－１５１００６号公報）、乙６（特開２０１６

－１５５９５０号公報）及び乙７（国際公開第２０１６／０３５８６３号）の記載

を指摘して、感圧接着剤層の厚みが薄ければ薄いほど、感圧接着剤層の存在が目立

たず、外観品質の低下を防止できることは、甲１に記載されているに等しい自明事

項であると主張するが、甲１と異なる文献である乙５～７に記載された事項が、甲

１に記載されているに等しいというべき理由はない。 

(ｲ) 被告は、甲１発明の材質を指摘して、「感圧接着剤層配置部」の波形パターン

を視認することは不可能であると主張するが、問題は、甲１発明において、波形パ

ターンが見えるかどうかではなく、感圧接着剤層の厚み（２０μｍ）を２μｍに変

更することの容易想到性に関連して、甲１に、「感圧接着剤層の厚さが薄ければ薄い

ほど、感圧接着剤層の存在が目立たず、外観品質の低下を防止できる」という技術

思想が記載されているかのように本件決定が認定したことの不当性である。被告の

主張は、同認定を正当化するものではない。 

(ｳ) 被告は、甲１にはシート状基材の厚みに合わせて感圧接着剤層の厚みを調整

することが好ましいことは記載されていないと主張するが、甲１の段落【０１１７】

【表２】の例１～１１からは、シート状基材の厚さが比較的薄い２～４μｍ程度で

あれば（例１～４、９）、感圧接着剤層も２～３μｍという薄いものを組み合わるの

に対し、シート状基材の厚さが１００～２００μｍという比較的厚いものである場
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合（例５～８、１０、１１）には、感圧接着剤層も、２０～８０μｍという厚いも

のを組み合わせるという相関関係が読み取れる。したがって、少なくとも、甲１発

明（シート基材の厚み２００μｍ）に対して、感圧接着剤の厚みを２μｍとするこ

とは容易に想到し得るものではなく、感圧接着剤層の厚みを調整することが好まし

いなどという記載が甲１になくとも、本件決定における容易想到性の判断の理由は

否定される。 

(7) 本件発明１の効果に関する判断の誤り 

ア 本件発明１は、気泡の抜けと接着性の両立を図るとともに、外観についても

優れた効果を奏するものである（本件明細書の段落【０００８】、【００２１】、【０

０２３】、【００３０】、【００３１】、【００３６】、【００４２】）。 

この点、本件決定が、本件発明１の効果につき、単に「気泡の抜けやすさに優れ

る」とした点は誤っている。 

また、本件発明１における空気抜けのメカニズムは、甲１発明とは全く異なるか

ら、本件発明１の効果を甲１発明と対比することは理に適っておらず、甲１発明か

ら本件発明１の効果を予測できるという合理的な理由もない。 

さらに、甲１における「空気抜け性の評価」の実験は、その方法や条件の詳細が

不明であり（甲１の段落【０１１６】。どのような材質の被着体に貼り付けたのか、

どのようにして貼り付けたのかについては、全く記載がされていない。また、実験

の回数も記載されていないことからすると、１回のみの実験が行われたと推測され

る。）、本件発明１と空気抜けの効果を比較できるようなものではない。この点、本

件明細書においては、試験片の作成条件、実験の方法、条件、評価の方法を具体的

かつ明確にした上で、「気泡の抜けやすさの評価」を行っており（本件明細書の段落

【０１５３】～【０１５５】）、接着性に関しても、２種類の実験により確認を行い、

優れた効果が確認されている（同【０１４９】～【０１５２】）。 

したがって、本件発明１が優れた効果を奏することは明らかである。 

イ 被告の主張について 
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(ｱ) 被告は、本件発明１の効果は「比較例１」という唯一の比較例に対する比較結

果が示されているにすぎないので、多数の発明特定事項により特定される本件発明

１の全ての範囲に格別の効果があることが必要かつ十分に裏付けられているとはい

えないと主張する。しかし、明細書において発明の作用効果が十分に示されている

か否かは、比較例の数のみによって決まるものではない。本件明細書には、本件発

明１の各構成が発明の解決課題との関係でどのような技術的意義を有するかが明確

に記載され、当業者は、本件発明１の定性的な作用効果を十分に理解できる。また、

本件明細書の実施例１～３０においては、本件発明１の各構成や粘着部の態様を

種々に異ならせた場合について、発明の解決課題との関係で優れた作用効果を奏す

ることが定量的に示されており、本件発明１の各構成に係る範囲において、格別の

効果があることが、必要かつ十分に裏付けられている。 

(ｲ) 被告は、粘着力の評価につき、本件明細書の段落【０１４９】では試験片を

「２０ｍｍ幅」に切断したとしながら、実施例１～３０では「Ｎ／２５ｍｍ」とい

う２５ｍｍ幅当たりの粘着力として記載しており、両記載は整合していないから、

評価方法に何らかの不備があると主張する。しかし、同段落の「実施例及び比較例

で得た粘着テープを２０ｍｍ幅に切断し」との明確な記載から、同【表１】～【表

６】の「接着力（貼付後１時間）」の項目における単位の分母の「２５ｍｍ」が誤記

であることは明らかであり、当該誤記をもって本件明細書における評価方法に不備

があるとはいえない。 

(ｳ) 被告は、本件明細書の比較例１における「外観」の評価は粘着部の形状を視認

できなかったことから「－」の評価とされているのに対し、実施例３０では、粘着

部の形状が視認できなかったことから「◎」とされているから、「視認できなかった」

という評価から「外観」の優劣を判断できないと主張する。しかし、本件明細書の

段落【０１５７】の記載からして、比較例１における「－」の意味は、「全面に粘着

部を塗布したため評価しない」という意味である。したがって、比較例１で外観が

「－」と評価されたことと、実施例３０で粘着部の形状が視認できなかったことか
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ら「◎」とされたこととは矛盾せず、比較例１の結果をもって本件発明の効果が判

断できないなどともいえない。 

(ｴ) 被告は、本件明細書の実施例２～２９のものは、実施例１とほぼ同様の方法で

粘着テープを作製しているのに対して、実施例３０及び比較例１のものは、実施例

１と基本的に異なる方法で粘着テープを作製しているので、比較例１の評価結果を、

実施例１～２９の評価結果と対比することに合理性はないと主張する。しかし、本

件発明は、粘着部（Ｂ）の配置及び厚さ並びにその材料性質（ｔａｎδのピーク温

度）に特徴を有する「粘着テープ」という物の発明に係るものであるから、当該粘

着テープが複数の方法により作製できるとしても何ら問題はない。実施例１～２９

と、実施例３０及び比較例１においては、粘着部の形成と発泡層の形成の順序が異

なっても本件発明の粘着テープを作製できることを示しているだけであり、比較例

１を実施例１～２９の評価結果と対比することに合理性がないとはいえない。 

(ｵ) 被告は、本件明細書に記載された「気泡の抜けやすさ」の評価では、９ｍｍ２

の膨らみの気泡が１０個観察されても「１０」の評価となるのに対し、１０ｍｍ２の

膨らみの気泡が１個観察されても「０」の評価となるので、客観的に正しくなく、

また、一人のみの実験が行われたと予想されると主張する。しかし、本件発明では

気泡抜けが解決課題の一つとなるため、何らかの基準により気泡の抜けやすさを評

価する必要があるところ、実用上、１０ｍｍ２以上の膨らみが問題となることから、

１０ｍｍ２以上の膨らみの数を数えることにした。したがって、９ｍｍ２の膨らみの

気泡が１０個観察されても「１０」の評価となることに問題はない。また、このよ

うな客観的に評価できる実験については、一人の実験者（技術者）が行うのが通常

である。なお、本件における気泡抜けの評価は、官能試験ではないから、「パネラー」

（通常一般人）が複数で行う試験でもない。 

(ｶ) 被告は、本件明細書の実施例１、９、１９及び２４に記載された「粘着部を有

する領域の割合[％]」は、被告の計算結果と異なるから、本件明細書の試験結果の信

憑性には疑義が持たれると主張する。 
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しかし、本件明細書において、「粘着部を有する領域の割合［％］」は、粘着部の

形状が略円形状、略四角形状、略六角形状のいずれの場合においても、単位ユニッ

トに占める粘着部の面積から算出されている。 

次の図のように、例えば、粘着部が略四角形状（略ひし形も含む。）の場合、「粘

着部を有する領域の割合［％］」は、隣接する粘着部の間に形成される、非粘着部の

間隔ｄの中心を通る線により形成される略四角形（赤線で囲まれた部分）を単位ユ

ニットの面積とし、これに占める粘着部の面積（略四角形の一辺（実測）と角度に

より求める。）の割合として算出することができる。粘着部が略円形状の場合、「粘

着部を有する領域の割合［％］」は、隣接する粘着部の間に形成される非粘着部の間

隔ｄの中心を通る線により形成される略六角形（赤線で囲まれた部分）を単位ユニ

ットの面積とし、これに占める粘着部の面積（略円形の半径を実測することにより

求める。）の割合として算出することができる。ちなみに、５ｃｍ×５ｃｍの領域に

含まれる粘着部の個数は、当該粘着部の面積の割合に基づいて、計算により求める

ことができる。 

この点、実施例２４については計算誤りがあり、「粘着部を有する領域の割合［％］」

は、正しくは５５％であったが、いずれにしても、本件発明１の要件を満たすもの

であり、その他の実施例における数値の違いは計算誤差である（なお、被告の計算

結果で実施例１、９及び１９について数値に微妙な差が出ているのは、数値の丸め
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方が原告とは異なることに原因があると考えられる。原告は、単位ユニット面積や

粘着部の面積については四捨五入をせずにそのままの値を用いて粘着部を有する領

域の割合［％］を求め、最後にその数値を四捨五入しているのに対し、被告はこれ

らの面積を求める度に四捨五入した上で計算している。）。それゆえ、本件明細書の

実験結果には疑義はなく、上記の誤記については、被告も計算により確認ができる

ようなものにすぎない。 

したがって、本件明細書の記載に基づいて、当業者において本件発明の優れた効

果を確認できることは明らかである。 

(8) まとめ 

以上より、本件決定における本件発明１に係る容易想到性の判断は取り消される

べきものである。そして、本件発明３、４、６、８及び９は、本件発明１の従属項

に係るものであるから、本件発明３、４、６、８及び９も当業者が容易に発明をす

ることができたものではない。 

２ 取消事由２（サポート要件に関する判断の誤り） 

(1) 本件発明は、「被着体との界面から速やかに気泡が抜け、前記界面に気泡が残

存することを防止でき、かつ、接着性・クッション性に優れ、低コストで薄型の粘

着テープを提供する」（本件明細書の段落【０００６】）ことを解決課題とし、粘着

部（Ｂ）について、その基本的形状、配置要件、厚さ及びｔａｎδのピーク温度に

係る各構成を有機的に組み合わせることにより上記課題を解決するものであるとこ

ろ、上記各構成と解決課題又は効果との関係については、全て本件明細書に明確に

説明されている。また、本件明細書の実施例１、２、４、６～１２、１４～２１、

２３～３０では、上記各構成に係る要件を満たす範囲で、種々にその構成を組み合

わせた場合に上記課題が解決できることを具体的に示している。 

したがって、当業者であれば、特許請求の範囲に記載された発明の構成全体によ

って、本件発明の課題を解決できると認識し得るから、本件発明についてサポート

要件違反はない。 
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(2) 本件決定は、本件発明１につき、粘着部のｔａｎδのピーク温度のみに着目

し、本件明細書の段落【００３６】の記載を考慮したとしても、どのようなメカニ

ズム（作用機序）によってｔａｎδのピーク温度の値が「エア抜け性」などの物性

に影響するのか当業者に理解できるように記載がされていないとの理由により、サ

ポート要件に適合しないと判断しているが、次のとおり、上記判断には誤りがある。 

ア サポート要件の趣旨に照らして、同要件への適合性にメカニズム（作用機序）

の解明は必要ではない。 

イ ｔａｎδのピーク温度が「－２５℃～５℃」であることが発明の解決課題に

寄与することは、次のとおり、当業者であれば本件明細書の記載及び技術常識に基

づいて理解し得る。 

(ｱ) ｔａｎδのピーク温度は当業者に周知の物性である。粘着剤（又は接着剤）

は、粘性と弾性という異なる性質を併せ持った性質（粘弾性）を有するものとして

理解されるところ（甲１８～２０）、粘性は、注射器で油を吸い込んだり押し出した

りする時の油の応答として理解され（単純粘性モデル）、弾性は、バネをモデルとし

て理解される（甲２０）。 

この粘弾性の特性は、動的粘弾性として評価されることが多い。動的粘弾性測定

において、弾性部分の性質は貯蔵弾性率Ｇ’、粘性部分の性質は損失弾性率Ｇ’’と

して得られ、ｔａｎδは、Ｇ’’とＧ’の比である（甲１８～２０）。 

次の図（甲１８の図８．３）に示されるように、低温の領域①では貯蔵弾性率Ｇ’

が大きいが、温度が上昇すると急激に貯蔵弾性率Ｇ’が減少し（領域②）、粘性の寄

与が大きくなる。ｔａｎδが極大になる温度、すなわちｔａｎδのピーク温度は、

ガラス転移温度と同義であり（甲１９の１０９頁）、これ以上の温度でタック（非常

に軽い力で短時間に被着体に粘着する力。甲２４）が発現するため、ｔａｎδのピ

ーク温度は、当業者が興味を持つ物性である（甲２０の８８頁）。更に温度が上がる

と、ｔａｎδが小さく、貯蔵弾性率Ｇ’がフラットなゴム状領域（領域③）となり、

粘着性が強くなる（甲２０の８８頁）。 
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ｔａｎδのピーク温度 

 

(ｲ) 前記(ｱ)のようなｔａｎδのピーク温度の技術的意義は、当業者によく知ら

れているから、当業者においては、粘着剤のｔａｎδのピーク温度の範囲は、対象

とする物に応じて適切に選択するであろうと理解する。 

しかるところ、本件発明１は、粘着テープに係るものであるから、まず、十分な

接着力を得られるようにするという観点から、ｔａｎδのピーク温度を選択してい

るであろうと、当業者は理解し得る。 

他方で、本件発明１の場合、任意の粘着部（ｂ１）とこれに近接する粘着部（ｂ

２）との距離が「０．０５ｍｍ～０．１５ｍｍ」とかなり狭く、このような本件発

明１の粘着部に係る構成の特徴と、「前記粘着部（Ｂ）の、周波数１Ｈｚで測定され

る動的粘弾性スペクトルに基づく損失正接のピーク温度は、特に限定されるもので

はないが、－３０℃～２０℃であることが好ましく、－２０℃～１０℃であること

がより好ましく、－１０℃～５℃であることが、被着体との界面から気泡が抜けや

すく（エア抜け性）」（本件明細書の段落【００３６】）との記載に触れた当業者は、

本件発明においては、粘着剤の粘性（べたつき）に照らして、空気抜け性の観点か

急激にＧ’が減少 
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らも、ｔａｎδのピーク温度を選択しているであろうと理解する。なぜなら、粘性

（べたつき）が大きいと、個々の粘着部（ｂ）同士がくっついてしまい、気泡を逃

す経路が少なくなり、また、被着体の界面から気泡を逃がす経路がなくなってしま

うからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｳ) 以上のことから、本件明細書の記載及びｔａｎδのピーク温度に係る技術常

識に照らすと、当業者においては、ｔａｎδのピーク温度が「－２５℃～５℃」で

あれば、接着性とエア抜け性の両立という課題の解決に寄与するであろうと理解す

る。そして、本件明細書の実施例の結果を見ると、ｔａｎδのピーク温度の値が「－

２５℃～５℃」の範囲にある粘着剤ａ～ｆを用いた結果、発明の課題が解決できて

いることが理解できるから、当該温度範囲は、実験等により好適な範囲を設定した

ものであろうことも、当業者において理解し得る。 

(ｴ) 本件決定は、本件明細書の比較例１を挙げ、当該比較例で用いられた粘着剤

ａのｔａｎδのピーク温度が０℃であるにもかかわらず、本件発明１の課題が解決

できると認識できる試験結果になっていないから、「－２５℃～５℃」という変数が
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示す範囲内であれば所望の効果（性能）が得られると当業者において認識できる程

度に具体例を開示して記載されているともいえないと判断する。 

しかし、本件発明１は、ｔａｎδに関する構成のみによって課題を解決するもの

ではないから、比較例１において用いられた粘着剤ａのｔａｎδのピーク温度が本

件発明の範囲に含まれる温度であったからといって、そのこと自体は何らサポート

要件違反の理由とならない。 

また、上記判断に当たり、本件決定は、「特許請求の範囲の記載が、明細書のサポ

ート要件に適合するためには、 発明の詳細な説明は、その変数が示す範囲と得られ

る効果（性能）との関係の技術的な意味が、特許出願時において、具体例の開示が

なくとも当業者に理解できる程度に記載するか、又は、特許出願時の技術常識を参

酌して、当該変数が示す範囲内であれば、所望の効果（性能）が得られると当業者

において認識できる程度に、具体例を開示して記載することを要するものと解する

のが相当である」との判断基準を示すが、上記基準は、いわゆる特殊パラメータ発

明に関する判断基準であり、当業者に周知の物性であって特殊パラメータ（数式等）

ではないｔａｎδのピーク温度について上記基準を適用する理由はない。 

さらに、サポート要件の適合性について必要以上に厳しく判断することに否定的

な近時の裁判例（知的高裁平成３０年（行ケ）１０１５８号令和２年７月２日判決。

「課題の解決についても、当業者において、技術常識も踏まえて課題が解決できる

であろうとの合理的な期待が得られる程度の記載があれば足りるのであって、厳密

な科学的な証明に達する程度の記載までは不要であると解される」などと判示して

いる。）における考え方に照らしても、本件発明１についてサポート要件違反を問う

べき合理的な理由はない。 

(ｵ) そして、本件発明１にサポート要件違反がない以上、本件発明３、４、６、

８及び９にもサポート要件違反はない。 

(3) 被告の主張について 

ア 被告は、本件明細書の実施例２～２９は実施例１とほぼ同様の方法で粘着テ
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ープを作製しているのに対して、実施例３０及び比較例１は実施例１と基本的に異

なる方法で粘着テープを作製しているので、比較例１の評価結果を、実施例１～２

９の評価結果と対比することに合理性はないと主張する。しかし、比較例１を実施

例１～２９の評価結果と対比することに合理性がないとはいえないことは、前記１

(7)イ(ｴ)のとおりである。 

また、被告は、実施例と比較例とでは、ｔａｎδのピーク温度以外の要件を揃え

ていないから、ｔａｎδのピーク温度について規定される範囲と「気泡の抜けやす

さ」や「外観」や「接着力」などとの関係の技術的な意味を当業者が理解できない

と主張する。しかし、必ずｔａｎδのピーク温度以外の要件を揃えなければ、本件

発明の作用効果や本件発明の構成により発明の解決課題が解決できることが理解で

きないなどということはない。ｔａｎδのピーク温度は、当業者にとって周知の物

性であり、かつ、本件明細書にはｔａｎδのピーク温度が気泡抜け性に関係するこ

とについての明確な記載があるから（本件明細書の段落【００３６】）、当業者であ

れば、本件発明において、ｔａｎδのピーク温度を「－２５℃～５℃」の範囲とす

ることの技術的意義を明確に理解でき、また、実施例の結果を見ると、ｔａｎδの

ピーク温度の値が「－２５℃～５℃」の範囲にある粘着剤ａ～ｆを用いた結果、発

明の課題が解決できていることが理解できる。 

イ 被告は、本件発明１の各構成を有機的に組み合わせた場合の効果（性能）が

本件特許の出願時の技術常識として当業者に知悉されていたといえる根拠も見当た

らない主張するが、同効果（性能）は、本件発明の効果であるから、それ自体が、

当業者に知られたものであるはずがない。 

また、被告は、本件明細書の段落【０１４９】の接着力の測定では試験片を「２

０ｍｍ幅」に切断したとしながら、【表１】～【表６】では「Ｎ／２５ｍｍ」という

２５ｍｍ幅当たりの粘着力として記載しており、両記載は整合していないと主張す

る。しかし、本件明細書の【表１】～【表６】の「接着力（貼付後１時間）」の項目

における単位の分母の「２５ｍｍ」が誤記であることが明らかであることは、前記
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１(7)イ(ｲ)のとおりである。 

さらに、被告は、評価ポイントを１点上げるにはどの程度視認性が高まればよい

のかをパネラー間で共通にする手順が踏まれたことや各パネラーの個別の評点が記

載されていないので、外観の評価を客観的かつ正確に評価したものとは理解できな

いと主張するが、本件明細書の段落【０１５７】における評価試験は、実験者（技

術者）による試験であって、複数のパネラーに基づく評価試験ではないから、それ

を前提とする被告の主張は失当である。 

ウ 被告は、本件発明１に係る「粘着部の個数」の構成や「粘着部を有する割合」

の構成の下限値に関して、ｔａｎδのピーク温度が「－２５℃～５℃」であれば、

接着性とエア抜け性の両立という課題の解決に寄与することを裏付ける具体例が明

細書に記載されていないかのように主張するが、当業者であれば、本件明細書の記

載及び技術常識に基づいて、上記各構成に係る範囲において、本件発明の解決課題

を解決し得ることを十分理解することができる。被告が主張するように、上記下限

値について裏付けとなる具体的実施例を求めることは、サポート要件の適合性を必

要以上に厳しく判断するものであって相当でない。 

第４ 被告の主張 

１ 取消事由１（進歩性に関する判断の誤り）について 

(1) 相違点αについて 

 次のとおり、甲１発明の「パターン」を「略四角形状」や「略円形状」や「略六

角形状」にすることは、甲１、３、５～７及び１１（参考文献Ａ）に記載があり、

当業者にとって容易想到であるとの本件決定の判断に誤りはない。 

ア 動機付けがないとの原告の主張について 

(ｱ) 原告は、本件発明１の「接着部（Ｂ）」について、島状のもののみを問題とす

るところ、本件明細書の段落【０１２４】には「図１に示す略ひし形形状の厚さ２

μｍの島状の粘着部を得た。」との記載があるものの、「島状」という語は本件発明

１の発明特定事項とはされていない。 
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他方で、本件発明１の「略円形状、略四角形状または略六角形状」の範囲には、

「２以上の粘着部が部分的につながっている箇所」がある場合のもの（本件明細書

の段落【００２２】）、「直線部が曲線部となった形状」のもの（同【００２４】）、「略

四角形（斜線）」のもの（同【０１６６】）などの広範なものが包含される（後記(ｴ)

のとおり、甲１の段落【００３５】に記載のパターンのバリエーションも、本件発

明１の「略円形状、略四角形状または略六角形状」に当たる。）。 

また、本件発明１の「略四角形状」には、「略台形」などの各種の四角形が含まれ

（本件明細書の段落【００２３】）、その「略」には、粘着部（Ｂ）が押圧されるこ

とによって直線部が曲線部となった形状も含まれ（同【００２４】）、本件明細書の

【表４】及び【表５】に示す実施例１９～２５は本件発明１の具体例として説明さ

れ（同【０１３４】）、粘着部の形状が本件明細書の【図４】に示す「略四角形（斜

線）」のものである実施例２２も本件発明１の範囲に含まれるものとして説明され

ている（同【０１６６】）。なお、以上の記載については、本件特許出願の時点から

特段の補正ないし訂正がなされていない。 

この点、原告は、審査段階において、令和元年６月２５日付け拒絶理由通知書（乙

１の２）に対し、同年８月２６日付け手続補正書（乙１の３）及び同日付け意見書

（乙１の４）を提出し、上記手続補正書で「略四角形状」という構成を導入して、

上記意見書で、明確性要件違反の指摘に対し、本件明細書の段落【００２０】、【０

０２７】、【０１２４】等の記載及び「［図１］～［図５］の各図（上面図）の記載に

示されておりますように、本発明では、２以上の粘着部や粘着部を有しない領域が

同一平面上に存在いたします」と主張し、本件特許の特許査定がされた。また、原

告は、異議事件の審理段階においても、本件発明１の「略四角形状」に関わる相違

点αに係る指摘に対し、特段の主張や反論をしなかった（甲１５、乙２の２・３）。 

以上のような本件発明１の発明特定事項の記載、本件明細書の記載並びに本件特

許の審査及び審理時の経緯を踏まえると、本件明細書の【図４】及び実施例２２に

記載された「略四角形状（斜線）」のパターンのものは、「流れ方向５ｃｍ及び幅方
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向５ｃｍ」で区切ったときに、「粘着部の形状」が「略四角形状」となるから、本件

発明１に含まれると解さざるを得ない。 

したがって、本件発明１の「接着部（Ｂ）」について島状のもののみを問題とする

原告の前記主張は、その前提において誤りがある。 

(ｲ) その上で、甲１の【図１】に示される「複数の帯状部分が波状のストライプ

パターンを呈する態様」のパターンの「波状」を「直線状」にした場合のパターン

は、甲５の【図１０】に示すような縞状構造であると自然に解されるところ、甲１

の段落【００３５】にいう「直線状の場合」について、「感圧接着剤非配置部」の帯

状部分と「感圧接着剤配置部」の帯状部分とが交互に配置したパターンを、所定の

範囲を電子顕微鏡で観察する方法（本件明細書の段落【０１５８】）で観察した場合

には、その「感圧接着剤配置部」の帯状部分の形状は「略四角形状」と認識され、

その個数はカウント可能であって、本件明細書の【図４】の「略四角形状（斜線）」

のパターンに相当するといえる。このように、本件明細書の【図４】の「略四角形

（斜線）」のものと、甲１の「直線状のパターン」のものとは、そのパターンが同じ

であるから、それらの気泡抜けのメカニズムが異なるとはいえない。 

よって、本件発明１と甲１発明とが気泡抜けに関して全く異なる技術的思想に基

づいているとの原告の主張は失当である。 

(ｳ) 甲１発明は、良好な接着特性を維持することが可能な「積層シート」に関す

るものであるところ、「積層シート」に「感圧接着剤層」を部分的に配置した「感圧

接着剤配置部」が存在しなければ、被着体への貼り付け自体が不可能になるから、

甲１発明において「感圧接着剤配置部」が消極的に設けられているにすぎないとい

う原告の主張は誤りである。 

(ｴ) 甲１の段落【００８５】の記載にあるように、「感圧接着剤配置部」の形状は、

「感圧接着剤非配置部」の形状と表裏一体の関係にある。 

そして、同【００３５】における「感圧接着剤非配置部」の各種パターンのバリ

エーションについての記載からすると、甲１に「感圧接着剤配置部」の形状を好適
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化する動機付けがあることは明らかである。 

この点、粘着層の気泡を逃すためのパターンとしては、例えば、乙３（発明者に

は甲１における発明者と同一人が含まれている。）の段落【００２７】及び【図１】、

甲３の段落［００１１］並びに［図６］及び［図３］、甲５の段落【００２９】及び

【図１０】～【図１２】、甲６の段落【００３６】及び【図３】、甲７の段落【００

３１】及び【図１】、甲１１の段落【００１４】及び【図３】に示されるパターンが、

周知にして慣用であるといえることからすると、甲１の段落【００３５】の「円弧

波等の曲線状のものや、ジグザグ状、三角波等の非曲線状のもの」を「反転させる

等して、重ねて形成されたもの」との表現にあるパターンは、下記の左図（甲３の

［図６］や甲６の［図３］などに対応）のように、青の三角波を反転させて、赤の

三角波としたものを、重ねて形成したものや、下記の中央図（甲３の［図３］や、

甲５の【図１２】などに対応）のように、青の円弧波を反転させて、赤の円弧波と

したものを、重ねて形成したものや、下記の右図（甲１１の【図３】ｃなどに対応）

のように、青の屈曲を繰り返す非曲線状のストライプ状パターンを反転させて、赤

のジグザグ状パターンとしたものを、重ねて形成したものを意図して表現されてい

ることが明らかである。 

 

 

 

 

 

 

そうすると、所望の空気抜け性が得られることを前提とした甲１に記載のパター

ンとして、乙３や甲３、５～７及び１１に示される正方形や菱形などの略四角形状、

略円形状又は六角形状といった周知慣用の一般的なパターンを想見するのが普通で

ある。 
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上記に関し、甲１発明の「感圧接着剤配置部の形状」を、島状の「略四角形状」

のみで構成したとしても、「帯状部分」の「感圧接着剤非配置部」が形成されなくな

ることはない（乙３の段落【００２５】、【００４０】、【図３】参照）。 

(ｵ) 原告は、甲１の「直線状」が本件明細書の「略四角形（斜線）」に該当すると

の本件決定は、容易想到性を本件明細書の記載内容に基づいて判断しており、本件

優先日前の公知技術に基づいて判断するものではないと主張するが、本件決定は、

甲１の「直線状」の場合の形状が、本件明細書の「略四角形状（斜線）」との記載に

ある「略四角形状」に該当すると判断したものであって、本件明細書の記載に基づ

いて容易想到性を判断したものではない。前記のとおり、本件発明１の発明特定事

項には「略四角形状」との語がある一方で「島状」との語はないところ、本件明細

書の「略四角形状（斜線）」は、「略四角形状」の一種であるから、当該「略四角形

状（斜線）」が本件発明１の範囲に属さないとする原告の主張も誤りである。 

また、原告は、甲１の段落【００３５】の記載は、単に、複数の波状パターンを

平面的に重ねて配置することを説明しているにすぎないと解するのが正しい理解で

あり、同段落の記載に基づいて、島状の「菱形」や「円形」の形状の感圧接着剤配

置部が記載されているとはいえないと主張する。しかし、同段落の「形状やパター

ンを反転させる等して、重ねて形成されたもの」との記載にある「重ねて」という

のは、乙３の段落【００２６】に記載の「ストライプ状パターン」を「部分的に重

な」るように形成する場合の「重なる」と同義であることが明らかである。そして、

甲１発明については「所望の空気等抜け性」が得られるように「ストライプ状のパ

ターン」を形成することが求められるから（甲１の段落【００１１】）、「重ねて形成」

した場合の「形状やパターン」については、空気抜け性が確保されるように形成さ

れることが必須となるため、「斜方格子」や「正方格子」や「六角格子」（乙３の段

落【００２７】）、「丸い島状」や「四角い島状」（甲３の段落［００１１］）などのパ

ターンを想定するのが合理的である。 

イ 甲３、５～７及び１１（参考文献Ａ）に係る原告の主張について 
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(ｱ) 原告は、甲１発明の課題を上位概念化し、これに甲３、５～７及び１１を適

用することは、解決課題や技術分野を不当に広く認定するものであって不当である

と主張するが、甲１、３、５～７及び１１並びに乙３は、いずれも「粘着シート」

の技術分野に属し、「気泡抜け性」を良好にすることを課題とするものであり、この

ような技術分野と課題は、不当に上位概念化されたものではない。 

また、「略四角形状」等のパターンが周知ないし公知であることから、甲１発明と

甲３、５～７及び１１を組み合わせることに問題はなく、周知慣用技術の枝葉末節

に言及して論ずることこそ、不当な下位概念化であるといわざるを得ない。 

(ｲ) 甲３、５～７及び１１について個別にみても、本件決定の判断に誤りはない。 

ａ 甲３について 

甲３の段落［００４３］の記載からして、「気泡の抜け易さ」が「付随的に生じる

効果」と位置付けられていないことは明らかである。この点、甲３の［表１］に示

された試験結果については、甲３の段落［００４０］に評価基準が記載されており、

曖昧な評価であるとはいえない（本件明細書の段落【０１５５】における、定義な

いし評価基準が不明な「膨らみ」を目視で評価するという評価方法の方がより曖昧

である。）。 

ｂ 甲５について 

甲５の段落【０００７】及び【００１７】に記載されているように、甲５の発明

の課題は「空気溜りを生じない」ことにあり、甲１の段落【０００４】に記載され

ているように、甲１発明の課題も「空気抜け性が得られる」ことにあるから、甲５

の適用が甲１発明の課題解決に逆行することはない。 

ｃ 甲６について 

甲６の発明は、島状のパターンの粘着剤を設ける周知慣用の従来技術において、

異物混入による弊害が生じることから、中央領域を取り囲む周辺領域の間隙部の密

度を制限した発明であって、その中央領域においては、従来技術と同様に、正方形

のほか、矩形、三角形、円形、楕円形等の島状パターンを適用できるとしたもので
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ある。したがって、甲６が粘着剤を島状のパターンに配置しないようにするもので

あるとの原告の主張は、甲６の記載内容を曲解したもので、甲１発明に甲６の中央

領域で採用されている周知のパターンを適用することに困難はない。 

ｄ 甲７について 

甲７の段落【００７９】には、「点状粘着剤」により「気泡による粘着製品の浮き

や剥がれ、しわが生じることを抑制できる」ことが記載されているから、甲１発明

に甲７を適用すると甲１発明の解決課題に逆行するとの原告の主張は、不合理であ

る。 

ｅ 甲１１について 

甲１１における気泡の抱き込みの確認が１回であろうが、複数回であろうが、格

子状などのパターンを形成することで気泡の抱き込みの問題が解消されることは、

本件特許の優先日当時の技術水準において当業者に周知の技術常識にすぎない。し

たがって、そもそも具体的な実験で確認しなくとも、粘着シートに格子状パターン

を形成すれば気泡の抱き込みの問題が解消されるであろうことを当業者は普通に理

解できる（むしろ、不透明なアルミニウム板と不透明な厚さ１００μｍの発泡層の

間に位置する、厚さ３μｍ程度の粘着部の形状を視認できるか否かで「外観の評価」

をしている本件明細書の段落【０１５７】の試験方法の方が、その信憑性や信頼性

に疑義がもたれるものである。）。 

(2) 相違点βについて 

ア 原告は、甲１発明のような「帯状部分」の「感圧接着剤非配置部」の間に形

成された「感圧接着剤配置部」は、５ｃｍ×５ｃｍの領域を「延在」するから、５

ｃｍ×５ｃｍに含まれる個数を観念できず、それは本件明細書の実施例２２につい

て粘着部の個数を「－」（カウント不能）としていることからも明らかであると主張

する。しかし、電子顕微鏡で観察しても肉眼で観察しても、本件明細書の【図４】

に示された「任意の範囲」にある「略四角形」の粘着部の数は、８個と数えること

ができる。したがって、本件明細書の実施例２２の粘着部の個数を、上記任意の範
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囲（５ｃｍ×５ｃｍ）を「電子顕微鏡で観察し数える」という本件明細書の段落【０

１５８】に記載の方法で求めた場合に「カウント不能」になるとはいえず、甲１発

明の「感圧接着剤配置部」についても同様である。 

イ 本件明細書の段落【０１５７】では比較例１の「外観」の「評価結果」の欄

が「－」となっていることの説明がなされているのに対して、本件明細書には、実

施例２２の「粘着部の個数」の欄が「－」になっている理由が明示されていないか

ら、当該「－」が直ちに「カウント不能」を示していると解することはできない。 

ウ また、本件明細書の段落【０１６３】【表５】等における「粘着部（１個あた

り）の面積［ｍｍ２］」、「粘着部を有する領域の割合［％］」及び「粘着部の個数」と

いう三つの変数については、（粘着部１個当たりの面積）×（粘着部の個数）÷（５

０ｍｍ×５０ｍｍ）×１００＝（粘着部を有する領域の割合）という関係が成り立

つ。 

そこで、実施例２２の「粘着部の個数」については、その粘着部を有する領域の

割合が９５％、粘着部（ｂ１）とそれに近接する粘着部（ｂ２）との距離が０．１

ｍｍであることから、その粘着部（ｂ）の幅は、０．１×１００／５×０．９５＝

１．９ｍｍと計算され、５ｃｍ×５ｃｍの正方形の単位面積当たりに、最小で５０

ｍｍ÷（１．９ｍｍ＋０．１）＝２５個（甲５の【図１０】や甲１１の【図３】（ａ）

のようなパターンの場合）、最大で２５個×１．４１４＝３５個（４５°の斜行の場

合）存在するものとして計算可能である。 

エ 原告は、粘着部が所定領域を「延在」すると所定領域に含まれる個数を観念

できないと主張するが、本件明細書の【図４】の「略四角形状（斜線）」の帯状パタ

ーンが、所定領域の周縁部で「延在」するのと同様に、同【図１】の「略ひし形」

の島状パターンも所定領域の周縁部で「三角形」の形で「延在」し、同【図２】の

「略円形状」及び同【図３】の「略六角形状」のパターンも、所定領域の周縁部で

「半円形」や「台形」などの形を構成して「延在」しているところ、これら「延在」

の場合を本件発明１の範囲外とするならば、本件発明１の定義に当てはまる「略四
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角形状」等のパターンは皆無となる。したがって、原告の主張は失当である。 

オ 原告は、感圧接着剤非配置部と感圧接着部のそれぞれの幅を組み合せた例を

作為的に作出し、これに基づいて感圧接着部の個数を認定することに正当性はない

と主張するが、本件発明１の「粘着テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範

囲」に存在する粘着部（Ｂ）の個数は、粘着部の配置構造や面積割合の数値に基づ

いて計算できるから、これと対比するために、甲１の所定の記載から「２１．７個」

という個数を算出し、甲３の所定の記載から「５６００個」という個数を算出する

ことには正当性がある。 

カ したがって、相違点βについて容易想到であるとした本件決定の判断に誤り

はない。 

(3) 相違点γについて 

ア 甲１の段落【００７１】には「室温付近の温度域において柔らかい固体（粘

弾性体）の状態を呈し、圧力により簡単に被着体に接着する性質を有する材料（感

圧接着剤）」を選択するという技術的思想が記載されており、甲１発明の「感圧接着

剤配置部」を構成する「感圧接着剤」には、感圧接着剤としての性質（圧力により

簡単に被着体に接着する性質＝表面タック性）が求められることが理解できる。 

そして、甲８の段落【００２１】及び【００３４】には、ガラス転移点が高すぎ

ると、常温での柔軟性が失われ、粘着剤層の表面タックが低下する傾向にあり、粘

着剤層の表面タックが大きすぎると、空気だまり部分の空気は追い出されずそのま

ま残ってしまうことから、特に好ましいガラス転移点の範囲は、他の物性の影響も

受けて変動するが、およそ－５０℃から５℃であることが記載されている。 

そうすると、甲１発明の「感圧接着剤配置部」を構成する「感圧接着剤」に求め

られる「室温付近の温度域において柔らかい」という性質（常温での柔軟性）と「圧

力により簡単に被着体に接着する」という性質（表面タック性）を満たすためには、

ガラス転移温度（ｔａｎδのピーク温度）が高すぎない範囲にある（５℃以下にあ

る）ことが必要不可欠であると理解できる。 
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イ(ｱ) 甲２の段落【００４３】、乙５の段落【００４３】、乙６の段落【００５６】

の各記載を踏まえると、甲１の段落【０００５】の「貼り付け後の外観品質の低下

を高度に防止し、かつ良好な接着特性を維持することが可能な積層シートを提供す

る」との記載にある課題を解決するための技術に属する分野において、その粘着剤

層（感圧接着剤配置部）の「動的粘弾性スペクトルに基づく損失正接のピーク温度」

の通常の値（好ましい範囲）が「－１０℃～５℃」程度であることは、本件特許の

優先日当時の技術水準において、当業者に周知の技術常識であったといえる。 

そして、上記の通常の値（好ましい範囲）は、粘着剤層それ自体に直結した値で

あって溝の有無に左右されるものではないから、甲１発明と同様の「帯状部分」の

「感圧接着剤非配置部」（溝）が、甲２及び８～１０にあるか否かは、その容易想到

性を左右しない。 

(ｲ) また、乙４（特開２０１６－８９１４５号公報）の段落【００２９】及び【０

０３２】、乙５の段落【００５４】及び【００４３】、乙６の段落【００６７】及び

【００５６】の記載によると、「粘着部の厚さが１～６μｍ」という構成と「ｔａｎ

δのピーク温度が－２５℃～５℃」という構成の組合せにより、気泡抜けと接着性

の両立を図るとともに、外観の不良や、熱伝導性、耐熱性及び接着力等の性能低下

をより効果的に防止できるという構成及び効果は、本件特許の優先日である平成２

８年１２月２０日当時の技術水準において、当業者に周知の技術常識になっていた

といえる。 

ウ したがって、相違点γについての本件決定の判断に誤りはない。 

(4) 相違点δについて 

ア 前記(1)のとおり、「島状」という語は本件発明１の発明特定事項として記載

されておらず、原告の主張は特許請求の範囲の記載に基づかないものであり、また、

相違点αは容易想到であるから、相違点αが容易想到でないから相違点δも容易想

到でないとの原告の主張もその前提に誤りがある。 

そして、本件明細書の段落【００２２】に記載されているように、本件発明１の
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粘着部のパターンの範囲には、縦又は横に細長いパターン（略円形状の長径／短径

の比などに４以上の差がある場合など）も含まれ、前記(1)のとおり、本件明細書の

【図４】の「略四角形状（斜線）」も含まれるもので、甲１の「直線状」の場合のパ

ターンなどをも広範に包含するから、本件発明と甲１発明とでは空気抜けの技術的

思想が異なるとの原告の主張は失当である。 

イ また、甲１の段落【００３０】の記載や同【表２】の記載などから、甲１発

明の「感圧接着剤非配置部」の幅を「０．１ｍｍ」程度にすることは、甲１それ自

体の記載に基づいて容易である。 

加えて、感圧接着剤非配置部の溝の幅が狭ければ狭いほど、溝が目立たず、外見

品質の低下を防止できること（甲３の段落［００１６］参照）は、目に見えて分か

ることであり、甲１に記載されているに等しい自明事項である 

ウ したがって、相違点δについての本件決定の判断に誤りはない。 

(5) 相違点εについて 

ア 前記(1)のとおり、「島状」という語は本件発明１の発明特定事項として記載

されておらず、原告の主張は特許請求の範囲の記載に基づかないものであり、また、

相違点αは容易想到であるから、相違点αが容易想到でないから相違点εも容易想

到でないとの原告の主張もその前提に誤りがある。 

イ 甲１の段落【００８８】の記載や同【表２】の記載などから、甲１発明の「感

圧接着剤非配置部」の厚みを「２μｍ」程度にすることは、甲１それ自体の記載に

基づいて容易である。 

また、前記(3)イ(ｲ)のとおり、「粘着部の厚さが１～６μｍ」という構成と「ｔａ

ｎδのピーク温度が－２５℃～５℃」という構成の組合せにより、気泡抜けと接着

性の両立を図るとともに、外観の不良や、熱伝導性、耐熱性及び接着力等の性能低

下をより効果的に防止できるという構成及び効果は、本件特許の優先日である平成

２８年１２月２０日当時の技術水準において、当業者に周知の技術常識になってい

たといえる。 
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加えて、感圧接着剤層の厚みが薄ければ薄いほど、感圧接着剤層の存在が目立た

ず、外見品質の低下を防止できること（乙５の段落【００５４】、乙６の段落【００

６７】、乙７の段落【００２３】、甲３の段落［００１７］参照）は、当該技術分野

における技術常識であるから、甲１に記載されているに等しい自明事項である。 

ウ 甲１には、シート状基材の厚みに合わせて感圧接着剤層の厚みを調整するこ

とが好ましいとする記載は見当たらない。また、甲１発明（甲１の例７）は、シー

ト状基材が厚さ２００μｍの「ＰＥＴフィルム／アクリル発泡体」からなるもので、

発泡体は不透明の性質を有するから、甲１の実施例のステンレス鋼板（不透明）に

貼り付けた場合に、感圧接着剤層配置部の波形パターンを視認することは不可能で

ある。それゆえ、甲１において、波形パターンを視認できることが、外観上有利で

あると考えられているとする原告の主張は失当である。 

エ したがって、相違点εについての本件決定の判断に誤りはない。 

(6) 本件発明１の効果について 

ア 本件明細書の段落【０１５９】【表１】～【０１６５】【表７】には、実施例

１～３０及び比較例１の試験結果が示されているが、唯一の比較例に対する比較結

果が示されているにすぎないから、上記試験結果により、多数の発明特定事項によ

って特定される本件発明１の全ての範囲の構成について格別の効果があることが必

要かつ十分に裏付けられているとはいえない。 

イ(ｱ) 本件明細書の実施例と比較例との比較により本件発明１に格別の効果が

あることが裏付けられているか否かについて検討するに、実施例３０と「粘着剤層

をグラビアコーターで島状に設けたものから、ロールコーターを用いて全面に設け

た以外は実施例３０と同様に粘着テープを得た」ものである比較例１（本件明細書

の段落【０１４３】）の評価結果では、三つの評価項目で異なる評価結果になってい

る以外は、同じ評価結果になっている。 

しかるに、異なる評価結果のうち「粘着力（貼付後１時間）」の評価については、

同【０１４９】では試験片を「２０ｍｍ幅」に切断したとしながら（比較例１につ
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いては２０ｍｍ幅当たりの粘着力として記載されている。）、実施例１～３０につい

ては「Ｎ／２５ｍｍ」という２５ｍｍ幅当たりの粘着力として記載されているとい

う点で整合性がなく、その評価方法に関する記載には何らかの不備があることが明

らかである。 

上記の点をおくとしても、実施例３０よりも比較例１の方が高い接着力を達成し

ている。また、「外観」の評価については、比較例１では粘着部の形状を視認できな

かったことから「－」の評価とされ、実施例３０でも粘着部の形状を視認できなか

ったことから「◎」の評価とされており、優劣を判断できない。 

したがって、実施例３０と比較例１の試験結果によっては、本件発明１のものが

接着性や外観の点で優れているとは認識できない。 

なお、本件明細書の実施例２～２９のものは、一部の構成を変更した以外は実施

例１と同様の方法で粘着テープを作製している（同【０１２４】～【０１２７】）の

に対して、実施例３０及び比較例１のものは、実施例１と基本的に異なる方法で粘

着テープを作製している（同【０１３９】～【０１４２】）ので、比較例１の評価結

果を実施例１～２９の評価結果と対比することに合理性はない。 

(ｲ) 本件明細書の「気泡の抜けやすさ」の評価方法は、例えば、実施例では、試

験片ごとに「厚み１００μｍの膨らみ（９ｍｍ２程度のもの）」１０個の合計「９０

ｍｍ２程度」が観察されても「１０」の評価となる一方、比較例では、試験片ごとに

「厚み０．１μｍの膨らみ（１０ｍｍ２程度のもの）」１個のみの「１０ｍｍ２程度」

が観察されても「０」の評価となるので、客観的に正しいとはいえない。また、パ

ネラーの人数が記載されていないことからすると、一人のみの実験が行われたと考

えられる。したがって、上記のような記載しかない本件発明１の空気抜けの効果が、

甲１発明の空気抜け効果に比して格別優れているということはできない。 

ウ また、本件明細書の発明の詳細な説明には、「粘着部を有する領域の割合［％］」

をどのように測定したのかが記載されておらず、実験方法が具体的に説明されてい

るとはいえない。原告の主張のとおり、仮に実施例２２の「粘着部の個数」が「カ
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ウント不能」であるならば、実施例２２の「粘着部を有する領域の割合［％］」も測

定不能となるはずであるが、本件明細書の【表５】では測定値が示されており、矛

盾している。 

エ さらに、次のとおり、本件明細書において、「粘着部を有する領域の割合［％］」

の計算値は、「略ひし形１」（実施例１等）で約９０％、「略ひし形２」（実施例９）

で約８７％、「略正方形」（実施例１９）で約９１％と互いに異なるにもかかわらず、

実施例１等、実施例９及び実施例１９の「粘着部を有する領域の割合［％］」はいず

れも「９０％」となっており、本件明細書の試験結果の信憑性には疑義がある。 

(ｱ) 例えば、本件明細書の実施例１等の「略ひし形１」と、実施例９の「略ひし

形２」と、実施例１９の「略正方形」の場合、粘着部１個当たりの面積４ｍｍ２、５

ｃｍ×５ｃｍの所定領域における粘着部の個数５６０個であることからすると、そ

の所定領域に占める粘着部を有する領域の割合は、４×５６０÷（５０×５０）×

１００＝８９．６％となる。 

(ｲ) これに対して、実施例１９の「略正方形」の場合、面積が４ｍｍ２の正方形の

一辺が２ｍｍであることからすると、これが０．１ｍｍの間隔を開けて整列してい

る場合の単位ユニット当たりの領域に占める粘着部を有する領域の割合は、｛２÷

（２＋０．１）｝２×１００＝９０．７％と計算される。 

(ｳ) また、実施例１等の「略ひし形１」は、本件明細書の段落【０１６６】の記

載にあるように内角が６０度と１２０度のひし形であって、一辺の長さｘの正三角

形が二つ合体した形状であり、ひし形を半分にした正三角形の面積Ｓは２ｍｍ２で

あり、三角形の面積の公式（Ｓ＝1/2ＡＢsinＣ）において、Ａ＝Ｂ＝ｘ、Ｃ＝６０°

のものに等しく、ｘ２＝２×２／ｓｉｎ６０°となり、その一辺の長さｘは２．１５

ｍｍ〔=SQRT(4/SIN(RADIANS(60)))〕と計算され、同様に「略ひし形２」の一辺の長

さは２．８３ｍｍ〔=SQRT(4/SIN(RADIANS(30)))〕と計算される。 

そして、二つの「略ひし形１」の粘着部ｂ１とｂ２が０．１ｍｍの距離で近接し

ている場合、ひし形ｂ１の内角６０度の頂点と、ひし形ｂ２の内角１２０度の頂点
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との間の距離は０．１２ｍｍ〔=0.1/SIN(RADIANS(60))〕と計算され、同様に略ひし

形２の場合の距離は０．２ｍｍ〔=0.1/SIN(RADIANS(30))〕と計算される。 

そうすると、実施例１等の「略ひし形１」の場合の単位ユニット当たりの領域に

占める粘着部を有する領域の割合は、｛２．１５÷（２．１５＋０．１２）｝２×１０

０＝８９．７％と計算され、同様に「略ひし形２」の場合は８７．２％

〔=((2.83/(2.83+0.2))^2)*100〕と計算される。 

オ 同様に、本件明細書の実施例２３～２５の「略円形」の場合について、例え

ば、実施例２４のものは、粘着部（１個当たり）の面積が０．１ｍｍ２であるから、

その円の半径ｒは０．１７８ｍｍ〔=SQRT(0.1/3.141592)〕と計算され、下記の図の

ような正三角形の繰り返し単位ユニットを想定すると、その単位ユニットの三角形

（底辺＝２ｒ＋ｂ１とｂ２の距離）の面積（底辺×高さ÷２）は０．０９ｍｍ２

〔=(0.178*2+0.1)^2*(SQRT(3)/2)÷2〕と計算され、単位ユニットの半円の面積は０．

１÷２＝０．０５ｍｍ２となるので、粘着部を有する領域の割合は５５．６％

〔=0.05/0.09〕と計算され、本件明細書の【表５】の７５％と整合しない。 

 

 

 

 

 

カ 以上より、本件明細書中において、試験片の作成条件、実験の方法、条件、

評価の方法を具体的にかつ明確にした上で「気泡の抜けやすさの評価」を行ってお

り、接着性に関しても２種類の実験により確認を行って優れた効果を確認している

との原告の主張は、事実に反するものといわざるを得ない。 

(7) まとめ 

前記のとおり、本件発明１は、甲１～３及び５～１０に記載された発明並びに甲

１１～１３（参考文献Ａ～Ｃ）に記載された技術常識に基づいて、当業者が容易に
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発明をすることができたものであるから、原告の従属項に関する主張は前提に誤り

がある。そして、本件発明３、４、６、８及び９も、甲１～１０に記載された発明

及び甲１１～１３に記載された技術常識に基づいて、当業者が容易に発明をするこ

とができたものであるから、本件発明３、４、６、８及び９が当業者にとって容易

想到であるとした本件決定の判断に誤りはない。 

２ 取消事由２（サポート要件に関する判断の誤り）について 

(1) 本件明細書の実施例２～２９では、一部の構成を変更した以外は実施例１と

同様の方法で粘着テープを作製している（本件明細書の段落【０１２４】～【０１

２７】）のに対し、実施例３０及び比較例１では、実施例１と基本的に異なる方法で

粘着テープを作製している（同【０１３９】～【０１４２】）ので、比較例１の評価

結果を、実施例１～２９の評価結果と対比することに合理性はない。 

そして、本件明細書の実施例３０と比較例１は、ｔａｎδのピーク温度が０℃で

ある点及び粘着剤の厚さが３μｍである点で共通し、本件発明１の他の構成につい

てはその物性等の条件を異にするものであって、比較例と実施例との間で、本件発

明１に係るｔａｎδのピーク温度以外の構成（以下、一括して「ピーク温度以外の

構成」という。）の物性等の条件が揃えられているものではない。そして、ピーク温

度以外の構成の物性等について、本件発明１の解決課題（本件明細書の段落【００

０６】）に関係した「気泡の抜けやすさ」や「外観」や「接着力」などの性能（効果）

にみるべき影響を与えるものではないことや、影響を与えるがその条件を揃える必

要がないことが記載されているわけでもない。そうすると、本件明細書の発明の詳

細な説明に記載された試験結果から、直ちに、「損失正接のピーク温度」について規

定される範囲と、得られる効果（性能）というべき「気泡の抜けやすさ」や「外観」

や「接着力」などとの関係の技術的な意味を、当業者が理解できるとはいえない。 

(2)ア 原告は、サポート要件への適合性にメカニズム（作用機序）の解明は必要

ではないと主張するが、所定の各構成を有機的に組み合わせることが課題解決の手

段とされる本件発明１において、所定の各構成を有機的に組み合わせた場合の効果
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（性能）が本件特許の出願時の技術常識として当業者に知悉されていたといえる根

拠は見当たらず、また、本件明細書の発明の詳細な説明には「損失正接のピーク温

度」が０℃を超え５℃以下の範囲にある場合の試験結果の記載もないから、メカニ

ズム（作用機序）の解明がされていなくても、当業者の技術常識及び本件発明の詳

細な説明に基づいて本件発明の課題を解決できることを当業者が理解できるとはい

えない。 

なお、本件明細書の発明の詳細な説明に記載された評価試験の方法について、本

件明細書の段落【０１４９】の接着力の測定は、粘着テープを２０ｍｍ幅に切断し

ているのに、同【表１】～【表６】では「Ｎ／２５ｍｍ」の単位での測定結果が示

されており、正しく理解できない結果となっている。また、同【０１５７】には、

発泡層（一般に不透明）を有する粘着テープを、アルミニウム板（一般に不透明）

に貼付し、蛍光灯下で、前記粘着テープの上面３０ｃｍの位置から観察したときに、

粘着部の形状を視認できるか否かを基準に「外観の評価」をしたことが記載されて

いるところ、粘着部の形状がまったく視認できない「◎」と、一部をわずかに視認

できる「○」と、明確に視認できる「×」の三段階評価について、その評価ポイン

トを１段階上げるにはどの程度その視認性が高まればよいのかをパネラー間で共通

にする手順が踏まれたことや、各パネラーの個別の評点が記載されていないため、

当該「外観の評価」を客観的に正確に評価したものととらえることも困難である。 

イ 原告は、当業者においては、粘着剤のｔａｎδのピーク温度の範囲は、対象

とする物に応じて適切に選択するであろうと理解すると主張するが、対象とする物

に応じて粘着剤のｔａｎδのピーク温度の好ましい範囲が変動するのであれば、本

件発明１の「損失正接のピーク温度」の好ましい範囲については、例えば、ある対

象物の場合に上限値が０℃で下限値が－２０℃となり、別の対象物の場合に上限値

が－５℃で下限値が－２５℃に変動する場合を否定し得なくなる。 

この点、各構成を有機的に組み合わせることにより課題を解決するという原告の

主張によると、例えば、「粘着部の個数」は下限値の１０個と上限値の５００００個



  - 59 - 

とで非常に大きな差があり、「粘着部を有する割合」も下限値１０％と上限値９９％

とで非常に大きな差があり、「略四角形状」に当てはまる略「四角形」状の範囲につ

いても「四角形」（乙１０）に示される凹四角形や双心四角形などの各種の広範な四

角形までもが含まれ得るので、そのように広範囲に変動し得るピーク温度以外の構

成によって、「損失正接のピーク温度」の課題解決可能な数値範囲の下限値と上限値

も変動すると解さざるを得ない。 

したがって、当業者においては、ｔａｎδのピーク温度が「－２５℃～５℃」で

あれば、接着性とエア抜け性の両立という課題の解決に寄与するであろうと理解す

るという原告の主張は、単なる憶測でしかなく、実験結果に裏付けられたものであ

ることが明らかにされていない。「損失正接のピーク温度が－２５℃～５℃」という

変数が示す範囲内であれば、所望の効果（性能）が得られると当業者において認識

できる程度に、具体例を開示して発明の詳細な説明が記載されておらず、そのよう

な具体例の開示がなくとも当業者が理解できる程度に、その変数が示す範囲と得ら

れる効果（性能）との関係の技術的な意味が発明の詳細な説明に記載されているも

のでもないので、本件特許の出願時の技術常識を参酌しても、「－２５℃～５℃」の

全ての範囲にまで、特許を受けようとする発明を拡張ないし一般化できるとはいえ

ない。 

したがって、サポート要件についての本件決定の判断に誤りはない。 

第５ 当裁判所の判断 

１ 本件発明について 

(1) 本件明細書の記載 

本件明細書（甲１７）には、次の記載がある。 

ア 発明の詳細な説明 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は、例えば電子機器等の製造場面で使用可能な発泡体層を有する粘着テー
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プに関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

粘着テープは、作業性に優れ、接着信頼性も高いことから、例えばＯＡ機器や家

電製品等の電子機器の製造場面で広く使用されている。 

近年、電子機器、とりわけパソコン、デジタルビデオカメラ、電子手帳、携帯電

話、ＰＨＳ、スマートフォン、ゲーム機器、電子書籍等の携帯電子端末には小型化

と薄型化とが求められており、これに伴って、前記携帯電子端末を構成する粘着テ

ープ等にもまた、薄型化が求められている。 

【０００３】 

また一般に上記のようなディスプレイ機器はディスプレイの割れやプーリング

（液晶の濃淡の波打ち現象）を防止する目的で、クッション性のある発泡層を有す

る粘着テープがディスプレイ背面に貼付されていることが多い（特許文献１）。 

【０００４】 

しかし、前記発泡層を有する粘着テープは非常に柔軟であるため、貼付時に気泡

を巻き込み、シワになる場合が多かった。特に貼付時にプレス機で位置を合わせ、

後数分後にラミネートする場合に上記課題が顕著に発生していた。 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００６】 

本発明が解決しようとする課題は、被着体との界面から速やかに気泡が抜け、前

記界面に気泡が残存することを防止でき、かつ、接着性・クッション性に優れ、低

コストで薄型の粘着テープを提供することである。 

【課題を解決するための手段】 

【０００７】 

本発明者等は、発泡体層（Ａ）、樹脂フィルム層（Ｃ）、樹脂フィルム（Ｃ）側に
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２以上の粘着部（Ｂ）を有する粘着テープであって、前記２以上の粘着部（Ｂ）の

間には粘着部（Ｂ）を有しない領域が存在し、前記領域が前記粘着テープの端部に

通じたものであることを特徴とする粘着テープによって前記課題を解決した。 

【発明の効果】 

【０００８】 

本発明の粘着テープは、被着体との界面から速やかに気泡が抜け、前記界面に気

泡が残存しにくく、かつ、薄型でありながらクッション性と接着力に優れる。その

ため、本発明の粘着テープは、最終製品やその部品の生産効率を低下させることな

く、ディスプレイの割れやプーリングを防止することができる。したがって、本発

明の粘着テープは、例えばディスプレイ機器のディスプレイの非表示面側への接着

に好適に使用することができる。 

【発明を実施するための形態】 

【００１０】 

（粘着テープ） 

本発明の粘着テープは、発泡体層（Ａ）、樹脂フィルム層（Ｃ）、樹脂フィルム（Ｃ）

側に２以上の粘着部（Ｂ）を有する粘着テープであって、前記２以上の粘着部（Ｂ）

の間には粘着部（Ｂ）を有しない領域が存在し、前記領域が前記粘着テープの端部

に通じたものであることを特徴とする。 

【００１１】 

本発明の粘着テープの具体的な実施態様としては、発泡体層（Ａ）、樹脂フィルム

層（Ｃ）、樹脂フィルム（Ｃ）側に２以上の粘着部（Ｂ）を有する片面粘着テープ、

さらには発泡体層（Ａ）側にも粘着剤層を有する両面粘着テープが挙げられる。ま

た樹脂フィルム層と発泡層（Ａ）の間又は、樹脂フィルム（Ｃ）と粘着部（Ｂ）の

間には金属箔層等の中間層を設けても良い。 

【００１２】 

前記２以上の粘着部（Ｂ）の間には、前記粘着部（Ｂ）を構成する成分が存在し
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ない、または、粘着性を奏しない程度に存在してもよい領域がある。そのため、本

発明の粘着テープを側面方向から観察した場合には、前記樹脂フィルム（Ｃ）面に

対して前記粘着部（Ｂ）が凸形状を形成していることが観察される。 

【００１３】 

また、本発明の粘着テープは、前記２以上の粘着部（Ｂ）の間の粘着部（Ｂ）を

有しない領域が、粘着テープの端部（外縁部）の一部に通じた構成を有する。前記

構成を有する粘着テープを使用することによって、粘着テープを被着体へ貼付する

際に、気泡が前記領域を通じて、粘着テープと被着体との界面から外部へ抜けるた

め、粘着テープの膨れ等に起因した外観不良を防止でき、かつ、優れたクッション

性や接着力等を保持することができる。 

【００１４】 

本発明の粘着テープとしては、総厚さ３００μｍ以下であるものを使用すること

が好ましく、３０μｍ～２５０μｍであるものを使用することがより好ましく、５

０μｍ～２００μｍであるものを使用することがさらに好ましく、５０μｍ～１０

０μｍであるものを使用することが、例えば携帯電子端末等の薄型化に貢献するう

えで特に好ましい。・・・ 

【００１７】 

本発明の粘着テープとしては、薄型であっても被着体や発泡体層（Ａ）の反発力

等に起因した経時的な剥がれや部品の脱落等を防止でき、とりわけ比較的高温下で

使用された場合であっても上記剥がれ等を防止するうえで、保持力が２ｍｍ以下で

あるものを使用することが好ましく、０．５ｍｍ以下であるものを使用することが

より好ましく、０．１ｍｍ以下であるものを使用することがさらに好ましい。 

【００１９】 

（粘着部Ｂ） 

まず、本発明の粘着テープを構成する粘着部（Ｂ）について説明する。 

前記粘着部（Ｂ）は、前記樹脂フィルム（Ｃ）に、直接または他の層を介して設
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けられる。前記２以上の粘着部（Ｂ）の間には、前記粘着部（Ｂ）を構成する成分

が存在しない、または、粘着性を奏しない程度に存在してもよい領域がある。 

前記粘着部（Ｂ）の厚みは特に限定されるものではないが、０．５～３０μｍが好

ましく、さらに好ましくは１～１０μｍのものが好ましく、最も好ましくは２～５

μｍである。 

【００２０】 

また、前記２以上の粘着部（Ｂ）の間の粘着部（Ｂ）を有しない領域は、粘着テ

ープの端部（外縁部）の一部に通じた構成を有する。前記構成を有する粘着テープ

を使用することによって、粘着テープの一部に穴等を設けない場合であっても、粘

着テープを被着体へ貼付する際に、それらの界面から気泡を容易に除去することが

できるため、粘着テープの膨れ等に起因した外観不良を防止し、かつ、優れた熱伝

導性（放熱性）や接着力等を保持することができる。 

【００２１】 

前記粘着部（Ｂ）の形状は、本発明の粘着テープを、前記樹脂フィルム（Ｃ）の

一方の面（ａ）側から観察した際に、略四角形状、略六角形状または略円形状等で

あることが好ましく、略円形状であることが、被着体との界面から気泡が抜けやす

く（エア抜け性）、かつ、良好な接着力を保持できるため好ましい。 

【００２２】 

略円形状は特に限定されるものではないが、任意の１つの粘着部の最大直径と最

小直径との比〔最大直径／最小直径〕が１～４であることが好ましい。さらに好ま

しくは１～２であり、最も好ましくは１～１．５である。略円形状の一例としては、

図５のような形状が挙げられる。前記形状の粘着部は、基本的にそれぞれ独立して

いるが、図５に示すように２以上の粘着部が部分的につながっている箇所があって

もよい。 

【００２３】 

前記略四角形状としては、略正方形、略長方形、略台形、略ひし形等の形状が挙
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げられ、略ひし形状であることが、被着体との界面から気泡が抜けやすく（エア抜

け性）、かつ、良好な接着力を保持できるため好ましい。 

【００２４】 

なお、前記略四角形状及び略六角形状等の「略」は、例えば粘着部（Ｂ）の表面

に離型ライナー等が貼付された際、または、粘着テープがロールに巻かれた際に、

前記粘着部（Ｂ）が押圧されることによって、四角形状及び六角形状の角部が丸み

を帯びた形状や、直線部が曲線部となった形状を含むことを示す。 

【００２５】 

前記略四角形状の角部は、粘着テープの流れ方向に向いた角部の角度が９０°未

満である略ひし形状であることが好ましく、４５°～７０°の範囲であることが、

被着体との界面から気泡が抜けやすく（エア抜け性）、かつ、良好な接着力を保持で

きるためより好ましい。 

【００２６】 

また、前記２以上の粘着部（Ｂ）を構成する任意の粘着部（ｂ１）及び粘着部（ｂ

２）は、粘着テープの流れ方向及び幅方向に対して、正対していないことが好まし

い。 

【００２７】 

また、前記粘着テープは、用途等に応じて任意の形状に裁断され使用されること

が多い。その際、前記粘着部（ｂ１）及び粘着部（ｂ２）が、流れ方向及び幅方向

に対して正対していない配置であることによって、粘着テープを任意の位置で裁断

した場合に、その端部の一部に粘着部（Ｂ）が存在することとなるため、粘着テー

プの剥がれを抑制することが可能となる。 

【００２８】 

また、前記方法で測定された前記粘着部（ｂ１）と前記支持体との接触領域（ｒ

１）の長径に対する、前記粘着部（ｂ１）とその表面に貼付される剥離ライナーと

の接触領域（ｒ２）の長径との割合［接触領域（ｒ２）の長径／接触領域（ｒ１）
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の長径］×１００は、９７％～１１０％であることが好ましく、９７％～１０５％

の範囲であることが、被着体との界面からの気泡の抜けやすさと、より一層優れた

接着性を両立するうえでより好ましい。 

【００２９】 

本発明の粘着テープとしては、前記支持体の表面に設けられるすべての粘着部の

うち、前記割合［接触面積（ｓ２）／接触面積（ｓ１）］×１００の要件を満たす粘

着部（ｂ１）の占める割合が５０％～１００％であるものを使用することが好まし

く、８０％～１００％であるものを使用することがより好ましく、９０％～１００％

であるものを使用することがさらに好ましく、９５％～１００％であるものを使用

することが本発明の効果を最大限に発揮するうえで特に好ましい。 

【００３０】 

前記２以上の粘着部（Ｂ）から選択される任意の粘着部（ｂ１）と、前記粘着部

（ｂ１）に近接する粘着部（ｂ２）との距離は、０．５ｍｍ以下が好ましく、さら

に好ましくは０．０５ｍｍ～０．２ｍｍであり、より好ましくは０．０６ｍｍ～０．

１５ｍｍであり、０．０８ｍｍ～０．１３ｍｍであることが、粘着テープの一部に

穴等を設けない場合であっても被着体との界面から気泡が抜けやすく（エア抜け性）、

かつ、良好な接着力を保持できるため特に好ましい。 

【００３１】 

前記粘着部（Ｂ）から選択される任意の粘着部（ｂ１）１個当たりの大きさは、

面積０．００１ｍｍ２～１００ｍｍ２であることが好ましく、０．０１ｍｍ２～２５

ｍｍ２であることがより好ましく、０．０１５ｍｍ２～１６ｍｍ２であることがさら

に好ましく、０．０２ｍｍ２～５ｍｍ２であることが、粘着テープの一部に穴等を設

けない場合であっても被着体との界面から気泡が抜けやすく（エア抜け性）、かつ、

良好な接着力を保持できるため特に好ましい。 

【００３２】 

前記粘着部（Ｂ）は、本発明の粘着テープの面積（流れ方向５ｃｍ及び幅方向５
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ｃｍの正方形）の範囲に、１０個～１００００００個存在することが好ましく、１

０００個～５００００個存在することがより好ましく、５０００個～４００００個

存在することが、粘着テープの一部に穴等を設けない場合であっても被着体との界

面から気泡が抜けやすく（エア抜け性）、かつ、良好な接着力を保持できるため特に

好ましい。 

【００３３】 

また、前記粘着テープとしては、貼付の際に被着体との界面から気泡が抜けやす

く（エア抜け性）、良好な接着力を保持でき、かつ、グラファイトシート等の被着体

がより一層薄型化された場合であっても、粘着部の形状に起因した外観不良を効果

的に防止する観点から、粘着テープの所定面積（流れ方向１ｃｍ及び幅方向１ｃｍ

の正方形）の範囲に、１２０個～２０００個の粘着部を有するものを使用すること

が好ましく、２８０個～１６００個の粘着部を有するものを使用することがより好

ましく、５２０個～１２００個の粘着部を有するものを使用することがさらに好ま

しい。 

【００３４】 

なお、上記粘着部の数は、いずれも、粘着テープの任意の範囲（流れ方向１ｃｍ

及び幅方向１ｃｍの正方形）または（流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの正方形）

を電子顕微鏡で観察し数えることによって求めることができる。 

【００３５】 

前記一方の面（ａ）の面積に占める、前記粘着部（Ｂ）を有する領域の割合は、

１０％～９９％であることが好ましい。さらに好ましくは２０％～９０％であり、

より好ましくは３０％～８０％であり、最も好ましくは３５％～８０％である。上

記範囲にあることが後述する略円形状の粘着部を形成することができ、その結果、

粘着テープの一部に穴等を設けない場合であっても被着体との界面から気泡が抜け

やすく（エア抜け性）、かつ、良好な接着力を保持できる粘着テープを効率よく生産

できるため特に好ましい。なお、上記領域の割合は、流れ方向５ｃｍ及び幅方向５
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ｃｍの正方形のテープの面積おける前記粘着部（Ｂ）の面積割合である。 

【００３６】 

前記粘着部（Ｂ）の、周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づく

損失正接のピーク温度は、特に限定されるものではないが、－３０℃～２０℃であ

ることが好ましく、－２０℃～１０℃であることがより好ましく、－１０℃～５℃

であることが、被着体との界面から気泡が抜けやすく（エア抜け性）、かつ、良好な

接着力を保持でき、その結果、前記粘着テープの膨れ等に起因した外観不良や、熱

伝導性（放熱性）や耐熱性や接着力等の性能低下をより効果的に防止できるためよ

り好ましい。 

【００３７】 

前記動的粘弾性測定では、粘弾性試験機（レオメトリックス社製、商品名：アレ

ス２ＫＳＴＤ）を用い、同試験機の測定部である平行円盤の間に試験片を挟み込み、

周波数１Ｈｚでの貯蔵弾性率（Ｇ＇）と損失弾性率（Ｇ＂）とを測定する。前記損

失正接は、ｔａｎδ＝（Ｇ＂）／（Ｇ＇）で表される式により算出される。上記ピ

ーク温度は、測定温度領域（－５０℃から１５０℃）に対するｔａｎδのスペクト

ルで確認されたピーク温度を指す。 

【００３８】 

前記試験片としては、前記粘着部（Ｂ）の形成に使用する粘着剤を用いて形成さ

れた、厚さ０．５ｍｍ～２．５ｍｍの粘着剤層を使用することができる。 

【００３９】 

また、前記試験片としては、本発明の粘着テープを複数積層したもののうち、粘

着剤層の合計厚さが０．５ｍｍ～２．５ｍｍであるものを使用することができる。

上記異なる構成の試験片を使用した場合、上記ｔａｎδの値は変化するものの、前

記試験片中に占める前記粘着剤層（Ｂ）の合計厚さが同一である場合には、前記ピ

ーク温度は実質変化しない。そのため、上記ピーク温度の測定では、いずれの試験

片を使用してもよい。 
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【００４２】 

前記粘着部（Ｂ）としては、厚さ１μｍ～６μｍのものを使用することが好まし

く、厚さ２μｍ～５μｍのものを使用することが、被着体と粘着部（Ｂ）との界面

から気泡を容易に除去することができ、その結果、前記粘着テープの膨れ等に起因

した外観不良や、熱伝導性や耐熱性や接着力等の性能低下をより効果的に防止でき

るためより好ましい。・・・ 

【００７１】 

（樹脂フィルム層（Ｃ）） 

次に、本発明の粘着テープを構成する樹脂フィルム層（Ｃ）について説明する。

樹脂フィルム層（Ｃ）としては、ポリエステルフィルム、ポリイミドフィルム、ポ

リオレフィンフィルム、ポリアミドフィルム、ポリウレタンフィルム等が使用でき

る。そのなかでも耐熱性、強度に優れ、低コストであるポリエチレンテレフタレー

トフィルムが最も好ましい。 

樹脂フィルム層（Ｃ）の厚みとしては、１～１００μｍのものが好ましい。更に好

ましくは１．５～５０μｍであり、１．５～６μｍのものが薄型でクッション性を

低下させないため好ましい。 

【００７２】 

（剥離ライナー（Ｄ）） 

本発明の粘着テープは前記粘着部（Ｂ）と接する面に剥離ライナー（Ｄ）を有し

ていてもよい。・・・ 

【００７３】 

（発泡体層（Ａ）） 

本発明の粘着テープを構成する発泡体層（Ａ）の厚みとしては、特に限定される

ものではないが、好ましくは２５０μｍ以下、より好ましくは３０μｍ～２００μ

ｍ、さらに好ましくは５０μｍ～１００μｍの厚さのものを使用することができる。

前記範囲の厚さを有する発泡体層（Ａ）を使用することによって、粘着テープを薄



  - 69 - 

型化できる。また、粘着テープの一部に穴等を設けない場合であっても、前記粘着

部（Ｂ）を有する面と被着体との界面から気泡を容易に除去することができ、その

結果、前記粘着テープの膨れ等に起因した外観不良や、クッション性や接着力等の

性能低下をより効果的に防止できるためより好ましい。 

【０１０３】 

本発明の粘着テープは、非常に薄型であっても優れた接着力とクッション性と貼

付作業性（気泡抜け性）を有することから、例えば薄型化が求められている携帯電

子端末等の電子機器の製造場面で好適に使用することができる。特に、ディスプレ

イの裏面に使用することで、ディスプレイ機器の割れやプーリングを防止でき且つ、

薄型化に貢献できる。 

【０１０４】 

また、前記粘着テープは、粘着テープの一部に穴等を設けない場合であっても被

着体と接着部（Ｂ）との界面から気泡が抜けやすく、また貼付性を向上させるため

の穴あけ加工が不要となるため、前記気泡の残存に起因した性能の低下が懸念され

るディスプレイ裏面で好適に使用することができる。 

【実施例】 

【０１０５】 

以下に、この発明の実施例を記載して、より具体的に説明する。 

【０１０６】 

（調製例１）粘着剤ａ 

ｎ－ブチルアクリレート９７．９８質量部と、アクリル酸２質量部と、４－ヒド

ロキシブチルアクリレート０．０２質量部とを、アゾビスイソブチロニトリル０．

２質量部を重合開始剤として、酢酸エチル溶液中で、８０℃で８時間溶液重合させ

ることによって、重量平均分子量９０万のアクリル重合体を得た。 

【０１０７】 

前記アクリル重合体１００質量部に対して、「Ｄ－１３５」（荒川化学工業株式会
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社製、重合ロジンエステル）５質量部と、「ＫＥ－１００」（荒川化学工業株式会社

製、不均化ロジンエステル）２０質量部と、「ＦＴＲ６１００」（三井化学株式会社

製、石油樹脂）２５質量部とを混合し、さらに酢酸エチルを加えることによって固

形分４０質量％に調整された粘着剤溶液を得た。 

【０１０８】 

前記粘着剤溶液と、「ＮＣ４０」（ＤＩＣ株式会社製、イソシアネート架橋剤）２．

０質量部とを混合し撹拌することによって、粘着剤ａを得た。 

前記粘着剤ａを用いて得られた粘着剤層のｔａｎδのピーク温度は０℃であり、

そのゲル分率は４０質量％であった。 

【０１０９】 

（調製例２）粘着剤ｂ 

ｎ－ブチルアクリレート９７．９８質量部と、アクリル酸２質量部と、４－ヒド

ロキシブチルアクリレート０．０２質量部とを、アゾビスイソブチロニトリル０．

３質量部を重合開始剤として、酢酸エチル溶液中で、９０℃で６時間溶液重合させ

ることによって、重量平均分子量５０万のアクリル重合体を得た。 

【０１１０】 

前記アクリル重合体１００質量部に対して、「Ｄ－１３５」（荒川化学工業株式会

社製、重合ロジンエステル）５質量部と「ＫＥ－１００」（荒川化学工業株式会社製、

不均化ロジンエステル）２０質量部と、「ＦＴＲ６１００」（三井化学株式会社製、

石油樹脂）２５質量部とを混合し、さらに酢酸エチルを加えることによって固形分

４０質量％に調整された粘着剤溶液を得た。 

【０１１１】 

前記粘着剤溶液と、「ＮＣ４０」（ＤＩＣ株式会社製、イソシアネート架橋剤）０．

６質量部とを混合し撹拌することによって、粘着剤ｂを得た。 

前記粘着剤ｂを用いて得られた粘着剤層のｔａｎδのピーク温度は０℃であり、

そのゲル分率は１０質量％であった。 
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【０１１２】 

（調製例３）粘着剤ｃ 

ｎ－ブチルアクリレート９７．９８質量部と、アクリル酸２質量部と、４－ヒド

ロキシブチルアクリレート０．０２質量部とを、アゾビスイソブチロニトリル０．

３質量部を重合開始剤として、酢酸エチル溶液中で、９０℃で６時間溶液重合させ

ることによって、重量平均分子量５０万のアクリル重合体を得た。 

【０１１３】 

前記アクリル重合体１００質量部に対し、「Ｄ－１３５」（荒川化学工業株式会社

製、重合ロジンエステル）５質量部と、「ＫＥ－１００」（荒川化学工業株式会社製、

不均化ロジンエステル）２０質量部と、「ＦＴＲ６１００」（三井化学株式会社製、

石油樹脂）２５質量部とを混合し、さらに酢酸エチルを加えることによって固形分

４０質量％に調整された粘着剤溶液を得た。 

【０１１４】 

前記粘着剤溶液と、「ＮＣ４０」（ＤＩＣ株式会社製、イソシアネート架橋剤）３．

３質量部とを混合し撹拌することによって、粘着剤ｃを得た。 

前記粘着剤ｃを用いて得られた粘着剤層のｔａｎδのピーク温度は０℃であり、

そのゲル分率は４６質量％であった。 

【０１１５】 

（調製例４）粘着剤ｄ 

ｎ－ブチルアクリレート９７．９８質量部と、アクリル酸２質量部と、４－ヒド

ロキシブチルアクリレート０．０２質量部とを、アゾビスイソブチロニトリル０．

３質量部を重合開始剤として、酢酸エチル溶液中で、９０℃で６時間溶液重合させ

ることによって、重量平均分子量５０万のアクリル重合体を得た。 

【０１１６】 

前記アクリル重合体１００質量部に対し、「Ｄ－１３５」（荒川化学工業株式会社

製、重合ロジンエステル）５質量部と、「ＫＥ－１００」（荒川化学工業株式会社製、
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不均化ロジンエステル）２０質量部と、「ＦＴＲ６１００」（三井化学株式会社製、

石油樹脂）２５質量部とを混合し、さらに酢酸エチルを加えることによって固形分

４０質量％に調整された粘着剤溶液を得た。 

【０１１７】 

前記粘着剤溶液と、「ＮＣ４０」（ＤＩＣ株式会社製、イソシアネート系架橋剤）

１．２質量部とを混合し撹拌することによって、粘着剤ｄを得た。 

前記粘着剤ｄを用いて得られた粘着剤層のｔａｎδのピーク温度は０℃であり、

そのゲル分率は２０質量％であった。 

【０１１８】 

（調製例５）粘着剤ｅ 

ｎ－ブチルアクリレート９６．４質量部と、アクリル酸３．５質量部と、４－ヒ

ドロキシ－エチルアクリレート０．１質量部とを、アゾビスイソブチロニトリル０．

２質量部を重合開始剤として、酢酸エチル溶液中で、８０℃で８時間溶液重合させ

ることによって、重量平均分子量８０万のアクリル重合体を得た。 

【０１１９】 

前記アクリル重合体１００質量部に対し、「Ｄ－１３５」（荒川化学工業株式会社

製、重合ロジンエステル）１０質量部と、「Ａ１００」（不均化ロジンエステル、荒

川化学工業株式会社製）１０質量部とを混合し、さらに酢酸エチルを加えることに

よって固形分４０質量％に調整された粘着剤溶液を得た。 

【０１２０】 

前記粘着剤溶液と、「ＮＣ４０」（ＤＩＣ株式会社製、イソシアネート架橋剤）１．

３質量部とを混合し撹拌することによって、粘着剤ｅを得た。 

前記粘着剤ｅを用いて得られた粘着剤層のｔａｎδのピーク温度は－１５℃であ

り、そのゲル分率は４０質量％であった。 

【０１２１】 

（調製例６）粘着剤ｆ 
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ｎ－ブチルアクリレート４４．９質量部と、２－エチルヘキシルアクリレート５

０質量部と、酢酸ビニル３質量部と、アクリル酸２質量部と、４－ヒドロキシブチ

ルアクリレート０．１質量部とを、アゾビスイソブチロニトリル０．１質量部を重

合開始剤として、酢酸エチル溶液中で、７０℃で１０時間溶液重合させることによ

って、重量平均分子量８０万のアクリル重合体を得た。 

【０１２２】 

前記アクリル重合体１００質量部に対し、「Ｄ－１３５」（荒川化学工業株式会社

製、重合ロジンエステル）１０質量部を混合し、さらに酢酸エチルを加えることに

よって固形分４０質量％に調整された粘着剤溶液を得た。 

【０１２３】 

前記粘着剤溶液と、「ＮＣ４０」（ＤＩＣ株式会社製、イソシアネート架橋剤）１．

３質量部とを混合し撹拌することによって、粘着剤ｆを得た。 

前記粘着剤ｆを用いて得られた粘着剤層のｔａｎδのピーク温度は－２５℃であ

り、そのゲル分率は４０質量％であった。 

【０１２４】 

（実施例１） 

「ＰＥＴ５０×１Ｊ０」（ニッパ株式会社製、５０μｍのポリステルフィルム（判

決注：「ポリエステルフィルム」の誤記と認める。）の表面にシリコーン系剥離処理

面を有する剥離ライナー）に、グラビアコーターを用いて、前記粘着剤ａをドット

印刷し、１００℃で１分間乾燥させることによって、図１に示す略ひし形形状の厚

さ２μｍの島状の粘着部を得た。なお、前記粘着部のうち、任意の粘着部とそれに

近接する粘着部との距離は、０．１ｍｍであった。次に、２μｍポリエステルフィ

ルム（三菱樹脂株式会社製Ｋ１００－２．０Ｗ）を重ねラミネーターで線圧３Ｎ／

ｍｍで貼付した。これを４０℃で二日間養生し、ドット粘着フィルムを得た。次に

このドット粘着フィルムの２μｍポリエステルフィルム上に下記方法にて発泡体層

を設けた。 
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【０１２５】 

三洋化成社製ポリエーテルポリオール「ＧＰ－３０００」９０質量部、三洋化成

社製ポリエーテルポリオール「ＧＰ－６００」１０質量部、城北化学社製触媒「ス

タナスオクトエート」０．１質量部、製泡剤５質量部を混合撹拌し、混合物を調整

した。その後、上記混合物と、イソシアネートインデックスが１となる配合量の日

本ポリウレタン社製ＭＤＩ「コロネート１１３０」とを、オークスミキサに配設さ

れたチャンバーに投入した。そして、同時に、フォーム層の密度が３００ｋｇ／ｍ３ 

となるよう、窒素ガスを注入した。 

【０１２６】 

次いで、チャンバーにおいて、上記成分を撹拌し、泡化された気液混合物を調整

した。そして、この気液混合物を、５ｍ／分の速度で送出されたドット粘着フィル

ムの２μｍポリエステルフィルム上に供給し、流涎する気液混合物の表面に、その

上方側からドット粘着フィルムと同じ速度で剥離紙を供給し、ロールコーターによ

り、厚さ１００μｍに調整し、気液混合物からなる未硬化層を形成した。 

【０１２７】 

その後、ドット粘着フィルム、未硬化層及び剥離紙からなる積層物を、遠赤外線

ヒーターにより１６０℃の過熱炉に入れ１分間過熱した。次いで積層物から剥離紙

を剥離し、ドット粘着フィルムと発泡体層とが接合された粘着テープを得た。 

【０１２８】 

（実施例２～１３） 

粘着部（Ｂ）の形状、面積及び粘着部（Ｂ）の厚さを、表１～３に記載のものに

変更したこと以外は、実施例１と同様の方法で粘着テープを作製した。 

【０１２９】 

（実施例１４） 

粘着剤ａの代わりに粘着剤ｂを用いたこと以外は、実施例１と同様の方法で粘着

テープを得た。 
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【０１３０】 

（実施例１５） 

粘着剤ａの代わりに粘着剤ｃを用いたこと以外は、実施例１と同様の方法で粘着

テープを得た。 

【０１３１】 

（実施例１６） 

粘着剤ａの代わりに粘着剤ｄを用いたこと以外は、実施例１と同様の方法で粘着

テープを得た。 

【０１３２】 

（実施例１７） 

粘着剤ａの代わりに粘着剤ｅを用いたこと以外は、実施例１と同様の方法で粘着

テープを得た。 

【０１３３】 

（実施例１８） 

粘着剤ａの代わりに粘着剤ｆを用いたこと以外は、実施例１と同様の方法で粘着

テープを得た。 

【０１３４】 

（実施例１９～２５） 

粘着部（Ｂ）の形状、面積及び粘着部（Ｂ）の厚さを、表４及び５に記載のもの

に変更したこと以外は、実施例１と同様の方法で粘着テープを作成した。また、実

施例２０で得た粘着テープの略円形状の粘着部を有する面を、光学顕微鏡を用い倍

率２００倍で観察した（図５）。 

【０１３５】 

（実施例２６） 

フォーム層の厚みを１００μｍから５０μｍに変更した以外は実施例１と同様の

方法で粘着テープを得た。 
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【０１３６】 

（実施例２７） 

フォーム層の密度を３００ｋｇ／ｍ３から２００ｋｇ／ｍ３に変更した以外は実

施例１と同様の方法で粘着テープを得た。 

【０１３７】 

（実施例２８） 

２μｍのポリエステルフィルムを２５μｍのポリエステルフィルムに変更した以

外は実施例１と同様の方法で粘着テープを得た。 

【０１３８】 

（実施例２９） 

「ＰＥＴ５０×１Ｊ０」（ニッパ株式会社製、５０μｍのポリステルフィルムの表

面にシリコーン系剥離処理面を有する剥離ライナー）の代わりに、「ＰＥＴ２５×１

Ｊ０」（ニッパ株式会社製、２５μｍのポリステルフィルムの表面にシリコーン系剥

離処理面を有する剥離ライナー）を用いた以外は実施例１と同様の方法で粘着テー

プを得た。 

【０１３９】 

（実施例３０） 

三洋化成社製ポリエーテルポリオール「ＧＰ－３０００」９０質量部、三洋化成

社製ポリエーテルポリオール「ＧＰ－６００」１０質量部、城北化学社製触媒「ス

タナスオクトエート」０．１質量部、製泡剤５質量部を混合撹拌し、混合物を調整

した。その後、上記混合物と、イソシアネートインデックスが１となる配合量の日

本ポリウレタン社製ＭＤＩ「コロネート１１３０」とを、オークスミキサに配設さ

れたチャンバーに投入した。そして、同時に、フォーム層の密度が３００ｋｇ／ｍ３ 

となるよう、窒素ガスを注入した。 

【０１４０】 

次いで、チャンバーにおいて、上記成分を撹拌し、泡化された気液混合物を調整
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した。そして、この気液混合物を、５ｍ／分の速度で送出された東レ株式会社製「Ｓ

１０－２５」２５μｍポリエステルフィルム上に供給し、流涎する気液混合物の表

面に、その上方側から２５μｍのポリエステルフィルムと同じ速度で剥離紙を供給

し、ロールコーターにより、厚さ１００μｍに調整し、気液混合物からなる未硬化

層を形成した。 

【０１４１】 

その後、ポリエステルフィルム、未硬化層及び剥離紙からなる積層物を、遠赤外

線ヒーターにより１６０℃の過熱炉に入れ１分間過熱した。次いで積層物から剥離

紙を剥離し、ポリエステルフィルムとフォーム層とが接合されたものを得た。 

【０１４２】 

次に「ＰＥＴ５０×１Ｊ０」（ニッパ株式会社製、５０μｍのポリステルフィルム

の表面にシリコーン系剥離処理面を有する剥離ライナー）に、グラビアコーターを

用いて、前記粘着剤ａをドット印刷し、１００℃で１分間乾燥させることによって、

図１に示す略ひし形形状の厚さ２μｍの島状の粘着部を得た。なお、前記粘着部の

うち、任意の粘着部とそれに近接する粘着部との距離は、０．１ｍｍであった。次

に、上記ポリエステルフィルムとフォーム層とが接合されたもののポリエステルフ

ィルム層を重ねラミネーターで線圧３Ｎ／ｍｍで貼付した。これを４０℃で二日間

養生し、ドット粘着フィルムを得た。 

【０１４３】 

（比較例１） 

粘着剤層をグラビアコーターで島状に設けたものから、ロールコーターを用いて

全面に設けた以外は実施例３０と同様に粘着テープを得た。 

【０１４６】 

（動的粘弾性の測定） 

前記粘着剤ａ～ｆを、それぞれ剥離ライナーの表面に、乾燥厚さ５０μｍとなる

よう塗工し乾燥させることによって粘着剤層を形成し、４０℃の環境下に２日間養
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生した。前記養生後の粘着剤層を総厚さが２ｍｍとなるまで重ねあわせたものを試

験片とした。 

【０１４７】 

次に、粘弾性試験機（レオメトリックス社製、商品名：アレス２ＫＳＴＤ）を用

い、直径７．９ｍｍの平行円盤形の測定部に前記試験片を挟み込み、周波数１Ｈｚ、

昇温時間１℃／１分の条件で－５０℃から１５０℃までの貯蔵弾性率（Ｇ＇）と損

失弾性率（Ｇ＂）を測定した。損失正接ｔａｎδは、以下の計算式より算出した。 

 損失正接ｔａｎδ＝Ｇ＂／Ｇ＇ 

【０１４８】 

（粘着テープの総厚さの測定） 

剥離ライナーを剥がした粘着テープの層厚さを尾崎製作所製厚み計ＦＦＧ－６を

用いて測定した。 

【０１４９】 

（接着力（貼付後１時間）の測定） 

実施例及び比較例で得た粘着テープを２０ｍｍ幅に切断し、その片側の粘着剤層

を、厚さ２５μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムで裏打ちしたものを試験

片とした。前記裏打ちは、表面が平滑な粘着剤層の表面に対して行い、本発明の構

成要件である粘着部（Ｂ）に相当する粘着剤層に対して行わないようにした。 

【０１５０】 

前記試験片を、清潔で平滑なステンレス板の表面に貼付し、その上面で２ｋｇロ

ーラーを１往復させることで加圧したものを、ＪＩＳＺ－０２３７に準じ、２３℃

及び５０％ＲＨの条件下で１時間放置した後、２３℃及び５０％ＲＨの雰囲気下で

テンシロン引張試験機を用いて、ピール粘着力（剥離方向：９０°、引張速度：０．

３ｍ／ｍｉｎ）を測定した。測定結果は、表の「接着力（貼付後１時間）」の欄に示

した。 

【０１５１】 
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（保持力の測定） 

実施例及び比較例で得た粘着テープを２０ｍｍ幅に切断し、その片側の粘着剤層

を、厚さ５０μｍのアルミ箔で裏打ちしたものを試験片とした。前記裏打ちは、表

面が平滑な粘着剤層の表面に対して行い、本発明の構成要件である粘着部（Ｂ）に

相当する粘着剤層に対して行わないようにした。 

【０１５２】 

前記試験片を、清潔で平滑なステンレス板の表面に２０ｍｍ×２０ｍｍの貼付面

積となるように貼付し、その上面で２ｋｇローラーを用いて１往復させることで加

圧したものを、ＪＩＳＺ－０２３７に準じ、２３℃及び５０％ＲＨの条件下で１時

間放置した後、１００℃の雰囲気下でせん断方向に１００ｇの荷重をかけ、２４時

間後のテープのずれ距離を測定した。測定結果は、表の「保持力」の欄に示した。 

【０１５３】 

（気泡の抜けやすさの評価） 

実施例及び比較例で得た粘着テープを縦５０ｍｍ×横１００ｍｍに切断し、剥離

ライナーを剥離し、２３℃及び５０％ＲＨ雰囲気下、前記粘着部の表面に縦７０ｍ

ｍ×横１５０ｍｍのアルミ板を置き、アルミニウム板の上から５Ｎを荷重した状態

で５秒放置することによって仮貼付物を得た。 

【０１５４】 

次に、前記仮貼付物を反転させた後、粘着テープ側の面から２ｋｇローラーを１

往復させることでそれらを加圧することによって積層体を得た。 

【０１５５】 

上記方法で前記積層体を１０個作製した。粘着テープとアルミニウム板との間に

気泡が存在するか否かを、粘着テープの膨らみ（１０ｍｍ２以上もの）を目視で観察

することによって確認した。前記方法で気泡の存在を確認できなかった積層体の数

に基づいて、前記気泡の抜けやすさを評価した。 

【０１５６】 
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（発泡層のムラ評価） 

得られた粘着テープの発泡層を蛍光灯下で、前記粘着テープの上面３０ｃｍの位

置から観察したときに、ムラがあるか否かを評価した。 

◎：ムラなし〇：僅かにムラあり 

×：酷いムラあり 

【０１５７】 

（外観の評価） 

粘着テープをアルミニウム板に貼付し、蛍光灯下で、前記粘着テープの上面３０

ｃｍの位置から観察したときに、粘着部の形状（上記略ひし形状、略丸形状等）を

視認できるか否かを基準に評価した。前記粘着部の形状がまったく視認できなかっ

たものを「◎」、前記形状の一部をわずかに視認できたものを「○」、前記形状を明

確に視認で来たものを「×」と評価した。なお、比較例１で示すように発泡体基材

の全面に粘着剤を塗布し粘着剤層が形成されたものについては、粘着部が所定の形

状を形成しておらず、したがってその形状を上記方法で視認できないことから、評

価せず「－」とした。 

【０１５８】 

（粘着部の個数） 

粘着部の個数は、粘着テープの任意の範囲（流れ方向５ｃｍ及び幅５ｃｍの正方

形）または（流れ方向１ｃｍ及び幅方向１ｃｍの正方形）の範囲を電子顕微鏡で観

察し数えることによって求めた。 
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【０１５９】 

【表１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【０１６０】 

【表２】 
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【０１６１】 

【表３】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【０１６２】 

【表４】 
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【０１６３】 

【表５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【０１６４】 

【表６】 
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【０１６５】 

【表７】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【０１６６】  

表中の「略ひし形１」は、粘着テープの流れ方向に向いた角部の角度が６０°（幅

方向に向いた角部の角度が１２０°）であるひし形状の粘着部をさし（図１）、「略

ひし形２」は、粘着テープの流れ方向に向いた角部の角度が３０°（幅方向に向い

た角部の角度が１５０°）であるひし形状の粘着部をさし、「略正方形状」は、粘着

テープの流れ方向に向いた角部の角度が９０°（幅方向に向いた角部の角度が９

０°）である正方形状の粘着部を指し、「略円形状」は図２に示す形状の粘着部を指

し、「略六角形（斜線）」は図３に示す形状の粘着部を指し、「略四角形（斜線）」は

図４に示す形状の粘着部を指す。 

【０１６７】 

実施例の粘着テープは何れも一方の面に独立した粘着剤層を複数個持つため、気

泡の抜けやすさに優れる。さらに実施例粘着テープは薄型でありながら、発泡層の

ムラがなく、接着力、保持力にも優れている。一方、比較例の粘着テープでは粘着
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層が島状ではなく全面に設けられているため、気泡の抜け道がなく、気泡の抜けや

すさが著しく悪い。 

イ 図面 

【図１】         【図２】       【図３】 

 

 

 

 

 

 

 

【図４】         【図５】 

 

 

 

 

 

 

(2) 本件発明の概要 

前記第２の２の本件特許の本件訂正後の特許請求の範囲の記載及び前記(1)の本

件明細書の記載からすると、本件発明について、次のとおり認められる。 

ア 技術分野 

本件発明は、例えば電子機器等の製造場面で使用可能な、発泡体層を有する粘着

テープに関する。（本件明細書の段落【０００１】） 

イ 本件発明の課題 

粘着テープは、電子機器の製造場面で広く使用されており、近年、電子機器の携



  - 86 - 

帯電子端末に小型化と薄型化とが求められることに伴って、携帯電子端末を構成す

る粘着テープ等にもまた薄型化が求められている。また、一般にディスプレイ機器

にはディスプレイの割れやプーリング（液晶の濃淡の波打ち現象）を防止する目的

で、クッション性のある発泡層を有する粘着テープがディスプレイ背面に貼付され

ていることが多いが、発泡層を有する粘着テープは非常に柔軟であるため、貼付時

に気泡を巻き込み、シワになる場合が多く、特に貼付時にプレス機で位置を合わせ、

後数分後にラミネートする場合に上記課題が顕著に発生していた。（同【０００２】

～【０００４】） 

本件発明が解決しようとする課題は、被着体との界面から速やかに気泡が抜け、

前記界面に気泡が残存することを防止でき、かつ、接着性・クッション性に優れ、

低コストで薄型の粘着テープを提供することである。（同【０００６】） 

ウ 課題を解決するための手段 

本件発明の粘着テープは、発泡体層（Ａ）、樹脂フィルム層（Ｃ）、樹脂フィルム

（Ｃ）側に２以上の粘着部（Ｂ）を有する粘着テープであって、前記２以上の粘着

部（Ｂ）の間には粘着部（Ｂ）を有しない領域が存在し、前記領域が前記粘着テー

プの端部に通じたものであることを特徴とする。（同【０００７】） 

エ 本件発明の効果 

本件発明の粘着テープは、被着体との界面から速やかに気泡が抜け、前記界面に

気泡が残存しにくく、かつ、薄型でありながらクッション性と接着力に優れるため、

最終製品やその部品の生産効率を低下させることなく、ディスプレイの割れやプー

リングを防止することができるもので、例えばディスプレイ機器のディスプレイの

非表示面側への接着に好適に使用することができる。（同【０００８】、【０１６７】） 

２ 甲１発明について 

(1) 平成２７年１２月３日に公開された甲１は、発明の名称を「積層シート」と

する特許出願に係るもので、甲１には、次の記載がある。 

ア 特許請求の範囲 
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【請求項１】 

接着性表面を有する長尺状の積層シートであって、 

前記接着性表面を構成する感圧接着剤層と、該感圧接着剤層を支持する非通気性

のシート状基材と、を備えており、 

前記シート状基材の表面は、前記感圧接着剤層が部分的に配置されることによっ

て、感圧接着剤配置部と、感圧接着剤非配置部と、を有しており、 

前記感圧接着剤非配置部は、少なくとも１つの帯状部分を有しており、 

前記帯状部分は、前記積層シートの幅方向端辺に交差する角度で延びている、積

層シート。 

【請求項２】 

前記感圧接着剤配置部は、前記シート状基材の表面において、分離して配置され

た２以上の部分を有しており、 

前記感圧接着剤非配置部の帯状部分は、前記感圧接着剤配置部の２以上の部分の

うち隣りあう２つの部分のあいだに位置している、請求項１に記載の積層シート。 

【請求項１１】 

前記シート状基材は発泡体層を含む、請求項１～１０のいずれか一項に記載の積

層シート。 

イ 発明の詳細な説明 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は積層シートに関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

各種物品の表面を保護する目的で、また、装飾など所望の外観を得る等の目的で、

接着性を有するシート類が広く用いられている。上記シート類は、例えば塗装に代

替する機能を有するものとしても利用されており、取扱い性に優れることから、そ
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の用途は塗装代替に留まらず拡大している。この種の従来技術を開示する文献とし

て、例えば特許文献１が挙げられる。特許文献２、３は、医療用の通気透湿性粘着

テープに関する技術文献である。 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００４】 

従来の接着性シートでは、該シートを被着体に貼り付けるときに、該シートと該

被着体との間（以下、便宜的に接着面ともいう。）に空気や水分等の流動性異物が残

り、この異物が気泡のような空気だまりや水分だまり等となって外観品質の低下を

引き起こす場合がある。上記のような空気だまり等は接着力の低下など接着特性に

影響を及ぼす点でも望ましくない。このような事象を回避することを目的として、

接着性シートの接着性表面を保護する剥離性ライナーの表面に凸条を形成し、該凸

条を利用して該シートの接着性表面に溝を形成し、この溝から上記接着面に残ろう

とする空気等を逃がす技術が知られている（例えば特許文献１参照）。しかし、上記

の従来技術では、接着性表面を構成する粘弾性体を凹ませて溝を形成するため、溝

の深さに限度があり、粘弾性体層の厚さや貼り付け方法等によっては、所望の空気

抜け性が得られない虞がある。また、剥離ライナー表面に予め凸条を形成する必要

があり、生産性の点でも不利である。さらに、シートの切断箇所等によっては、接

着性表面の溝が感圧接着シートの端辺近傍で該端辺と平行し、これを原因として、

該端辺近傍の接着性が低下するような事象（例えば端部剥がれ等）が発生する虞が

ある。・・・ 

【０００５】 

本発明は、上記の事情に鑑みて創出されたものであり、貼り付け後の外観品質の

低下を高度に防止し、かつ良好な接着特性を維持することが可能な積層シートを提

供することを目的とする。 

【課題を解決するための手段】 
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【０００６】 

本発明によると、接着性表面を有する長尺状の積層シートが提供される。この積

層シートは、前記接着性表面を構成する感圧接着剤層と、該感圧接着剤層を支持す

る非通気性のシート状基材と、を備える。また、前記シート状基材の表面は、前記

感圧接着剤層が部分的に配置されることによって、感圧接着剤配置部と、感圧接着

剤非配置部と、を有する。さらに、前記感圧接着剤非配置部は、少なくとも１つの

帯状部分を有する。そして、前記帯状部分は、前記積層シートの幅方向端辺に交差

する角度で延びている。 

【０００７】 

上記の構成によると、接着性表面において感圧接着剤非配置部の帯状部分に相当

する部分に溝（細長いくぼみ）が形成される。この溝を介して、被着体表面との接

着面に留まろうとする空気や水分等の流動性異物は該接着面から除去され、上記接

着面における空気だまり等の発生は防止される。また、上記接着性表面における溝

の深さは感圧接着剤層の厚さと概ね一致するので、感圧接着剤層の表面を凹ませる

手法よりも、溝の断面積を大きく設計することが可能である。したがって、上記接

着面に空気等が留まることを原因とする外観品質の低下や、接着特性への影響が高

いレベルで防止される。例えば、所定以上の接着力が要求される等の理由により上

記溝の幅や数を増大することが制限される場合においても、空気等抜け性と接着力

との両立を実現することができる。 

【０００９】 

さらに、上記感圧接着剤非配置部の帯状部分は、積層シートの幅方向端辺に交差

する角度で延びている。これにより、該帯状部分が積層シートの幅方向端辺近傍で

該端辺と平行することを原因として、該端辺近傍の接着性が低下するような事象（例

えば端部剥がれ等）の発生は防止される。 

【００１０】 

ここに開示される積層シートの好ましい一態様では、前記感圧接着剤配置部は、
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前記シート状基材の表面において、分離して配置された２以上の部分を有する。ま

た、前記感圧接着剤非配置部の帯状部分は、前記感圧接着剤配置部の２以上の部分

のうち隣りあう２つの部分のあいだに位置している。このように、複数の感圧接着

剤配置部を分離して配置することで、空気等の通路となる溝を接着性表面に効率的

に形成することができる。また、複数の感圧接着剤配置部を分離して配置すること

で、その上に複数の感圧接着部が分離配置される。これにより、曲面（典型的には

三次元曲面）を有する被着体表面に対する追従性が向上する。 

【００１１】 

ここに開示される積層シートの好ましい一態様では、前記シート状基材の表面に

おいて、前記感圧接着剤配置部および前記感圧接着剤非配置部はともに２以上の帯

状部分を有する。また、前記感圧接着剤配置部の帯状部分と前記感圧接着剤非配置

部の帯状部分とは交互に配置されている。このように構成することで、接着性表面

に複数の溝が形成され、上記接着面に留まろうとする空気等と該溝との接触性が向

上する。また、感圧接着剤層は、該感圧接着剤が存在する帯状の感圧接着部と該感

圧接着剤が存在しない溝とが交互に配置されることにより、ストライプ状のパター

ンを呈し、所望の空気等抜け性を得つつ、外観が制御されている印象を見る者に与

え得る。このことは、溝の形成による外観変化の違和感を解消、軽減するという効

果をもたらし、上記積層シートの適用範囲を拡大し得る点で実用上有意義である。 

【００１３】 

ここに開示される積層シートの好ましい一態様では、前記感圧接着剤非配置部の

帯状部分（少なくとも１つの帯状部分、好ましくは複数の帯状部分）は、前記シー

ト状基材の表面において、規則的に繰返し折れ曲がりながら延びている。このよう

に規則的に繰り返す構成とすることで、直線状や弧状の場合と比べて、接着面に留

まろうとする空気等との接触性は向上する。また、上記規則的な繰返し形状を呈す

ることで、所望の空気等抜け性を得つつ、パターンとして外観が制御されている印

象を見る者に与える。 
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【００１４】 

ここに開示される積層シートの好ましい一態様では、前記感圧接着剤非配置部の

帯状部分（少なくとも１つの帯状部分、好ましくは複数の帯状部分）は、前記シー

ト状基材の表面において、曲線状に延びている。このように構成することで、被着

体への貼り付けがよりなめらかとなり、貼り付け性が向上する。また、積層シート

端辺近傍で端部剥がれ等を引き起こすような配置がより確実に回避され得る。 

【００１５】 

ここに開示される積層シートの好ましい一態様では、前記シート状基材は樹脂シ

ート層を含む。シート状基材が樹脂シート層を含むことで、積層シートは適度なコ

シを有し、被着体への貼り付け性に優れる傾向がある。また、樹脂シート層を含む

ことは、薄厚化や外観向上等においても有利である。なお、上記貼り付け性は、貼

り付け作業がしやすいことだけでなく、良好な貼り合わせ状態が実現されやすいこ

とを包含する。例えば、被着体との接着面に空気等が実質的に認められないことは、

貼り直し作業等の負担低減や、貼り合わせがしっかりとなされている点で、優れた

貼り付け性に通じる。 

【００１６】 

ここに開示される積層シートの好ましい一態様では、前記シート状基材の厚さは、

１００μｍ以下である。上記のようにシート状基材の厚さを制限することにより、

積層シートの薄膜化、小型化、軽量化、省資源化等が好適に実現される。また、上

記のように薄厚の基材を用いても、空気だまり等の発生は好適に防止され、良好な

貼り付け作業性が実現され得る。 

【００１８】 

また、本発明によると、ここに開示されるいずれかの積層シートと、該積層シー

トの接着性表面を保護する剥離ライナーと、を備える剥離ライナー付き積層シート

が提供される。そして、この剥離ライナーの接着性表面側の表面は、平滑に形成さ

れている。ここに開示される技術によると、剥離ライナーの表面に凹凸加工等の加
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工を施すことなく、積層シートの接着性表面に空気等の通ることが可能な溝が形成

され得るので、実用上有益である。 

【発明を実施するための形態】 

【００２０】 

以下、本発明の好適な実施形態を説明する。・・・ 

【００２１】 

図１は積層シートの一実施形態を模式的に示す上面図であり、図２は図１のII－

II線における断面図である。図面を参照しながら、この実施形態の積層シートにつ

いて説明する。 

【００２２】 

図１、２に示すように、この実施形態に係る積層シート１は、非通気性のシート

状基材１０と感圧接着剤層２０との積層構造を有する。シート状基材１０は、感圧

接着剤層２０を支持している。この積層シート１において、感圧接着剤層２０側の

表面は接着性表面１Ａを構成している。積層シート１の他方の表面（シート状基材

１０側の表面）１Ｂは非接着性の表面である。また、積層シート１は、長尺状のシ

ートである。この実施形態では、図１の縦方向が積層シート１の長手方向である。 

【００２３】 

感圧接着剤層２０は、シート状基材１０の表面１０Ａに部分的に配置されている。

これによって、シート状基材１０の表面１０Ａは、感圧接着剤層２０がその上に配

置された感圧接着剤配置部１５と、感圧接着剤層２０が配置されていない感圧接着

剤非配置部１６と、を有する。 

【００２４】 

感圧接着剤非配置部１６は、長手方向に連続して延びる複数の帯状部分１８ａ、

１８ｂ、１８ｃ、１８ｄから構成されている。これら帯状部分１８ａ、１８ｂ、１

８ｃ、１８ｄはそれぞれ、感圧接着剤配置部１５に挟まれた状態で、積層シート１

の幅方向に一定の間隔をおいて配置されている。これによって、感圧接着剤非配置
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部１６は、シート状基材表面１０Ａにおいて全体としてストライプ状のパターンを

呈している。なお、この実施形態では、帯状部分１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄ

はいずれも、積層シート１の端部に到達している。 

【００２５】 

感圧接着剤非配置部１６の帯状部分１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄは、それぞ

れ積層シート１の幅方向端辺ＷＥ１、ＷＥ２に交差する角度で延びている。具体的

には、波状に延びている。そのため、感圧接着剤非配置部１６の帯状部分１８ａ、

１８ｂ、１８ｃ、１８ｄのうち積層シート１の幅方向端辺ＷＥ１に接する帯状部分

１８ａは、端辺ＷＥ１に交差する角度で端辺ＷＥ１に到達している。同様に、感圧

接着剤非配置部１６において積層シート１の幅方向端辺ＷＥ２に接する帯状部分１

８ｄは、端辺ＷＥ２に交差する角度で端辺ＷＥ２に到達している。また、感圧接着

剤非配置部１６の帯状部分１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄは、積層シート１の長

手方向の端辺ＬＥ１、ＬＥ２に対しても端辺ＬＥ１、ＬＥ２に交差する角度で延び

ており、端辺ＬＥ１、ＬＥ２に到達している。 

【００２６】 

感圧接着剤配置部１５も、複数の帯状部分１７ａ、１７ｂ、１７ｃ、１７ｄ、１

７ｅから構成されている。これら帯状部分１７ａ、１７ｂ、…、１７ｅは、積層シ

ート１の幅方向に一定の間隔をおいて配置されている。そして、感圧接着剤配置部

１５の複数の帯状部分１７ａ、１７ｂ、…、１７ｅのうち隣りあう２つの帯状部分

（例えば１７ｂ、１７ｃ）のあいだには、感圧接着剤非配置部１６の帯状部分（例

えば１８ｂ）が位置している。また、シート状基材表面１０Ａにおいて、感圧接着

剤配置部１５の帯状部分１７ａ、１７ｂ、１７ｃ、１７ｄ、１７ｅと感圧接着剤非

配置部１６の帯状部分１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄとは交互に配置されている。

そのため、感圧接着剤配置部１５の帯状部分１７ａ、１７ｂ、１７ｃ、１７ｄ、１

７ｅも、感圧接着剤非配置部１６の帯状部分１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄの形

状に対応して、長手方向に連続して波状に延びている。このように、シート状基材
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表面１０Ａには、感圧接着剤配置部１５と感圧接着剤非配置部１６との組合せによ

る波状のストライプパターンが形成されている。 

【００２７】 

上記の構成は、接着性表面１Ａを基準にすると次のように説明される。すなわち、

感圧接着剤層２０は、複数の感圧接着部２５ａ、２５ｂ、２５ｃ、２５ｄ、２５ｅ

から構成されている。これら感圧接着部２５ａ、２５ｂ、…、２５ｅは、シート状

基材表面１０Ａにおける感圧接着剤配置部１５の帯状部分１７ａ、１７ｂ、…、１

７ｅの上にそれぞれ配置されている。そのため、感圧接着部２５ａ、２５ｂ、…、

２５ｅは、接着性表面１Ａにおいて、シート状基材表面１０Ａにおける感圧接着剤

配置部１５の帯状部分１７ａ、１７ｂ、…、１７ｅと同様の形状、パターン（具体

的には、波形状、ストライプパターン）を呈している。 

【００２８】 

また、シート状基材表面１０Ａにおける感圧接着剤非配置部１６の帯状部分１８

ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄ上には、複数の感圧接着部２５ａ、２５ｂ、…、２５

ｅのうち隣りあう２つに挟まれるかたちで、溝２６ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄが

それぞれ形成されている。したがって、溝２６ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄは、接

着性表面１Ａにおいて、シート状基材表面１０Ａにおける感圧接着剤非配置部１６

の帯状部分１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄと同様の形状、パターン（具体的には、

波形状、ストライプパターン）を呈している。また、感圧接着剤非配置部１６の帯

状部分１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄは、それぞれ溝２６ａ、２６ｂ、２６ｃ、

２６ｄの底部を構成しており、そのため、溝２６ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄの底

部は平坦面となっている。なお、この実施形態では、溝２６ａ、２６ｂ、２６ｃ、

２６ｄの断面形状（溝の延長方向に直交する断面の形状）は、上方に開口したコの

字状（矩形状ともいえる。）であるが、これに限定されず、台形状等であってもよい。 

【００２９】 

上記のように、接着性表面１Ａにおける感圧接着剤層２０は、シート状基材表面
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１０Ａと対応して、感圧接着剤が存在する部分（感圧接着部２５ａ、２５ｂ、…、

２５ｅ）と存在しない部分（溝２６ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄ）との組合せによ

り、波状のストライプパターンを呈している。 

【００３０】 

感圧接着剤非配置部１６の各帯状部分１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄ（溝２６

ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄ）の幅は、所望の空気等抜け性と接着力とが得られる

よう設定すればよく特に限定されないが、凡そ０．１～５ｍｍ（好ましくは０．３

～３ｍｍ、より好ましくは０．５～２ｍｍ）の範囲内とすることが適当である。・・・ 

【００３１】 

感圧接着部２５ａ、２５ｂ、…、２５ｅの幅（各帯状部分１７ａ、１７ｂ、…、

１７ｅの幅でもあり得る。）は、所望の空気等抜け性と接着力とが得られるよう設定

すればよく特に限定されないが、１～１００ｍｍ（好ましくは２～５０ｍｍ、例え

ば３～３０ｍｍ）の範囲内とすることが適当である。・・・ 

【００３２】 

感圧接着剤非配置部１６の各帯状部分１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄ（溝２６

ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄ）が規則的に繰返し折れ曲がりながら延びている場合

（典型的には波形状を有する場合）には、空気等抜け性の観点から、その振幅は５

～２００ｍｍ（好ましくは１０～１５０ｍｍ、より好ましくは４０～１００ｍｍ）

の範囲内とすることが適当である。なお、上記振幅とは、上記パターンの１本の溝

（感圧接着剤非配置部）について、当該溝が延びる方向（典型的には積層シート１

の長手方向）に直交する方向における、当該１本の溝が形成する波模様の山と谷と

の高低差（波高）を指すものとする。 

【００３３】 

感圧接着剤非配置部１６の各帯状部分１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄ（溝２６

ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄ）が規則的に繰返し折れ曲がりながら延びている場合

（典型的には波形状を有する場合）には、感圧接着剤非配置部１６の各帯状部分１
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８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄ（溝２６ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄ）の繰返しピ

ッチ（以下、単に「ピッチ」ともいう。）は、所望の空気等抜け性と接着力とが得ら

れるよう設定すればよく特に限定されないが、１０～５００ｍｍ（好ましくは３０

～３００ｍｍ、より好ましくは６０～２００ｍｍ）の範囲内とすることが適当であ

る。なお、上記繰返しピッチは、典型的には波長であり、該波長とは、波が延びる

方向における一のピークからその隣のピークまでの距離（波の上下方向に直交する

方向（水平方向）における最短距離）を指すものとする。 

【００３４】 

積層シート１は、使用前においては、シート状基材１０の他面（感圧接着剤層２

０側の表面１０Ａの反対側の面）１０Ｂが剥離面となっており、積層シート１を巻

回することにより該他面１０Ｂに感圧接着剤層２０が当接して、接着性表面１Ａが

シート状基材１０の他面１０Ｂで保護された構成であり得る。あるいはまた、感圧

接着剤層２０が、少なくとも該接着性表面１Ａ側が剥離面となっている剥離ライナ

ー（図示せず）によって保護された構成を有する剥離ライナー付き積層シートであ

ってもよい。 

【００３５】 

ここに開示される技術は、上記実施形態のように、感圧接着剤非配置部の帯状部

分がシート状基材の表面において規則的に繰返し折れ曲がりながら曲線状に延びる

形状（典型的には波状）を有し、複数の帯状部分が波状のストライプパターンを呈

する態様で好ましく実施され得る。上記の形状、パターンを有することによって、

積層シート端辺近傍における端部剥がれ等の発生が好適に防止され、なめらかで均

一な貼り付け性が好適に得られる。波状の例としては、サインウェーブや疑似サイ

ンウェーブ、円弧波等の曲線状のものや、ジグザグ状、三角波等の非曲線状のもの

が挙げられる。波状パターンは、同形または異形の２種以上の波をそれらの位相を

ずらした状態で、あるいは形状やパターンを反転させる等して、重ねて形成された

ものであってもよい。感圧接着剤非配置部の帯状部分の形状は、上記波状のほか、
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例えば、弧状、円状、楕円状、直線状であってもよい。直線状の場合は、積層シー

トの長手方向に交差（例えば直交や斜交）する方向に延びるものであり得る。 

【００３８】 

上記シート状基材としては、例えば、樹脂シート、紙、布、ゴムシート、発泡体

シート、金属箔、これらの複合体や積層体等を用いることができる。なかでも、貼

り付け性やシート外観性（例えばシート外面の見映え）の観点から、樹脂シート層

を含むことが好ましい。樹脂シート層を含むことは、寸法安定性、厚さ精度、加工

性、引張強度等の観点からも有利である。・・・ 

【００３９】 

好ましい一態様では、シート状基材は、発泡体シートを備える基材（発泡体含有

基材）である。これによって、積層シートに衝撃吸収機能が付与される。ここで発

泡体シートとは、気泡（気泡構造）を有する部分を備えたシート状構造体をいう。

発泡体含有基材は、発泡体シートから構成された単層構造体であってもよく、２層

以上の多層構造のうちの少なくとも１層が発泡体シート（発泡体層）で構成された

多層構造体であってもよい。発泡体含有基材の構成例としては、発泡体シート（発

泡体層）と非発泡体シート（非発泡体層）とが積層された複合基材が挙げられる。

非発泡体シート（非発泡体層）とは、発泡体とするための意図的な処理（例えば気

泡導入処理）を行っていないシート状構造体をいい、気泡構造を実質的に有しない

シートをいう。・・・ 

【００６５】 

上記シート状基材（例えば樹脂シート）は、所望の意匠性や光学特性を付与する

ために、各種着色剤（例えば顔料）を含ませて黒色、白色その他の色に着色されて

いてもよい。黒色系着色剤としてはカーボンブラックが好ましい。また、シート状

基材の少なくとも一方の表面（片面または両面）に印刷等により１層または２層以

上の着色層（例えば黒色層や白色層）を積層する方法を採用してもよい。 

【００６９】 
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シート状基材の厚さは特に限定されず、目的に応じて適宜選択できる。一般的に

は、上記厚さは、通常は１μｍ以上（例えば２～５００μｍ程度）とすることが適

当であり、５～５００μｍ（例えば１０～２００μｍ、典型的には１５～１００μ

ｍ）程度とすることが好ましい。シート状基材の厚さを制限することは、積層シー

トの薄膜化、小型化、軽量化、省資源化等の点で有利である。 

【００７０】 

シート状基材が発泡体シートを含む場合、発泡体含有基材（例えば発泡体シート

基材）の厚さは、積層シートの強度や柔軟性、使用目的等に応じて適宜設定するこ

とができる。衝撃吸収性等の観点からは、発泡体含有基材の厚さを３０μｍ以上と

することが適当であり、好ましくは５０μｍ以上、より好ましくは６０μｍ以上（例

えば８０μｍ以上）である。積層シートの薄膜化、小型化、軽量化、省資源化等の

観点から、通常は、発泡体含有基材の厚さを１ｍｍ以下とすることが適当である。

ここに開示される発泡体シートを使用することにより、上記厚さが３５０μｍ以下

（より好ましくは２５０μｍ以下、例えば１８０μｍ以下）程度でも、優れた衝撃

吸収機能を発揮することができる。なお、発泡体含有基材における発泡体シート（発

泡体層であり得る。）の厚さも、上述の発泡体含有基材の厚さとして例示した範囲か

ら好ましく選定され得る。 

【００７１】 

ここに開示される感圧接着剤層は、典型的には、室温付近の温度域において柔ら

かい固体（粘弾性体）の状態を呈し、圧力により簡単に被着体に接着する性質を有

する材料（感圧接着剤）から構成された層をいう。ここでいう感圧接着剤は、「C.A.

Dahlquist,“Adhesion : Fundamental and Practice”, McLaren & Sons, (1966) 

P.143」に定義されているとおり、一般的に、複素引張弾性率Ｅ＊（１Ｈｚ）＜１０７ 

ｄｙｎｅ／ｃｍ２を満たす性質を有する材料（典型的には、２５℃において上記性質

を有する材料）である。 

【００８５】 
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ここに開示される感圧接着剤層は、シート状基材表面において感圧接着剤配置部

と感圧接着剤非配置部とが所定の形状を有するように部分的に配置されるように形

成すればよく、そのこと以外は特に限定されない。例えば、スクリーン印刷やコン

ピュータ制御による描画、掻取法、押出法等の方法を適宜採用して、積層シートの

幅方向端辺に交差する角度で延びる溝を接着性表面に形成することにより、感圧接

着剤層は部分的に配置され得る。 

【００８８】 

ここに開示される感圧接着剤層の厚さは特に限定されず、目的に応じて適宜選択

することができる。通常は、乾燥効率等の生産性や接着特性等の観点から、０．５

～２００μｍ程度とすることが適当であり、２～２００μｍ（例えば５～１００μ

ｍ、典型的には１０～５０μｍ）程度とすることが好ましい。感圧接着剤層の厚さ

を制限することは、積層シートの薄膜化、小型化、軽量化、省資源化等の点で有利

である。また、ここに開示される技術によると、厚さが制限された感圧接着剤層を

有する構成においても、溝の深さは該感圧接着剤層の厚さと同等であるので、良好

な空気等抜け性が得られる。ここに開示される技術が、基材の両面に感圧接着剤層

を備える両面接着性シートの形態で実施される場合、各感圧接着剤層の厚さは同じ

であってもよく、異なっていてもよい。 

【００８９】 

上記の感圧接着剤層を備える積層シートの接着性表面は、感圧接着剤非配置部を

設けているにもかかわらず、１．５Ｎ／２０ｍｍ以上（例えば２Ｎ／２０ｍｍ以上、

典型的には３Ｎ／２０ｍｍ以上）の１８０度剥離強度を示し得る。このように、こ

こに開示される積層シートは、良好な空気等抜け性を維持しつつ、所定以上の接着

力を発揮することができる。上記１８０度剥離強度は５Ｎ／２０ｍｍ以上（例えば

８Ｎ／２０ｍｍ以上、典型的には１０Ｎ／２０ｍｍ以上）であることが好ましい。

なお、１８０度剥離強度は、下記の方法で測定すればよい。具体的には、積層シー

トを幅２０ｍｍ、長さ１００ｍｍのサイズにカットした測定サンプルにつき、２３℃、
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５０％ＲＨの環境下にて、上記測定サンプルの接着性表面をステンレス鋼板（ＳＵ

Ｓ３０４ＢＡ板）の表面に、２ｋｇのローラを１往復させて圧着する。これを同環

境下に３０分間放置した後、万能引張圧縮試験機を使用して、ＪＩＳ Ｚ ０２３

７：２０００に準じて、引張速度３００ｍｍ／分、剥離角度１８０度の条件で、剥

離強度（Ｎ／２０ｍｍ）を測定する。 

【００９２】 

ここに開示される積層シート（感圧接着剤層と基材とを含むが、剥離ライナーは

含まない。）の総厚さは特に限定されず、凡そ２～１０００μｍ（例えば５～５００

μｍ、好適には１０～３００μｍ、典型的には１５～１００μｍ）の範囲とするこ

とが適当である。総厚さが制限された積層シートは、該積層シートが適用される製

品の小型化、軽量化、省資源化等の点で有利なものとなり得る。 

【００９５】 

なお、本明細書における積層シートの概念には、積層構造を有する感圧接着シー

ト、感圧接着テープ、感圧接着ラベル、感圧接着フィルム等と称され得るものが包

含される。また、本明細書において「長尺状」は、典型的な帯形状を包含するだけ

でなく、例えば、後述の枠状や輪状のように長尺状部分が一周してつながったよう

な形状も、長手方向の端部が連結している他は長尺状部分から構成されているとい

えるため、これを包含するものとする。・・・ 

【００９６】 

また、上記実施形態では、感圧接着剤非配置部は、複数の帯状部分が所定の間隔

をおいて積層シートの幅方向端辺に交差する角度で波状に延びており、これによっ

て波状のストライプパターンに形成されていたが、ここに開示される技術はこれに

限定されない。感圧接着剤非配置部の帯状部分は、例えば長手方向に対して斜行す

る直線や、弧状など、積層シートの幅方向端辺に交差する角度で延びていればよい。

これにより、接着性表面において該感圧接着剤非配置部の帯状部分上に形成された

溝から、接着面に留まろうとする空気等は抜け得るので、上記接着面における空気
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だまり等の発生は防止される。また、積層シートの幅方向端辺近傍における感圧接

着剤非配置部の偏在を原因とする端部剥がれ等の発生は防止され、積層シートの接

着性表面全体にわたって均一な接着特性が実現され得る。 

【００９７】 

ここに開示される積層シートは、上述のように、被着体への貼り付け時において、

被着体との間に空気だまり等が発生することを高度に防止することができる。・・・ 

【００９８】 

また、積層シートと被着体との間には、貼り付け時だけでなく、貼り付け後、時

間が経過するにつれて空気だまり等が発生する場合がある。典型的には、積層シー

トを貼り付けた後に、比較的高温（例えば３５℃以上）環境下で保管、使用等され

た場合に、上述の空気だまり等が接着面に発生し、外観性の低下を引き起こし得

る。・・・ここに開示される技術によると、上記のような高温環境に曝される用途に

用いられても、上記接着面における空気だまり等の発生を防止し、外観性の低下を

長期間にわたって抑制することができる。 

【０１００】 

また、ここに開示される積層シートは、薄厚に構成した場合であっても、貼り付

け後の外観品質の低下を防ぎつつ、良好な接着特性を維持することが可能である。

したがって、薄厚化や軽量化が求められており、かつ省資源化が望ましい用途（例

えば携帯電子機器用途）に好ましく適用され得る。具体的には、携帯電子機器（例

えば、携帯電話、スマートフォン、タブレット型パソコン、ノートパソコン等）の

表面保護シート、上記携帯電子機器の液晶表示装置における接合固定用途、上記携

帯電子機器の表示部を保護する保護パネル（レンズ）固定用途、携帯電話のキーモ

ジュール部材固定用途等に好ましく適用され得る。・・・ 

【０１０１】 

以下、本発明に関するいくつかの実施例を説明するが、本発明を実施例に示すも

のに限定することを意図したものではない。なお、以下の説明において「部」およ
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び「％」は、特に断りがない限り重量基準である。 

【０１０２】 

＜発泡体シート製造例１＞ 

・・・アクリル系樹脂発泡体シートＡを作製した。この発泡体シートＡは、厚さ

１００μｍ、見掛け密度０．３４ｇ／ｃｍ３、気泡率６５．７％、最大気泡径７２．

５μｍ、最小気泡径２８．５μｍ、平均気泡径４５μｍの連続気泡構造を有する発

泡体シートであり、その通気度は３０秒／１００ｍＬ以下である。 

【０１０３】 

＜発泡体シート製造例２＞ 

・・・長尺状の発泡体原反を得た。・・・ 

【０１０４】 

上記で得た発泡体原反を、・・・加工した。・・・両面が熱溶融処理されたポリプ

ロピレン（ＰＰ）系樹脂発泡体シートＢを作製した。この発泡体シートＢは、厚さ

１００μｍ、見掛け密度０．１２ｇ／ｃｍ３、気泡率８８％、最大気泡径９０μｍ、

最小気泡径３０μｍ、平均気泡径６０μｍの連続気泡構造を有する発泡体シートで

あり、その通気度は１３３秒／１００ｍＬである。 

【０１０８】 

［発泡体シートの圧縮荷重（硬さ）］ 

発泡体シートの５０％圧縮荷重（硬さ）は、ＪＩＳ Ｋ ６７６７：１９９９に

準拠して測定した。具体的には、上記で得た発泡体シートＡ、Ｂをそれぞれ１００

ｍｍ×１００ｍｍに切り抜き、総厚さが２ｍｍ以上になるように積層し、これを測

定サンプルとした。室温条件にて、圧縮試験機を用いて上記測定サンプルに対して

１０ｍｍ／分の速度で圧縮を行い、圧縮率が５０％に達したところ（初期厚さに対

して厚さが５０％まで圧縮された時点）で、１０秒保持した後の値（反発応力：Ｎ

／ｃｍ２）を５０％圧縮荷重として記録した。その他の条件（例えば治具や計算方法

等）については、ＪＩＳ Ｋ ６７６７：１９９９に準じた。結果を表１に示す。 
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【０１０９】 

【表１】 

 

 

 

 

 

 

 

【０１１０】 

＜実験例＞ 

（例１～３） 

・・・ 

市販の剥離ライナーを用意し、上記剥離ライナーの剥離面に上記感圧接着剤組成

物を、乾燥後の厚さが２μｍとなるように塗付し、櫛状の掻き取り具を用いた掻取

法を採用して感圧接着剤層に対して波状ストライプの部分的除去を行い、１００℃

で２分間乾燥させた。 

厚さ２μｍのＰＥＴフィルム基材（商品名「ルミラー」、東レ社製）を用意し、こ

のＰＥＴ基材のコロナ放電処理面に、剥離ライナー上に形成された感圧接着剤層を

貼り合わせた。上記剥離ライナーは、そのまま感圧接着剤層上に残し、該感圧接着

剤層の表面の保護に使用した。得られた構造体を８０℃のラミネータ（０．３ＭＰ

ａ、速度０．５ｍ／分）に１回通過させた後、５０℃のオーブン中で１日間エージ

ングした。このようにして、図１、２に示すような波状ストライプの感圧接着剤非

配置部（溝）パターンがＰＥＴ基材の表面に形成された各例に係る積層シートを得

た。各例に係る上記感圧接着剤非配置部パターンの溝の幅（ｍｍ）、溝の間隔（感圧

接着部の幅）（ｍｍ）、振幅（ｍｍ）、ピッチ（ｍｍ）を表２に示す。 
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【０１１１】 

（例４～６） 

感圧接着剤層の厚さ、ＰＥＴ基材の厚さを表２に示す内容に変更した他は例２と

同様にして各例に係る積層シートを得た。 

【０１１２】 

（例７） 

片面が剥離処理されたＰＥＴフィルム（厚さ３８μｍ）に代えて例５で使用した

ＰＥＴフィルム（厚さ１００μｍ）を用いた他は上記製造例１と同様の方法を採用

して、該ＰＥＴフィルム上にアクリル系発泡体層（厚さ１００μｍ）を形成し、Ｐ

ＥＴ層と発泡体層との積層シート状基材を作製した。このシート状基材のＰＥＴ層

側表面にコロナ放電処理を施し、当該コロナ放電処理面に、例５と同様にして感圧

接着剤層を貼り合わせ、本例に係る積層シートを得た。 

【０１１６】 

［空気抜け性の評価］ 

各例に係る積層シートにつき、被着体の平滑表面に貼り付けた際の空気抜け性を

目視で観察した。積層シートと被着体との間に空気だまりが生じなかったものを「○」

と評価し、接着面に空気だまりが認められたものを「×」と評価した。また、上記

目視評価で「○」と評価されたものにつき、さらに空気抜け速度を次の４段階で評

価した。結果を表２に示す。 

Ａ：評価サンプルのなかで最も速い空気抜け性を示した。 

Ｂ：被着体への貼り付け後、接着面における空気はすぐに抜けた。 

Ｃ：被着体への貼り付け後、接着面における空気は比較的ゆっくりと抜けた。 

Ｄ：被着体への貼り付け後、空気は抜けたが、その抜け具合はかなり遅かった。 
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【０１１７】 

【表２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 図面 

【図１】               【図２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 前記(1)によると、甲１の例７に係る発明（特に甲１の段落【００１０】、【０

０９５】、【０１００】、【０１１０】～【０１１２】、【０１１７】【表２】、【図１】参

照）として、前記第２の３(2)アのように本件決定が認定したとおりの次の甲１発明

が認められる。 
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「アクリル系発泡体層を含むシート状基材（ＰＥＴフィルム／アクリル発泡体）

のＰＥＴ層側表面において、分離して配置された２以上の部分を有する感圧接着剤

配置部（幅４０ｍｍ）と、前記感圧接着剤配置部のあいだに位置している感圧接着

剤非配置部（幅１．０ｍｍ）とを有し、前記感圧接着剤非配置部の帯状部分は積層

シートの端部に到達している波状パターンであり、剥離強度が５．０Ｎ／２５ｍｍ

で、気泡抜け性の評価が“○”の感圧接着剤層を有する、携帯電子機器（スマート

フォン等）の液晶表示装置における接合固定用途等に好ましく適用され得る、その

概念に感圧接着テープと称され得るものが包含される積層シート。」 

(3) そして、本件発明１と前記(2)の甲１発明を対比すると、前記第２の３(2)イ

のように本件決定が認定したとおりの次の相違点が認められる。 

（相違点α) 

発泡体層（Ａ）の一方の面（ａ）側から粘着部（Ｂ）を観察した際の前記粘着部

（Ｂ）の形状が、本件発明１においては「略円形状、略四角形状または略六角形状」

であるのに対して、甲１発明においては「波状パターン」である点。 

（相違点β)  

粘着テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲に、本件発明１においては

「粘着部（Ｂ）が１０個～５００００個存在」するのに対して、甲１発明において

は個数が不明な点。 

（相違点γ) 

粘着部（Ｂ）の周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づく損失正

接のピーク温度が、本件発明１においては「－２５℃～５℃」であるのに対して、

甲１発明においては損失正接のピーク温度が不明な点。 

（相違点δ) 

２以上の前記粘着部（Ｂ）から選択される任意の粘着部（ｂ１）と、前記粘着部

（ｂ１）に近接する粘着部（ｂ２）との距離が、本件発明１においては「０．０５

ｍｍ～０．１５ｍｍ」であるのに対して、甲１発明においては「感圧接着剤非配置
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部」の幅が「１．０ｍｍ」である点。 

（相違点ε) 

粘着部（Ｂ）の厚さが、本件発明１においては「１～６μｍ」であるのに対して、

甲１発明においては、甲１の段落０１１８の「表２…例７…感圧接着剤層…厚さ［μ

ｍ］…２０」との記載にあるように、具体的には「２０μｍ」である点。 

３ 甲２～１３の記載事項 

(1) 甲２（乙５）の記載事項 

平成２８年８月２２日に公開された甲２（乙５）は、発明の名称を「粘着シート、

その製造方法及び電子機器」とする特許出願に係るもので、甲２（乙５）には、次

の記載がある。 

ア 特許請求の範囲 

【請求項１】 

支持体（Ａ）の両面に直接または他の層を介して粘着剤層（Ｂ）を有する総厚さ

１２μｍ以下の粘着シートであって、 

前記粘着剤層（Ｂ）のうち少なくとも一方の粘着剤層（ｂ）の中心線平均表面粗

さＲａが０．１μｍ～２μｍであることを特徴とする粘着シート。 

【請求項３】 

前記支持体（Ａ）の厚さが１μｍ～４μｍであり、かつ、粘着剤層（ｂ）の厚さ

が１μｍ～６μｍである請求項１または請求項２に記載の粘着シート。 

【請求項５】 

前記粘着剤層（ｂ）の、周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づ

く損失正接のピーク温度が、－３０℃～２０℃の範囲である請求項１～４のいずれ

か１項に記載の粘着シート。 

イ 発明の詳細な説明 

【技術分野】 

【０００１】 
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本発明は、例えば携帯用電子機器のきょう体や部品等を接合する場面で好適に使

用できる薄型の粘着シートに関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

粘着シートは、作業性に優れ、接着信頼性の高い接合手段であるため、例えばＯ

Ａ機器や家電製品等の電子機器の製造場面で広く使用されている。 

【０００３】 

前記電子機器には、近年、高機能化と小型化と薄型化とが求められており、特に

パソコン、デジタルビデオカメラ、電子手帳、携帯電話、ＰＨＳ、スマートフォン、

ゲーム機器、電子書籍等の携帯電子端末には、さらなる小型化や薄型化が求められ

ている。そのため、前記携帯電子端末の製造場面では、主要構成部品の薄型化と共

に、この部品の固定に使用する粘着シートにも、さらなる薄型化が求められている。 

【０００４】 

前記薄型の粘着シートとしては、例えばアクリル系粘着剤を、芯材の両面に有す

る粘着シートであって、該芯材及び両面の粘着剤層を合わせた総厚さが３０μｍ以

下であり、両面の粘着剤層の厚さが２～１０μｍである粘着シートが知られている

（例えば、特許文献１参照。）。 

【０００５】 

しかし、前記粘着シートの薄型化がすすむなかで、前記薄型の粘着シートと被着

体とを貼り合わせる際に、それらの界面に気泡が残存しやすく、その結果、粘着シ

ートの膨れ等に起因した外観不良や、熱伝導性や接着力等の性能低下を引き起こす

場合があった。 

【０００６】 

前記粘着シートを被着体に貼付する際の気泡の混入等を抑制する方法としては、

例えば粘着剤面に周縁部まで連通連続状に極細溝を網目状に形成して、多数の独立

島部を形成し、さらに該独立島部の面積を０．２５ｍｍ２から８．４１ｍｍ２とし、
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独立島部の高さを５～２０μｍとし、且つ、上記極細溝の幅を０．１ｍｍ～０．５

ｍｍに設定した粘着シートが開示されている（例えば、特許文献２参照。）。 

【０００７】 

しかし、前記粘着シートは比較的厚いため前記したような複雑な極細溝等を形成

することができるものの、前記携帯電子機器の薄型化等に貢献しうる薄型粘着シー

トでは、前記したような極細で複雑形状な溝等を形成するが（判決注：「形成するの

が」の誤記と認める。）困難な場合があった。 

【０００８】 

また、溝等が形成された薄型粘着シートは、一般に、圧着した際の接着性の点で

十分でないため、粘着シートの剥がれ等を引き起こしやすいという課題があった。 

【０００９】 

このように、薄型であっても、被着体と粘着剤層との界面に気泡が残存せず、か

つ、優れた接着力とを備えた粘着シートの開発が求められているものの、それらを

高いレベルで両立した粘着シートは、未だ見出されていなかった。 

【発明の開示】 

【発明が解決しようとする課題】 

【００１１】 

本発明が解決しようとする課題は、被着体との界面に気泡が残存することを防止

でき、かつ、接着力に優れた薄型の粘着シートを提供することである。 

【課題を解決するための手段】 

【００１２】 

本発明者等は、貼付の際に、被着体に接しうる粘着剤層の表面に所定の凹凸形状

を有する粘着シートを使用することによって、上記課題を解決できることを見出し

た。 

【００１３】 

すなわち、本発明は、支持体（Ａ）の両面に直接または他の層を介して粘着剤層
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（Ｂ）を有する総厚さ１２μｍ以下の粘着シートであって、前記粘着剤層（Ｂ）の

うち少なくとも一方の粘着剤層（ｂ）の中心線平均表面粗さＲａが０．１μｍ～２

μｍであることを特徴とする粘着シートに関するものである。 

【発明の効果】 

【００１４】 

本発明の粘着シートは、非常に薄型で、被着体との界面に気泡が残存しにくく、

かつ、接着力に優れることから、例えば携帯電子端末等の電子機器を構成するきょ

う体と、充電池等の部品との接着に好適に使用することができる。 

【発明を実施するための形態】 

【００１６】 

本発明の粘着シートは、支持体（Ａ）の両面に直接または他の層を介して粘着剤

層（Ｂ）を有する総厚さ１２μｍ以下の粘着シートであって、前記粘着剤層（Ｂ）

のうち少なくとも一方の粘着剤層（ｂ）の中心線平均表面粗さＲａが０．１μｍ～

２μｍであることを特徴とする。 

【００１９】 

本発明の粘着シートとしては、総厚さ１２μｍ以下であるものを使用することが

好ましく、２μｍ～１１μｍであるものを使用することがより好ましく、３μｍ～

７μｍであるものを使用することがさらに好ましく、３μｍ～６μｍであるものを

使用することが、例えば携帯電子端末等の薄型化に貢献するうえで特に好まし

い。・・・ 

【００４３】 

前記粘着剤層（ｂ）を含む粘着剤層（Ｂ）の、周波数１Ｈｚで測定される動的粘

弾性スペクトルに基づく損失正接のピーク温度は、特に限定されるものではないが、

－３０℃～２０℃であることが好ましく、－２０℃～１０℃であることがより好ま

しく、－１０℃～５℃であることが、前記粘着剤層（ｂ）の中心線平均表面粗さＲ

ａ等で表される表面形状が保持されやすいため表面粗さ等の経時的な変化を防止し
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やすく、被着体と粘着剤層（ｂ）との界面から気泡を容易に除去することができ、

その結果、前記粘着シートの膨れ等に起因した外観不良や、熱伝導性や耐熱性や接

着力等の性能低下をより効果的に防止できるためより好ましい。 

【００５４】 

前記粘着剤層（ｂ）を含む粘着剤層（Ｂ）としては、それぞれ厚さ０．５μｍ～

６μｍであるものを使用することが好ましく、１μｍ～３μｍであるものを使用す

ることが、薄型であっても接着力の優れた粘着シートを得るうえでより好ましい。

特に前記粘着剤層（ｂ）は、厚さ１μｍ～６μｍのものを使用することが好ましく、

厚さ１μｍ～３μｍのものを使用することが、被着体と粘着剤層（ｂ）との界面か

ら気泡を容易に除去することができ、その結果、前記粘着シートの膨れ等に起因し

た外観不良や、熱伝導性や耐熱性や接着力等の性能低下をより効果的に防止できる

ためより好ましい。なお、前記粘着剤層（Ｂ）は、前記支持体（Ａ）の各面に設け

られる各粘着剤層が同一の厚さを有するものであってもよく、異なる厚さを有する

ものであってもよい。・・・ 

【実施例】 

【０１２６】 

（調製例１）粘着剤Ａ 

・・・ 

【０１２８】 

前記粘着剤溶液と、「ＮＣ４０」（ＤＩＣ株式会社製、イソシアネート系架橋剤）

２．０質量部とを混合し撹拌することによって、粘着剤Ａを得た。 

【０１２９】 

前記粘着剤Ａを用いて得られた粘着剤層のｔａｎδのピーク温度は０℃であり、

そのゲル分率は４０質量％であった。 

(2) 甲３の記載事項 

２０１６年（平成２８年）７月１４日に国際公開された甲３は、発明の名称を「粘
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着テープ」とする特許出願に係るもので、甲３には、次の記載がある。 

ア 請求の範囲 

［請求項１］ 基材の両面に粘着剤層を有する粘着テープであって、前記粘着剤

層のうち少なくとも片面の粘着剤層は粘着剤が存在する粘着剤部分と粘着剤が存在

しない非粘着剤部分とが混在してなり、前記粘着剤層における粘着剤部分の面積の

割合が４０～９５％である、放熱シート又は磁性シートと被着体の間の貼り付けに

使用される粘着テープ。 

イ 明細書 

(ｱ) 技術分野 

［０００１］ 本発明は、放熱シート又は磁性シートと被着体の間の貼り付けに

使用される粘着テープに関する。 

(ｲ) 背景技術 

［０００２］ 例えば携帯電話、スマートフォン等の電子機器においては、その

樹脂製筐体に放熱シート（グラファイトシート）や磁性シート（フェライトシート）

が貼着される場合がある。また、電子機器が大型になると、それに合わせて放熱シ

ートや磁性シートも大型化される。そしてその貼着には両面粘着テープが使用され

る場合がある（特許文献１等）。さらに筐体以外の部材、例えば液晶ユニットや有機

ＥＬ素子の裏等の近辺にある部材に放熱シートや磁性シートを貼着する為に両面粘

着テープが使用される場合もある。また、例えば液晶ユニット裏や有機ＥＬ素子の

裏に貼り付けるクッション材の固定の為に粘着テープが使用される場合もある。 

［０００３］ しかし、筐体等の被着体の熱収縮により寸法変化が発生すると両

面粘着テープ及び放熱シートや磁性シートにしわが発生し、外観が悪化する場合が

ある。また、このようなしわの発生に伴い、放熱シートや磁性シートの機能が低下

する恐れもある。 

(ｳ) 発明の概要 

ａ 発明が解決しようとする課題 
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［０００５］ 本発明の目的は、被着体の熱収縮により寸法変化が発生しても、

両面粘着テープ及び放熱シートや磁性シートのしわの発生を緩和できる粘着テープ

を提供することにある。 

ｂ 課題を解決するための手段 

［０００６］ 本発明は、基材の両面に粘着剤層を有する粘着テープであって、

前記粘着剤層のうち少なくとも片面の粘着剤層は粘着剤が存在する粘着剤部分と粘

着剤が存在しない非粘着剤部分とが混在してなり、前記粘着剤層における粘着剤部

分の面積の割合が４０～９５％である、放熱シート又は磁性シートと被着体の間の

貼り付けに使用される粘着テープである。 

［０００７］ さらに本発明は、本発明の粘着テープの粘着剤層側と、放熱シー

ト又は磁性シートとを貼り付けてなり、貼り付け後の粘着テープの粘着剤層に非粘

着剤部分が残存している積層体である。 

ｃ 発明の効果 

［０００８］ 本発明によれば、被着体の熱収縮により寸法変化が発生しても、

両面粘着テープ及び放熱シートや磁性シートのしわの発生を緩和することができる。 

ｄ 発明を実施するための形態 

［００１０］ 図１は、本発明の粘着テープの一実施形態を示す模式的断面図で

ある。この粘着テープは、基材３の両面に粘着剤層１及び２を有し、粘着剤層１は

全面に粘着剤が存在する層であり、粘着剤層２は粘着剤が存在する粘着剤部分２ａ

と粘着剤が存在しない非粘着剤部分２ｂとが混在してなる層である。・・・ 

［００１１］ 粘着剤部分２ａと非粘着剤部分２ｂが混在するパターンは特に制

限されない。例えば、図２に示すように、四角い島状の粘着剤部分２ａが等間隔に

縦列で規則正しく配列したパターンであっても良いし、図３に示すように、丸い島

状の粘着剤部分２ａが半分ずれた位置の横列で規則正しく配列したパターンであっ

ても良いし、図４に示すように、縦筋状の粘着剤部分２ａが等間隔に規則正しく配

列したパターンであっても良いし、図５に示すように、四角い島状の粘着剤部分２
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ａが半分ずれた位置の縦列で規則正しく配列したパターンであっても良いし、図６

に示すように、四角い島状の粘着剤部分２ａが等間隔に斜め列で規則正しく配列し

たパターンであっても良いし、図７に示すように、四角い島状の粘着剤部分２ａが

半分ずれた位置の斜め列で規則正しく配列したパターンであっても良い。 

［００１２］ 粘着剤部分２ａは、図２～図７に示すような島状又は筋状が好ま

しい。ただし、粘着剤部分２ａは規則正しく配列したパターンに限定されず、ラン

ダムに混在させたものでも構わない。四角状以外の形状としては、例えば三角状、

多角形状が挙げられるが、四角状が粘着剤部分２ａの面積を一番効率的に確保でき、

かつ筋状の粘着剤部分と比較して縦横の等方性の点からも好ましい。筋状の形状は

直線的に配列されるものに限定されず、例えば波線状でも折れ線状でも良い。 

［００１３］ 粘着剤層２における粘着剤部分２ａの面積の割合は４０～９５％

であり、好ましくは５０～９５％である。このような割合で粘着剤部分２ａと非粘

着剤部分２ｂとが混在することにより、被着体の熱収縮により寸法変化が発生して

も、両面粘着テープ及び放熱シートや磁性シートのしわの発生を緩和できる。その

理由は必ずしも明らかではないが、非粘着剤部分２ｂが分散・点在することで、大

きなしわが局所的に集中発生することが無くなり、全体的に分散されることも一因

であろうと考えられる。粘着剤部分２ａの面積の割合が９５％を超えると、しわ発

生の緩和効果が発現し難くなる。また、その割合が４０％未満であると粘着力が低

下してしまう傾向にある。 

［００１４］ なお、粘着テープの貼り付けの際に混入する気泡が原因で部分的

なふくらみが発生することがあるが、本発明の粘着テープは、非粘着剤部分２ｂか

ら気泡を逃すこともできる。したがって本発明は、貼り合わせ時に混入する気泡を

追い出し、均一に貼り合わせる事ができるという効果も奏する。 

［００１５］ 粘着剤部分２ａの幅は特に限定されないが、好ましくは５ｍｍ以

下、より好ましくは１ｍｍ以下である。粘着剤部分２ａの幅が適度に狭ければ、粘

着剤部分２ａ中に気泡の混入（部分的なふくらみ）がより生じ難くなり、パターン
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模様に起因する表面の凹凸がより少なく、放熱シート又は磁性シートと貼り合わせ

た際の外観がより平滑になる。 

［００１６］ 隣り合う粘着剤部分２ａの隙間（すなわち非粘着剤部分２ｂの幅）

は特に限定されないが、好ましくは０.０１～１ｍｍ、より好ましくは０.０１～０.

３ｍｍである。この隙間が０.０１ｍｍ以上であれば、しわの発生をより効果的に緩

和できる。またこの隙間が適度に狭ければ、非粘着剤部分２ｂのみにおける局所的

なしわの発生をより緩和でき、外観の悪化や粘着力の低下をより防止できる。さら

には、粘着テープの加工品（カット品）のエッジ部に非粘着剤部分２ｂが存在する

確率が低くなるので、取り付け性がより安定する。 

［００１７］ 粘着剤層１及び２の厚さは特に限定されないが、好ましくは０.５

～７μｍである。特に、放熱シート又は磁性シートと被着体の間の貼り付けに使用

される粘着テープの粘着剤層は、このような薄い層であることが好ましい。また一

般に粘着剤部分２ａが薄い場合はしわが発生し易い傾向にあるので、本発明はこの

ような薄い粘着剤層を有する粘着テープにおいて特に有用である。また粘着剤部分

２ａが薄い場合は、テープの運搬時や各種シートの抜き加工時、貼り合わせ時に部

分的にテープに圧力をかけても非粘着剤部分２ｂはつぶれにくいため、取り扱い性

に優れ、安定して粘着剤の特性を活かす事ができる。さらに、非粘着剤部分２ｂも

薄ければそこに空気が存在するにもかかわらず、放熱シートの熱伝導性を悪化させ

ない。 

［００２１］ 本発明の粘着テープは、放熱シート又は磁性シートと被着体との

貼り付けに使用される。被着体の具体例としては、携帯電話、スマートフォン等の

電子機器の筐体、並びに電子機器内部で熱や電磁波を発生する部材（例えば液晶ユ

ニット、有機ＥＬ素子、ＣＰＵ、集積回路、電池など）やその近辺の部材が挙げら

れる。さらに本発明の粘着テープは、放熱シートと磁性シートを積層する用途にも

使用できる。この場合の粘着テープは、放熱シート及び磁性シートの一方と、被着

体（放熱シート及び磁性シートの他の一方）との貼り付けに使用されるものである。 
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ｅ 実施例 

［００２５］ ＜実施例１＞ 

アクリル系粘着剤組成物１００部に対し、アルミキレート系硬化剤の２.５％希釈

溶液（川研ファインケミカル社製、商品名アルミキレートＡ（Ｗ））７部を添加し、

攪拌して粘着剤を調製した。この粘着剤を、離型処理した厚さ２５μｍのポリエス

テルフィルムの上に全面平滑に塗布し、加熱乾燥を行い厚さ１.０μｍの粘着剤層１

を形成した。そしてこの粘着剤層１を、厚さ２μｍの基材（三菱樹脂社製ポリエス

テルフィルム、商品名Ｋ１００－２.０Ｗ）の片面に転写した。 

［００２７］ 次いで、４０℃で３日間養生して総厚５μｍの両面粘着テープを

得た。粘着剤層２の四角い島状の粘着剤部分２ａの一辺の長さは０.５ｍｍ、非粘着

剤部分の幅は０.１７ｍｍ、粘着剤部分の面積の割合は５６％とした。 

［００３７］ ＜評価＞ 

実施例及び比較例で作製した両面粘着テープを、以下の方法で評価した。結果を

表１に示す。 

［００３８］ （耐たわみ性） 

両面テープの粘着剤層１を厚さ２５μｍのグラファイトシートに２ｋｇローラー

で貼り合わせた。さらにグラファイトシートのもう一方の面に厚み５μｍのポリエ

ステルフィルム片面粘着テープ（(株)寺岡製作所製、商品名６３３Ｍ ０．００５黒）

を貼り合わせた。次いで、粘着剤層２（比較例１はもう一方の粘着剤層１）を厚さ

１.５ｍｍのアクリロニトリル－ブタジエン－スチレン樹脂板（ＡＢＳ板）に２ｋｇ

ローラーで貼り合わせる事で９０×４０ｍｍの大きさの試験片を作製した。この試

験片を８５℃雰囲気下で１時間加熱し、温度２３±１℃、湿度５０±５％の雰囲気

下で１時間放置し、グラファイトシートとＡＢＳ板との熱収縮率の違いにより発生

するグラファイトシートのたわみによるしわの有無を観察し、以下の基準で評価し

た。 

「○」：しわの発生無し 
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「×」：しわの発生有り 

［００４０］ （貼り合わせ後の気泡の抜け易さ） 

１００×１００ｍｍの両面テープの粘着剤層２（比較例１は粘着剤層１）を硝子

板の上に気泡を抱き込むように貼り合わせ、２ｋｇローラーを用いて抱き込んだ気

泡を追い出せるかどうかを観察し、以下の基準で評価した。 

「○」：気泡を追い出せる 

「×」：気泡を追い出せない 

［００４２］［表１］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［００４３］ 表１に示す通り、実施例１～５は耐たわみ性、気泡の抜け易さ、

熱伝導性のいずれも良好な特性を有していた。一方、全面塗りで糊面の平滑な比較

例１は耐たわみ性、貼り合わせ後の気泡の抜け易さが劣っていた。 

［００４４］ なお、実施例１～５の粘着テープの耐たわみ性の評価は全て「〇」

（しわの発生無し）であるが、その張り付け後の外観を比較すると、実施例１では

粘着剤部分２ａの幅が特に狭いのでパターン模様に起因する表面の凹凸がより少な

く、外観がより平滑になるという点で実施例２～５よりもさらに優れていた。・・・ 
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ウ 図面 
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(3) 甲４の記載事項 

平成１１年１０月２６日に公開された甲４は、発明の名称を「粘着剤付きウレタ

ンフォームとその製造方法」とする特許出願に係るもので、甲４の発明の詳細な説

明には、次の記載がある。 

【発明の詳細な説明】 

【０００１】 

【発明の属する技術分野】この発明は、例えばシール材や緩衝材あるいは防音材

等の用途に好適な粘着剤付きウレタンフォームとその製造方法に関する。 

【０００２】 

【従来の技術】ウレタンフォームを各種機器等の貼付相手面に固定する手段とし

て、いわゆる両面テープが用いられている。すなわち、りけい紙付きの両面テープ

を予めウレタンフォームにラミネートしておき、各種機器の貼付相手面にウレタン

フォームを固定する際に前記りけい紙を剥がして両面テープの粘着剤を貼付相手面

に貼付けるようにしている。 

【０００３】しかしながら両面テープは、薄い基材の表裏両面に粘着剤を塗工す

る必要があるなど製造に比較的手数がかかり、コストも高いなどの問題がある。ま

た、施工後の貼り直しや使用後の除去を行なう際に、両面テープの粘着剤が貼付相

手面に残ってしまうことがあった。 

【０００４】 

【発明が解決しようとする課題】そこで本出願人は特開昭５８－１７３１７９号

公報に開示した粘着剤付発泡シート体を提案した。このものは粘着剤を塗工した非

通液性の中間フィルム上で発泡体を発泡させたものであったが、発泡後の製品に皺

が生じたりカール（湾曲）を生じるなどして寸法精度等が悪くなることから、寸法

精度が要求される精密機器や電子機器には適用が難しかった。 

【０００５】従って本発明の目的は、両面テープを用いることなくポリウレタン

フォームに粘着剤層を設けることができるとともに、皺やカールを防止でき、寸法
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精度が向上する粘着剤付きウレタンフォームとその製造方法に提供することにある。 

【００１０】 

【発明の実施の形態】以下に本発明の一実施形態について図面を参照して説明す

る。・・・ 

【００２０】以下にこの粘着剤付きウレタンフォーム１０の製造方法について説

明する。図３に示すように剥離ライナー１４の一方の面に粘着剤１３ａを供給する

とともに薄く延ばし、乾燥させることによって粘着剤層１３を形成する。また、粘

着剤層１３の上にプラスチックフィルム１２を積層することにより、剥離ライナー

１４で保護された片面粘着テープ１５を作製する。なお、プラスチックフィルム１

２の上に粘着剤１３ａを供給したのち、粘着剤１３ａの上に剥離ライナー１４を積

層することにより、片面粘着テープ１５を作製してもよい。 

【００２１】次に、図４に示すように前記片面粘着テープ１５の剥離ライナー１

４を下に向けた姿勢で、プラスチックフィルム１２の他面側に塗工装置２０によっ

てポリウレタン原液１１ａを所定の厚さに塗布する。塗工装置２０としては、ナイ

フコーター（knife coater）２１をはじめとして周知のスプレーコーター、ロールコ

ーターなど、要するにウレタン原液１１ａを薄く均一に塗工できるものであればよ

い。 

【００２２】ウレタン原液１１ａを塗工後、室温ないし９０℃で発泡を完了し、

室温ないし高温のオーブンにて前記温度（１２０℃以下）でキュアーを行なう。こ

うしてキュアーされたポリウレタンフォーム１１は、発泡直後の寸法に比べて３％

以内の収縮率で収縮しようとするが、前述のプラスチックフィルム１２と剥離ライ

ナー１４の剛性によってポリウレタンフォーム１１の見掛け上の収縮が抑制され、

皺やカールの発生が効果的に回避される。 

(4) 甲５の記載事項 

平成８年３月２６日に公開された甲５は、発明の名称を「フレキソ版仮止め用密

着シート」とする特許出願に係るもので、甲５には、次の記載がある。 
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ア 発明の詳細な説明 

【０００１】 

【産業上の利用分野】本発明は、フレキソ版を版胴、キャリアシートまたはスリ

ーブに密着仮止めするためのフレキソ版仮止め用密着シートに関するものである。 

【０００２】 

【従来の技術】従来のフレキソ印刷において、フレキソ版を印刷機の版胴に装着

する方法として、一般に次の２つの方法が挙げられる。 

（イ）貼り込み校正機を用いてフレキソ版の位置合わせを行ない、印刷機の版胴に

直にフレキソ版を貼り込む方法 

（ロ）ポリアミド、ポリエステル等からなるプラスチックシート（キャリアシート

と呼ばれる）にあらかじめフレキソ版の貼り込み位置を記載し、その位置にフレキ

ソ版を貼り込んだ後、そのキャリアシートをクランプ等によって版胴に装着する方

法 

上記の（イ）の方法では、フレキソ版を貼り込む手段として両面粘着シートによる

貼着が、また（ロ）の方法では、接着剤による接着や両面粘着シートによる貼着が

用いられていた。 

【０００４】しかしながら、両面粘着シートでフレキソ版を貼り込んだ場合、フ

レキソ版と両面粘着シートとの貼着面、及び両面粘着シートと版胴またはキャリア

シートとの貼着面に、空気の巻き込みが起きて空気溜りが生じやすくなり、厚み精

度が出にくいという問題点があった。一般に、最初に貼着した面に空気溜りが生じ

た場合、両面粘着シートの反対面からピンを突き刺して、ピン孔から空気を除去す

ることができるが、次いで反対面を貼着したときに空気溜りが生じた場合は、ピン

を突き刺すことができず、貼り直して空気溜りを除去していた。また空気溜りが小

さい場合は指で押しつぶして拡散していたが、一時的に拡散した空気は次第に粘着

力の弱い部位に集中しやすく、印刷作業中に空気溜りとして存在することがあった。 

【０００５】また、空気溜りが生じたときや、位置を補正するときに行われる貼
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り直し作業においては、版胴またはキャリアシートからフレキソ版を剥しにくいう

えに、粘着剤が貼着面に残留することがあり、さらに残留した粘着剤を貼着面から

剥がす作業が必要になるなどの問題点があった。 

【０００７】また、クッション性のある発泡体層を積層した厚手の両面粘着シー

トを用いて、フレキソ版をキャリアシートに貼り込む場合には、平面上でフレキソ

版の貼り込み作業が行なわれるため、キャリアシートを版胴に装着した際に、フレ

キソ版とキャリアシートとの曲率半径に違いが生じ、キャリアシートにたるみが生

じたり、フレキソ版が版胴の円周方向に引っ張られて微少な歪みを生じたり、発泡

体層が屈折して空気溜りが生じたりするという問題点があった。また、発泡体層を

積層した従来の両面粘着シートでは、粘着力が強いため引き剥し作業がしにくく、

版胴上で両面粘着シートを貼り直してキャリアシートのたるみ、フレキソ版の微少

な歪み、発泡体の屈折による空気溜りを除去することができなかった。 

【０００９】上記の問題点を解決するための手段として、特開平４－３３１１５

２号公報において提案された印刷版の固定シート１００がある。該固定シートは、

図２１に示すように、支持体１０１の両面に凸凹構造の粘着剤層１０２、１０４を

有しており、貼着面に巻き込まれた空気の排気路１０３、１０５を設けたことを特

徴とするものである。該固定シートでフレキソ版をキャリアシートに貼り込むと、

空気溜りは生じない。しかしながら、貼り直しを繰り返すことにより、粘着力は低

下し、粘着剤表面が荒れてしまう。 

【００１７】 

【発明が解決しようとする課題】本発明は、従来の技術の有するそのような問題

点に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、フレキソ版を版胴、キ

ャリアシートまたはスリーブに貼り込むときに、空気溜りを生じることがなく均一

な厚みを保持している。また、適度のクッション性が得られる。また、フレキソ版

を剥すときに無理な引き剥し力を加えることなく剥せ、フレキソ版や密着面が損傷

することがない。さらに、位置合わせするときに作業性がよく、容易に貼り直しが
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できるフレキソ版仮止め用密着シートを提供しようとするものである。 

【００１８】 

【課題を解決するための手段】請求項１に記載のフレキソ版仮止め用密着シート

は、 

（Ａ）プラスチックフィルムからなる支持体 

（Ｂ）支持体の片面に設けられた、内部に多数の気泡があり、それらの気泡は近接

する他の気泡及び／又は表面空間と微細導管で連続している発泡樹脂層 

（Ｃ）発泡樹脂層上の保護層 

（Ｄ）支持体の他面に設けられた粘着剤層、及び 

（Ｅ）粘着剤層上の剥離層 

からなる積層体であることを特徴とする。 

【００２０】請求項３に記載のフレキソ版仮止め用密着シートは、請求項１に記

載の積層体において、粘着剤層が、粘着剤が塗布された凸部と、凸部より薄く塗布

された、または全く塗布されない凹部とからなる粘着剤層であることを特徴とする。 

【００２９】請求項３に記載の支持体の他面に設けられた、粘着剤が塗布された

凸部と、凸部より薄く塗布された、または全く塗布されない凹部とを有する粘着剤

層には、ゴム系粘着剤または樹脂系粘着剤を用いることができる。粘着剤層は厚み

２０～２００μm 、ステンレス板に対する１８０゜引き剥し法による粘着力で４０

０～２５００ｇ／２０mmであることが好ましい。粘着剤層の凸凹構造は、凸部と凹

部とが交互にある、図１０に示すような縞状構造、図１１に示すような格子状構造、

または図１２に示すような斑点状構造等で、凹部が継続的になっている。凹部は、

図８に示すように、粘着剤層の表面の一部を削り取った状態、すなわち凸部より薄

く塗布された状態で形成してもよいし、図９に示すように、全く塗布されない状態

で形成してもよい。また、粘着剤層の凸凹構造は、粘着剤をパターン塗布する方式、

または凸凹構造に対応する成形型に粘着剤を充填した後、その粘着剤を支持体に移

着させる方式で形成できる。一般に、凸部の大きさは幅ないし直径に基づき１～１
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００mm、また凹部の幅は０．１～５mmが好ましい。 

イ 図面 

【図８】              【図９】 

 

 

 

 

 

 

【図１０】             【図１１】 

 

 

 

 

 

【図１２】 

 

 

 

 

 

(5) 甲６の記載事項 

平成２１年１０月２２日に公開された甲６は、発明の名称を「粘着シート」とす

る特許出願に係るもので、甲６には、次の記載がある。 

ア 発明の詳細な説明 

【技術分野】 
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【０００１】 

基材の一方の主面に粘着層を備えた粘着シートは、例えば破れた紙の修復等に広

く利用されている。また、粘着シートの基材として、彩色を施した透明フィルムや

金属を蒸着等した金属箔を備えることによって、例えば化粧版として電子機器等の

筐体表面に適用されている。 

【背景技術】 

【０００２】 

基材の一方の主面に粘着材を均一塗工した粘着シートを筐体表面に貼付すると、

粘着シートの基材と筐体表面との間に空気が入り込み、入り込んだ空気はふくれと

して粘着シート表面に現れ、化粧版としての美観を著しく損なう。 

【０００３】 

この課題の解決策として、特許文献１では、表面シート上に均一塗工した粘着材

で構成した基本平坦面の上に散点状に独立した小凸部の粘着材を形成した粘着シー

トが提案されている。この粘着シートを被粘着物に貼付すると、小凸部の先端部が

優先的に貼り付くため、表面シートと被粘着物との間に外部に連通する空間を形成

することができるため、入り込んだ空気がふくれとなることを抑制できるとしてい

る。 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００４】 

しかしながら、特許文献１の構成の粘着シートを用いると、被粘着物に貼付する

際に表面シートから押圧する力を極めて微妙に制御する必要があり、押圧力を少し

強めただけで基本平坦面を形成する粘着材に被粘着物が貼り付く、及び／または表

面シートを押圧する押圧手段からの熱等で小凸部が基本平坦面に埋没する等の原因

で、小凸部本来の機能が発揮し得ず、貼付の際に結局空気が入り込み、空気ふくれ

を抑制することはできなかった。 

【０００５】 
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これは基本平坦面が小凸部と同じ材料の粘着材で構成されていることが主原因と

考え、基材の一方の主面に小凸部に相当する突起状または列状の粘着材を印刷によ

り粘設し、基材と被粘着物との間に空気道を備える改良した粘着シートを適用して

みた。当該改良した粘着シートにより、粘着材と粘着材との間隙は粘着材を備えな

いため、空気道を確実に確保することができ、仮に貼付工程で基材と被粘着物との

間に空気が入り込んだとしても、当該空気は空気道から押し出すことができ、空気

ふくれは完全に解消することができた。 

【０００６】 

しかしながら、上記改良した粘着シートを長期間使用すると、酸化性ガスまたは

塩基性ガス等の反応性ガス成分や、汗、表面の汚れを落とす界面活性剤または飲み

物等の液体成分などの異物が、ふくれを解消する空気道から粘着シートと被粘着物

との間に入り込み、粘着材及び／または基材に施した色彩層や金属層の装飾物質等

を劣化させ、粘着シートの剥離や当該異物が突起状または列状の粘着材周辺部に付

着堆積し、それら付着堆積した汚れが基材を介して視認でき、粘着シート自体が持

つ美観を損ない、例えば化粧板としての機能を損なう場合があった。 

【０００７】 

そこで、本発明は係る従来の課題に鑑み、貼付時に入り込んだ空気がふくれを形

成することがないと共に、経時変化も抑制できる粘着シートを提供することを目的

とする。 

【課題を解決するための手段】 

【０００８】 

上記課題を解決する本発明の粘着シートは、基材の一方の主面に粘着層を備えた

粘着シートであって、前記基材上で間隙部を介して選択的に粘設した中央領域と、

前記中央領域を取り囲む周辺領域とを備え、前記中央領域の前記間隙部は前記周辺

領域に連通し、前記周辺領域における間隙部の密度を前記中央領域における前記間

隙部の密度未満の構成を有する。 
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【発明の効果】 

【０００９】 

周辺領域における間隙部の密度を、中央領域における間隙部の密度未満とするこ

とによって、粘着シートの貼付工程で空気が入り込んだとしても、中央領域から周

辺領域に入り込んだ空気が移動し、周辺領域に移動した空気は貼付領域の外に押し

出されるため、たまりを抑制できると共に、貼付領域の外からの反応性ガスや液体

成分が貼付領域内部に進入することを抑制できる。 

【発明を実施するための最良の形態】 

【００１０】 

次に、図面を参照して本発明の最良の実施形態について説明する。なお、以下の

実施形態では電子機器等の外装を担う筐体表面に貼付する化粧粘着シートを例に挙

げる。 

【００１２】 

（実施の形態１） 

図１に本発明の粘着シートにおける一実施形態の断面構成図を示す。同図におい

て、１は粘着シート、２は間隙３を介して基材４にアクリル系粘着材を印刷により

粘設した粘着層、８は粘着シート１を貼付した筐体である。本実施形態における基

材４は、粘着材２の反対面を発泡処理により白色化した厚み１５μｍの発泡ポリプ

ロピレン隠蔽層５、発泡ポリプロピレン隠蔽層５の発泡面にアルミニウム粉体を印

刷した厚み１５μｍの印刷層６、印刷層６の上に厚み１００μｍのポリエチレンテ

レフタレートの保護層７を積層している。 

【００１３】 

図１における粘着シート１を粘着層２側から見た平面図を図２に示す。同図に示

すように、粘着層２は中央間隙部３ａを介した中央粘着層２ａ（中央間隙部３ａと

中央粘着層２ａとで中央領域を構成する）と、中央領域を取り囲み、外周間隙部３

ｂを介した外周粘着層２ｂ（外周間隙部３ｂと外周粘着層２ｂとで外周領域を構成
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する）とからなり、外周領域における外周間隙部３ｂの密度は中央領域における中

央間隙部３ａの密度より低く構成される。 

【００１４】 

本実施形態では中央間隙部３ａの幅と外周間隙部３ｂとの幅は同一にし、粘着シ

ート１の貼着領域の外に繋がる外周間隙部３ｂの本数を少なく構成している。具体

的には、中央粘着層２ａは一辺２５ｍｍの四角形、中央間隙部３ａ及び外周間隙部

３ｂの幅は０．３ｍｍ（線幅密度比で８．５対１）、外周粘着層２ｂの最小幅Ｌは２

ｍｍとした。 

【００１５】 

また、間隙部２１を介して中央粘着層２２と中央粘着層２２の最外周を埋める三

角形状の外周粘着層２３とを備えた粘着シート２０を比較例として用いた。すなわ

ち、間隙部２１は本実施形態における中央間隙部３ａと同じ幅で、中央粘着層２２

は本実施形態における中央粘着層２ａと同じ面積、中央粘着層２２を取り囲む外周

粘着層２３は中央粘着層２２の半分の面積を備え、粘着シート２０の外周における

間隙部２１の密度は中央粘着層２２と同一の構成で、不図示の基材４も粘着シート

１と同じ構成である。 

【００３６】 

なお、上記実施形態における中央粘着層の形状は正方形としたが、正方形に限定

される矩形、三角形、円形、楕円形等あらゆる形状を適用することができる。また、

上記実施形態で説明した中央間隙部は全て外周領域に連設する構成として説明した

が、複数の中央間隙部で閉空間を構成する形態でも適用することができることは、

実施形態３からも明らかである。さらに、上記実施形態では中央粘着層の最外周が

外周粘着層と繋がった例で説明したが、例えば中央粘着層の構成が図３に示した構

成の更に外周に間隙を介して、外周粘着層を備えても適用することができる。また、

上記実施形態では基材の一方の面のみに粘着層を備える構成で説明したが、基材の

両面に備えるいわゆる両面接着シートに対しても、当然適用することができる。 
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【産業上の利用可能性】 

【００３７】 

本発明の粘着シートは、貼付時に基材と被粘着物との間に入り込む空気に起因す

る空気ふくれの抑制、反応性ガスや反応性物質を含有する液体に対する耐性、及び

高温高湿環境下での耐性等粘着シートに要請される各種特性に優れた効果を発揮す

るため、例えばカーオーディオやカーナビゲーション等の車載電子機器、例えばデ

ィジタルビデオカメラ、ディジタルスチルカメラ、形態電話（判決注：「携帯電話」

の誤記と認める。）、ノートパソコン等使用者の手が長時間触れる電子機器等に適用

することができる。 

【図面の簡単な説明】 

【００３８】 

【図１】本発明の粘着シートに係る一実施形態の断面構成図 

【図２】同粘着シートの要部平面図 

【図３】比較例として適用した粘着シートの要部平面図 

イ 図面 

【図１】              【図２】 
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【図３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 甲７の記載事項 

平成２５年９月１２日に公開された甲７は、発明の名称を「粘着製品」とする特

許出願に係るもので、甲７には、次の記載がある。 

ア 発明の詳細な説明 

【０００１】 

本発明は、粘着製品に関する。詳しくは、再剥離性に優れる粘着製品に関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

従来より、様々な分野で粘着製品が用いられている。粘着製品では、被着体への

貼付時に粘着部と被着体との間に空気が閉じ込められて、気泡により粘着製品の浮

きや剥がれ、しわが生じて、粘着製品の外観や被着体に対する貼付性で問題を生じ

ることがあった。このような問題に対して、基材上に２以上の点状粘着剤を有する、

いわゆるドットパターンの粘着面を有する粘着製品が提案されている。 

【０００３】 

例えば、上記ドットパターンの粘着面を有する粘着製品として、粘着剤のドット
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径が１．５ｍｍ未満であり、粘着剤層の厚みが２５μｍ未満であり、面積率が０．

７以上に設定され、必要十分な粘着力が確保された粘着製品が知られている（特許

文献１参照）。 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００５】 

上記粘着製品は、粘着力が強く、被着体に貼付した後、被着体から簡単に剥がす

ことができず、また、被着体から剥がすときに被着体の損傷を生じることがあり、

再剥離性が求められる用途で使用することが難しい。 

【０００６】 

従って、本発明の目的は、基材上に２以上の点状粘着剤を有し、再剥離性に優れ

る粘着製品を提供することにある。 

【課題を解決するための手段】 

【０００７】 

本発明者らは、上記の目的を達成するため鋭意検討した結果、基材上に２以上の

点状粘着剤を有する粘着製品の面積率を所定の範囲内とすると、良好な再剥離性が

得られることを見出した。本発明は、これらの知見に基づき、さらに検討を重ねて

完成したものである。 

【０００８】 

すなわち、本発明は、基材上に２以上の点状粘着剤を有し、下記で規定される面

積率が１０～６０％であることを特徴とする粘着製品を提供する。 

面積率（％）：基材の単位面積中の点状粘着剤が占める面積の割合 

【０００９】 

上記粘着製品の隣接する点状粘着剤間の間隔は、０．５ｍｍ以上４．０ｍｍ未満

であることが好ましい。 

【発明の効果】 

【００１１】 
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本発明の粘着製品によれば、基材上に２以上の点状粘着剤を有し、面積率が所定

の範囲内であるので、再剥離性に優れる。 

【発明を実施するための形態】 

【００１３】 

本発明の粘着製品は、基材上に２以上の点状粘着剤を有し、面積率（面積率（％）：

基材の単位面積中の点状粘着剤が占める面積の割合）が１０～６０％である粘着製

品である。本発明の粘着製品は、粘着剤組成物により２以上の点状粘着剤を基材上

に形成することにより作製される。本発明の粘着製品は、被着体に貼付することに

より、被着体に点状粘着剤を転写することができる。なお、本明細書では、上記の

面積率を、単に「面積率」と称する場合がある。本明細書において、粘着製品は、

粘着剤（感圧接着剤）により提供される粘着部（感圧接着部）を有する製品のこと

であり、特に限定されないが、例えば、粘着テープ、粘着シート、粘着フィルム、

粘着ラベル、これらの積層体、あるいはこれらの巻回体などが含まれる。 

【００２５】 

（点状粘着剤） 

本発明の粘着製品における点状粘着剤の大きさは、特に限定されないが、点状粘

着剤ごとに、異なっていてもよいし、同じであってもよい。上記の点状粘着剤の大

きさは、再剥離性や接着性等の特性を安定的に得る点より、実質的に同じであるこ

とが好ましい。 

【００３１】 

上記点状粘着剤の形状は、特に限定されないが、例えば、円形状（例えば真円形

状、楕円形状、半円形状、半楕円形状、１／４円形状、１／４楕円形状、扇形状な

ど）、多角形状（例えば、三角形状、四角形状、五角形状、正方形状、長方形状、台

形状、菱形状など）、舟形状、線形状、星形状、くさび形状、矢印状、櫛形状、蝶形

状、不定形状などが挙げられる。なお、図１の粘着製品１の点状粘着剤１２の形状

は、円形状である。 
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【００７６】 

（粘着製品） 

本発明の粘着製品は、上記粘着剤組成物を用いて、基材上に、２つの以上の点状

の粘着剤組成物を設けた後、この点状の粘着剤組成物を硬化させて、上記基材の少

なくとも一方の面に２つ以上の点状粘着剤を設けることにより作製される。例えば、

図１～３の粘着製品は、基材１１ｂ上に上記粘着剤組成物により２つの以上の点状

の粘着剤組成物を設けてから、この点状の粘着剤組成物を硬化させて点状粘着剤１

２を形成した後、点状粘着剤１２を保護するように基材１１ａを点状粘着剤１２上

に設けることにより作製される。 

【００７９】 

本発明の粘着製品は、基材上に層状の粘着剤ではなく、点状の粘着剤を有するの

で、被着体への貼付時に粘着製品と被着体との間に空気が閉じ込められることを抑

制でき、気泡による粘着製品の浮きや剥がれ、しわが生じることを抑制できる。 

イ 図面 

【図１】 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 甲８の記載事項 

平成２２年３月１８日に公開された甲８は、発明の名称を「粘着シート」とする

特許出願に係るもので、甲８の発明の詳細な説明には、次の記載がある。 

【発明の詳細な説明】 



  - 134 - 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は、被着体に貼り付ける際に、被着体と粘着シートとの間に空気溜りが生

じにくい粘着シートに関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

一般に、粘着シートは、基材と、その表面に形成された粘着剤層と、必要に応じ

てその上に設けられる剥離シートから構成されており、使用に際しては、剥離シー

トが設けられている場合には、該剥離シートを剥がし、粘着剤層を被着体に当接さ

せて貼付することが行われている。 

【０００３】 

しかしながら、識別・装飾用粘着シート、塗装マスキング用貼着シート、マーキ

ングシート、金属板等の表面保護用貼着シート等、貼着シートの面積がある程度広

い場合には、貼着剤層と被着体との間に空気の溜まりが生じやすく、その部分が膨

れとなって、貼着シートを被着体にきれいに貼付できにくいという問題がある。 

【０００４】 

この問題を解決するために、粘着剤層面に空気の流通経路を設け、粘着シートの

貼付時に、空気をこの流通経路を介して逃がし、空気の溜まりが生じないようにす

ることが種々試みられている。例えば独立した多数の小凸部を散点状に配置した粘

着剤層を有する粘着加工シート（例えば、特許文献１、特許文献２参照）、粘着面に

空気の流通経路を有する易貼付性粘着シート（例えば、特許文献３参照）、複数の凸

部と、隣接する凸部間に溝部を形成した粘着剤層を有する粘着シート（例えば、特

許文献４参照）等が提案されている。 

【０００５】 

これらの粘着シートは、貼付する際、空気が抜けやすく、被着体に容易に貼付す

ることができるとされているが、貼付する際の空気の抱き込みについてはさらなる
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改善が求められている。特に大面積の被着体への貼付の際の空気の抱き込みを改善

することが求められている。 

【０００６】 

また、上記粘着シートは、複雑な構造を持つため、複雑な表面形状加工を施すこ

となく、被着体への貼付の際に空気の抱き込みを抑えることができる粘着シートが

求められている。 

【発明の開示】 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００７】 

本発明は以上のような課題を解決するためになされたものであり、その目的は、

複雑な表面形状加工を施すことなく、被着体への貼付の際の空気の抱き込みを大幅

に抑えて粘着シートの粘着剤層と被着体との接触面積を増大させ、さらに、大面積

の被着体へ貼付する際にも空気の抱き込みが少ない粘着シートを提供することにあ

る。 

【課題を解決するための手段】 

【０００８】 

本発明者は、上記課題を解決するために鋭意研究を重ねた。その結果、粘着シー

トの粘着剤層に含まれる材料により、粘着剤層のタック、柔軟性等を調整すること

で、上記課題を解決できることを見出し、本発明を完成するに至った。・・・ 

【発明の効果】 

【００１２】 

本発明の粘着シートであっても被着体への貼付直後には空気の抱き込みが生じる。

この空気の抱き込みにより、粘着剤層と被着体との間には空気が入り込み空気溜ま

りになる。空気溜まり部分において、粘着剤層と被着体との間には空気が存在し、

粘着剤層と被着体とは接していないが、本発明の粘着剤層は、柔軟性、タック等の

粘着剤層の物性を調整しているため、空気溜まり部分の粘着剤層が被着体へ接触し
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ていく。この接触により空気溜まりを粘着シートの周縁部へ追いやり、最後には、

この粘着剤層の特殊な性質により、粘着シートの周縁部から空気が追い出される。

その結果、粘着剤層と被着体との接触面積が大幅に増加するので、空気溜まりを大

幅に抑えることができる。粘着剤層の変形により粘着剤層が自ら被着体へ貼り付く

性質を利用して空気溜りの空気を追い出すため、大面積の被着体であっても容易に

空気を抜くことができる。 

【００１３】 

本発明の粘着シートは、上記の通り粘着剤層に用いる材料や配合に特徴があるた

め、複雑な表面形状加工を施すことなく、空気の抱きこみを抑えることができる。 

【発明を実施するための最良の形態】 

【００１４】 

以下、本発明の一実施形態について詳細に説明する・・・。 

【００１５】 

本発明の粘着シートは、粘着剤層の柔軟性、タック等を調整した点に特徴がある。

本発明は、粘着剤層の柔軟性、タック等の物性を調整することにより、上述のよう

な、空気溜まり部分での空気の追い出しの効果が得られる。物性の調整は様々な要

素が複雑に絡み合っているが、粘着剤層が、エステル部分に炭素数が１２以下の炭

化水素基を有する（メタ）アクリレートモノマーに由来する繰り返し単位を含むア

クリル系樹脂と、ガラス転移点が０℃以下のアクリルオリゴマーと、を含むことで、

本発明の粘着シートの粘着剤層は、本発明の効果が得られるような物性に調整され

る。・・・ 

【００１６】 

＜粘着剤層＞ 

本発明の粘着剤層は、エステル部分に炭素数が１２以下の炭化水素基を有する（メ

タ）アクリレートモノマーに由来する繰り返し単位を含むアクリル系樹脂と、ガラ

ス転移点が０℃以下のオリゴマーと、を含む。 
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【００２１】 

［アクリルオリゴマー］ 

本発明において粘着剤層に含まれるアクリルオリゴマーは、ガラス転移点が０℃

以下である。ガラス転移点が０℃以下のアクリルオリゴマーを粘着剤層に含むこと

で、粘着剤層が柔軟になる等して、他の物性との組み合わせで本発明の効果を発現

する粘着剤層を実現することができる。なお、ガラス転移点は、後述する方法で測

定したガラス転移点を採用する。 

【００２２】 

本発明に使用可能なアクリルオリゴマーは、ガラス転移点が０℃以下であれば特

に限定されないが、例えばウレタン、ポリエステル、エーテル等の骨格が含まれる

アクリルオリゴマーが使用可能である。 

【００３０】 

上記の通り、本発明の効果を発現する粘着剤層の実現には、粘着剤層の様々な物

性が関係する。それらの物性の中でも、特に粘着剤層の表面のタックと柔軟性が重

要な物性である。 

【００３１】 

粘着剤層の表面のタックとは、粘着剤層の表面のべたつきのことであり、このべ

たつきが、粘着剤層の被着体へのなじみやすさに大きく影響する。このなじみやす

さが調整されることで、空気溜まり部分において、粘着剤層が空気を押しのけ被着

体へなじむように貼り付く。粘着剤層の表面タックが大きすぎると、最初に被着体

に接触した部分のみが貼り付き、空気溜まりの部分の空気は追い出されずそのまま

残ってしまう。一方、粘着剤層の表面タックが小さ過ぎると、充分な濡れが生じず、

粘着剤層が被着体になじみにくくなり、本発明の効果が得られなくなる。 

【００３２】 

粘着剤層の柔軟性は、粘着剤層の変形のしやすさであり、この粘着剤層の柔軟性

が、空気溜まり部分において、粘着剤層が空気を押しのけて被着体へ貼り付いてい
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く際の粘着剤層の変形に大きく影響する。この柔軟性を調整することで、粘着剤層

は、空気溜まり部分において、スムーズに変形し空気を押しのけ被着体と貼り付い

ていき、空気を粘着剤層と被着体との間から追い出すことで粘着剤層と被着体との

接触面積を広げることができる。粘着剤層が柔らか過ぎると、粘着剤層に凝集力が

なく被着体と粘着剤層との間に充分な密着性が得られなくなる。一方、粘着剤層が

硬過ぎると、粘着剤層は変形しづらいので、上記のような空気溜まり部分において

見られる粘着剤層の被着体への貼り付きが困難になり、粘着剤層と被着体との接触

面積を広げることができない。 

【００３３】 

本発明は、材料選択により粘着剤層の多数の物性が調整されることで、粘着剤層

に特殊な性質を付与するものであるため、各物性値の好ましい範囲を容易に決める

ことはできないが、本発明の効果をより高めるためには、進入速度３０ｍｍ／ｍｉ

ｎ、加圧力５ｋＮ／ｍ２、加圧時間２秒、引き離し速度３０ｍｍ／ｍｉｎ、温度２

５℃における５．０ｍｍΦプローブ測定による粘着剤層のタックが、２５ｋＮ／ｍ

２から９０ｋＮ／ｍ２ガラス転移点が５℃以下であり、２５℃における貯蔵弾性率が

２．５×１０５Ｐａ以下であり、損失正接（ｔａｎδ）が０．３以下であり、表面

自由エネルギーが２６ｍＪ／ｍ２以下になるように調整することが好ましい。 

【００３４】 

ガラス転移点については、後述する方法で測定して得られた値を採用する。上記

の本発明の効果の発現にかかわる物性は温度の影響を受ける。そのため、実際に使

用する常温環境において、本発明の効果が発現されるように調整しなければならな

い。ガラス転移点が高過ぎると、常温での柔軟性が失われ、粘着剤層の表面タック

が低下する傾向にあり、粘着剤層がわれてしまう傾向にあり、ガラス転移点が低す

ぎると物性のバランスが悪くなり、特に柔軟性が低下する傾向にある。特に好まし

いガラス転移点の範囲は、他の物性の影響も受けて変動するが、およそ－５０℃か

ら５℃である。 
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【実施例】 

【００４４】 

以下に、実施例を挙げて本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実

施例により限定されるものではない。 

【００５０】 

＜粘着シートの製造＞ 

・・・それぞれの実施例及び比較例に使用する粘着剤を製造した。 

【００５１】 

上記粘着剤を厚さ３８μｍのＰＥＴフィルム上に、ＵＶ照射後（３００ｍＪ／ｃ

ｍ２）の厚みが３０μｍとなるようにアプリケーターを用いた塗工することで、実施

例及び比較例の粘着シートを作製した。 

【００５２】 

＜評価＞ 

・・・ 

【００５６】 

［貯蔵弾性率、ｔａｎδ］ 

貯蔵弾性率、ｔａｎδ点は、レオメトリックス社製、固体粘弾性アナライザーＲ

ＳＡ－IIを用い、圧縮モードにて測定周波数１Ｈｚ、測定温度を－５０℃～１５０℃、

昇温速度５℃／ｍｉｎで測定した値を元にして求めた。また、ガラス転移はｔａｎ

δの最大値から求めた。 

(8) 甲９の記載事項 

平成２１年３月１９日に公開された甲９は、発明の名称を「再剥離用粘着シート」

とする特許出願に係るもので、甲９の発明の詳細な説明には、次の記載がある。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 
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本発明は被着体に貼着した後に再剥離可能な再剥離用粘着シートに関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

商品やサービスの広告宣伝を行うことを目的として、化粧品、トイレタリー用品、

飲料及び食品等の包装容器、自動販売機及び自動改札機等の公共の場に設置されて

いる設備、又は電車及びバス等の公共の場で利用される車両などには、文字や画像

が印刷された粘着シートが貼着されている。これらの粘着シートには、一定期間貼

着した後、被着体に粘着剤が残留したり、基材シートが切断されることなく綺麗に

剥がせる再剥離性が求められる。しかし、再剥離性を発現させるためには一般に粘

着力を弱く設計する必要があり、凹凸のある被着体又は湾曲面などに貼着した場合

には、経時で剥がれが生じるという問題があった。 

【０００３】 

一方、商品の品名表示、又はユーザーやサービスマンなどのための取扱説明文や

部品交換手順を示すことを目的として、複写機、プリンタ、ファクシミリ、パソコ

ン、テレビ、エアコン、冷蔵庫及び洗濯機などの各種電気製品、トナーカートリッ

ジやインクカートリッジなどリユースも多く行われる各種関連製品、又は自動車、

バイク及び建築材料などを構成する各種内外装部品などには、粘着シートが貼着さ

れている。これらの粘着シートは、長期間貼着されて使用されるため、被着体に貼

着されている間、粘着シートと被着体との間に浮きの発生や剥がれの発生（以下、

浮き剥がれという場合がある。）がないことが特に要求されており、粘着力を強くす

るなど、粘着シートを剥がれ難くする対策が一般に施されている。 

【０００４】 

ところが、近年、自然環境に対する配慮から、使用済みの製品、又はそれを構成

する部品の一部もしくは全部を、リサイクルすることが強く望まれている。・・・こ

れら部品等を粉砕するにあたり、部品等に粘着シートが貼着され、それが貼着され

ている部品等と粘着シートとが相溶性が無い場合、加熱溶融で溶け合わない不純物
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により再生された部品の強度が低下しないようにするためには、粘着シートを取り

除く必要がある。・・・そのため、粘着シートを剥がす際には、被着体に粘着剤が残

留したり、基材シートが切断されることなく容易に再剥離できることが要求されて

いる。 

【０００５】 

しかし、再剥離性のみを重視すると、各種電気製品等でみられるエンボス加工が

施された凹凸のある表面に貼着した場合や、湾曲した被着体に貼着した場合に、粘

着シートに浮き剥がれが発生するという問題があった。また、各種電気製品等を構

成する熱可塑性樹脂から発生するアウトガスにより、一旦貼着された粘着シートと

熱可塑性樹脂との間に気泡溜まりが生じるという問題があった。 

【０００７】 

・・・特許文献１で開示されている粘着加工製品では再剥離性には優れてはいる

が、複写機、プリンタ、ファクシミリ又はこれら複合機などの画像形成装置や、あ

るいは各種電気製品などの電子機器のエンボス加工が施された凹凸のある表面に対

しては粘着力が不十分であり、貼着後長期間経過すると剥がれるという問題点があ

る。 

【００１０】 

・・・特許文献２～４にはエンボス加工等の表面に凹凸が施された粗面に貼着し

た場合の問題については何ら記載されておらず、実際にエンボス加工面等の粗面に

貼着して長期間経過すると粘着フィルムが剥がれ易かった。 

【００１２】 

・・・特許文献５に開示されている方法では、貼着する部品にくぼみを形成する

加工を施さなければならず、また、粘着シートを切り裂き剥離するため、粘着力が

強い粘着シートを使用すると剥離の途中で基材が破断したり、粘着剤が被着体に残

留する恐れがあり、剥離作業の効率が悪くなる場合がある。 

【発明の開示】 
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【発明が解決しようとする課題】 

【００１４】 

したがって、本発明の目的は、被着体の平滑面のみではなく、エンボス加工など

の凹凸を有する粗面に対しても優れた接着性を有すると共に、一旦粘着シートの貼

り付けを完了すると、粘着シートの浮き剥がれ等が長期間発生しにくく、また、粘

着シートを剥がす際には被着体を粘着剤による汚染が生じにくい再剥離性にも優れ

た再剥離用粘着シートを提供することにある。 

【課題を解決するための手段】 

【００１７】 

上記課題を解決するために鋭意研究を行った結果、適度な弾性と粘性のバランス

を保持した粘着剤を使用した粘着シートが本発明の目的を達成できることが判った。

しかも、長期間貼着後の浮き剥がれ及び再剥離性は、動的粘弾性スペクトルにおけ

る高温領域における損失正接を測定することにより予見可能であることを見出し、

本発明を完成させた。 

【００１８】 

即ち、本発明は、基材の少なくとも一方の面に粘着剤層を備えた再剥離用粘着シ

ートであって、前記粘着剤層の周波数１Ｈｚ、－５０℃～１５０℃における動的粘

弾性スペクトルの損失正接が 

（ａ）－２０℃以下の低温域で上に凸のピークを有し、 

（ｂ）１０～４０℃の中温域で下に凸のピークを有し、 

（ｃ）７０℃における損失正接が０．３８～０．５７ 

であることを特徴とする再剥離用粘着シートを提供するものである。 

【発明の効果】 

【００１９】 

本発明の粘着シートは、被着体の平滑面のみではなく、凹凸を有する粗面に対し

ても、或いは湾曲面に対しても優れた接着性を有すると共に、一旦粘着シートの貼



  - 143 - 

りつけを完了すると、粘着シートの浮き剥がれ等が長期間発生することがなく、ま

た、粘着シートを剥がす際には被着体を粘着剤で汚染したり、基材シートが破れた

りすることがない。したがって、商品やサービスの広告宣伝を行うことを目的とし

て、化粧品、トイレタリー用品、飲料及び食品等の包装容器、自動販売機及び自動

改札等の公共の場に設置されている設備、又は電車及びバス等の公共の場で利用さ

れる車両など、或いはユーザーやサービスマンなどのための取扱説明文や部品交換

手順を示す文字及び図面などの各種の画像情報を表示するために、複写機、プリン

タ、ファクシミリ、パソコン、テレビ、エアコン、冷蔵庫及び洗濯機などの各種電

気製品、トナーカートリッジやインクカートリッジなどリユースも多く行われる各

種関連製品、又は自動車、バイク及び建築材料などを構成する各種内外装部品など

に貼着し、一定の期間貼着した後に剥がすことを前提とした用途に適している。 

【発明を実施するための最良の形態】 

【００２３】 

以下に、本発明の再剥離用粘着シートを、その構成要素に基づいて、更に詳しく

説明する。・・・ 

【００２６】 

（粘着剤層の動的粘弾性特性の規定方法） 

本発明の再剥離用粘着シートを構成する粘着剤層の動的粘弾性特性は、特定周波

数、及び特定温度における、動的粘弾性スペクトルの損失正接、又は損失正接及び

貯蔵弾性率により規定し、さらに、特定周波数における動的粘弾性スペクトルの損

失正接のピークを示す温度、または損失正接のピーク値により規定する。動的粘弾

性の測定においては、粘弾性試験機（レオメトリックス社製、商品名：アレス２Ｋ

ＳＴＤ）を用いて、同試験機の測定部である平行円盤の間に試験片を挟み込み、周

波数１Ｈｚで－５０℃から１５０℃までの貯蔵弾性率（Ｇ＇）と損失弾性率（Ｇ＂）

を測定する。・・・ 

【００２７】 
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本発明の再剥離用粘着シートを構成する粘着剤層は、周波数１Ｈｚでの－５０℃

～１５０℃の範囲における損失正接が、－２０℃以下の低温域で上に凸状のピーク

を有し、低温域から中温域にかけて減少し、１０～４０℃の中温域で下に凸のピー

クを有し中温域から高温域にかけて上昇し、７０℃で特定の範囲内の値をとる。 

【００２８】 

損失正接を上記各範囲とすることで、粘着剤に適度な流動性が付与される。具体

的には、被着体表面の微小な凹凸にも浸透できる流動性を発現しながら、過度に流

動することがないため接着力の過度な上昇を抑制することができる。さらに、粘着

剤が適度に流動する性質により、粘着剤にかかる応力を和らげることができる。そ

の結果、被着体に貼着された粘着シートを、経時あるいは高温環境下に曝された後

に再剥離する作業において、剥がそうとする基材が破れ易くなったり、被着体に粘

着剤が残リ易くなることはない。また、被着体に貼付された粘着シートを、経時あ

るいは高温環境下に曝した際であっても、粘着シートの浮き剥がれが発生し難い。

さらに、粘着シートを熱可塑性樹脂に貼着した場合において、熱可塑性樹脂からア

ウトガスが発生しても、粘着シートと熱可塑性樹脂との間に気泡溜まりが発生し難

くなる。 

【００２９】 

（高温域における粘着剤層の損失正接） 

本発明の再剥離用粘着シートを構成する粘着剤層の５０～１２０℃の高温域中の

損失正接は、周波数１Ｈｚにおいて、７０℃で０．３８～０．５７である。７０℃

での損失正接は０．４３～０．５５であることが好ましく、０．４６～０．５４で

あることがより好ましい。また、５０℃での損失正接は、０．３８～０．５３であ

ることが好ましく、０．４０～０．５１であることがより好ましい。また、１００℃

での損失正接は、０．４０～０．６５であることが好ましく、０．４４～０．６５

であることがより好ましく、０．５０～０．６０であることが特に好ましい。更に、

１２０℃での損失正接は、０．４０～０．６６であることが好ましく、０．４５～
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０．６６であることがより好ましい。中でも、０．５１～０．６２であることが特

に好ましい。 

【００３０】 

（中温域における粘着剤層の損失正接） 

本発明の再剥離用粘着シートを構成する粘着剤層の損失正接は、周波数１Ｈｚに

おいて、１０℃～６０℃の間に下に凸のピークを有する。さらに、そのピーク値は

０．３５～０．５１であることが好ましく、０．４～０．５１であることがより好

ましい。 

【００３１】 

（低温域における損失正接曲線の凸ピークを示す温度） 

本発明の再剥離用粘着シートを構成する粘着剤層は、その損失正接曲線の凸ピー

クを示す温度が、周波数１Ｈｚにおいて、－２０℃以下であることが好ましく、－

２５℃以下であることがより好ましく、－３０℃以下であることが特に好ましい。

この範囲内であれば、貼着時に粘着剤層がエンボス面などの凹凸面に十分に流動し

易く、その結果、被着体との接着力が十分となり、経時により浮き剥がれが発生し

難い。また、再剥離する際に、断続的な抵抗感が出たり、ビリビリといった剥離音

が発生し難く、スムーズな剥離作業を行うことができる。 

【００３２】 

（低温域における損失正接の凸ピーク値） 

本発明の再剥離用粘着シートを構成する粘着剤層は、その損失正接のピーク値が

１．３～１．０以下であることが好ましい。 

(9) 甲１０の記載事項 

平成７年１０月２４日に公開された甲１０は、発明の名称を「紫外線硬化型粘着

剤組成物及び両面粘着テープ」とする特許出願に係るもので、甲１０の発明の詳細

な説明には、次の記載がある。 

【０００１】 
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【産業上の利用分野】この発明は、紫外線硬化型粘着剤組成物、紫外線硬化型粘

着剤組成物を紫外線照射により硬化させた粘着剤層を有する両面粘着テープ。 

【０００２】 

【従来の技術】炭素数が４～１４個のアルキルアルコ－ルのアクリル酸エステル

モノマ－、これと共重合する単官能モノマ－や架橋剤となる多官能アクリレ－トオ

リゴマ－そして光重合開始剤からなる紫外線硬化型粘着剤組成物を紫外線で硬化し

て粘着テープを得ることはBelgium,675,420、5/1966や米国特許第4,181,752号明細書

（80年１月１日）などに開示されている。 

【０００３】炭素数が４～１４個のアルキルアルコ－ルのアクリル酸エステルモ

ノマ－の中で、一般に使用されているのは、炭素数が４個のブチルアクリレ－ト、

炭素数が８個の２エチルヘキシルアクリレ－トとイソオクチルアクリレ－トである。

これらホモポリマ－のガラス転移点温度は、それぞれ－４９．１℃、－６１．８℃、

－５１．１℃と低い。凝集力を高めるため、他の共重合可能なモノマーや多官能オ

リオゴマー等と共重合させても、そのガラス転移点温度は－２５℃（比較例）や３

０℃（比較例１）と低い。その結果、これら粘着剤を用いた両面粘着テープのタッ

ク及び初期接着力が大きい。 

【０００４】 

【発明が解決する課題】タックが強くて初期粘着力の大きな両面粘着テ－プは、

凹凸面を有する物体や極性また非極性の種々の物体によく接着するし、低温でも粘

着剤層を加温して接着する必要はないという好ましい特徴を有する。しかし接着作

業時に位置決めしにくく、仮接着したものを修正のために剥がそうとすると粘着剤

が被着材に残ったりする。一般的にガラス転移点温度の低い粘着剤は耐熱性が良く

ない。 

【０００５】また、タックが強くて初期粘着力の大きな両面粘着テ－プは、貼り

合わせ作業時被着体の間に巻き込んだ空気が抜けにくいので貼り合わせ部に気泡を

残しやすい。外観的にも見苦しくなる等の好ましくない点も有する。被着体が高価
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のものであると再生のための時間と手間がかかる上、歩留りの低下を引き起こすな

ど経済的損失も大きいので改善が求められている。 

【０００６】これを解決する方法として、炭素数４未満の低級アルコールのアク

リル酸エステル、例えばメチルアクリレートやエチルアクリレートを多量に炭素数

が４～１４のアルキルアルコ－ルの（メタ）アクリル酸エステルモノマ－に共重合

させることがある（判決中：「ある。」の誤記と認める。）この共重合体だとタック及

び初期接着力は小さいので上述の問題点は解決されるが、メチルアクリレートやエ

チルアクリレートは沸点が低く、臭気も強いので無溶剤の紫外線硬化型粘着剤組成

物として用いるのは問題である。 

【０００７】本発明は、かかる点に鑑みてなされたもので、その目的とするとこ

ろは  

① タックや初期粘着力が低く、接着作業時において再はく離できる両面粘着テ

ープ。 

② 得られた両面粘着テ－プは、接着後に接着物を高温放置しても接着特性の低

下が少ない。 

③ 上記の両面粘着テ－プを紫外線硬化により製造するので環境を悪化すること

となく火災の危険のない安全な両面粘着テ－プの製造方法等を提供することである。 

【０００８】 

【課題を解決するための手段】本発明者等は紫外線により硬化させる粘着剤とし

て炭素数が９個のアルキルアルコールのアクリル酸エステルを主にし、これと共重

合可能なエチレン性不飽和結合基を有する化合物群及び架橋剤として働く分子量３

００以上の多官能オリゴマーからなる粘着剤がタック及び初期接着力が低くて再は

く離性を有し接着作業がやり易く、しかも接着力、耐熱性に優れることを見いだし

た。 

【００１２】 

炭素数が４～１４個のアルキルアルコ－ルのアクリル酸エステルモノマ－の中で、
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一般に使用されているのは、炭素数が４個のブチルアクリレ－ト、炭素数が８個の

２エチルヘキシルアクリレ－トとイソオクチルアクリレ－トである。これらホモポ

リマ－のガラス転移点温度は、それぞれ－４９．１℃、－６１．８℃、－５１．１℃

と低い。凝集力を高めるため、他の共重合可能なモノマーや多官能オリオゴマー等

と共重合させても、そのガラス転移点温度は－２５℃（比較例２）や３０℃（比較

例１）と低い。その結果、これら粘着剤を用いた両面粘着テープのタック及び初期

接着力が大きい。 

【００１３】 

本発明者は、鋭意研究の結果、炭素数が９個の３，５，５トリメチルヘキシルア

クリレ－トとこれと共重合可能な単官能モノマ－や架橋剤となる分子量３００以上

の多官能アクリレ－トオリゴマ－及び光重合開始剤からなる紫外線硬化型粘着剤組

成物組成物から、接着作業性のよい両面粘着粘着テ－プを得ることができた。この

３，５，５トリメチルヘキシルアクリレ－トのホモポリマ－のガラス転移点温度が

－３０．４℃で、従来一般に使用されているモノマ－に比べて約２０℃以上高いの

で本発明に至った。 

【００１４】 

【発明の効果】本発明の効果を次に述べる。 

① 粘着テ－プのタックが小さいので、接着作業時度であるので、位置決めし易

く、位置を間違えて接着しても容易に剥がすことができる。従って被着材を損傷す

ることもない。 

【００１５】② 粘着テ－プのタックが小さいので、被着材と粘着テ－プの間に

巻き込んだ空気は圧着することにより容易に追い出すことができる。初期の接着力

は小さいが、数時間放置すれば実用強度に達する。初期接着力を望む場合は粘着剤

層を加温してやればよい。 

【００１６】③ 接着後、被着体を高温放置しても接着力の低下が少ない。 

④ 電気・電子機器に要求される温度定格を満たし、特にフレキシブル回路基板に
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補強材を接着するのに好適に用いられる。 

⑤ 無溶剤の紫外線硬化型粘着剤組成物を使用するので、環境への汚染がなく、火

災等に対し安全性の高い方法で両面粘着テープを製造できる。 

【００１７】〔本発明の粘着剤組成物〕本発明においては、粘着剤の骨格をなす単

量体として炭素数が９個のアルキルアルコールのアクリル酸エステル、これと共重

合可能なエチレン性不飽和結合基を含む化合物、分子量３００以上の多官能オリゴ

アクリレートである。そして光開始剤からなる組成物を使用する。 

【００１８】該炭素数が９個のアルキルアルコールのアクリル酸エステルとして

３，５，５トリメチルヘキシルアクリレ－トを選んだが、炭素数が９個のアルキル

アルコーのアクリル酸エステル以外でも、粘着剤のガラス転移点温度が－１０℃か

ら５℃の範囲に調節できるモノマーは使用可能である。例えばテトラヒドロフルフ

リールアクリレート、イソボニルアクリレート、エトキシアクリレート、ブトキシ

アクリート、フェノキシアクリレート、シクロヘキシルアクリレートから選んでも

よい。 

(10) 甲１１（参考文献Ａ）の記載事項 

平成１５年９月１０日に公開された甲１１は、発明の名称を「粘着シートおよび

その製造方法」とする特許出願に係るもので、甲１１には、次の記載がある。 

ア 発明の詳細な説明 

【０００１】 

【発明の属する技術分野】本発明は、粘着剤層表面に凹凸を有することにより、

被着体上に貼り付ける際に、気泡を抱き込みにくい粘着シートに関するものである。

また、本発明は、そのような構造としたことにより、粘着力の調整を可能とした粘

着シートに関するものである。 

【０００２】 

【従来の技術】粘着シートは、シート状物に予め粘着剤が適用されたものである

ので、シート状物を被着体に貼り付ける際に、その都度、接着剤を適用する手間か
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ら解放される利点があり、様々な用途に使用されている。 

【０００３】しかし、一般的な粘着シートには、厚みの均一な粘着剤層が形成さ

れているため、被着体に貼り付ける際に、注意深く作業を行なわないと、気泡を抱

き込むことがあり、しかも、一旦、貼り付けてしまうと貼り直しが効かない場合も

あるので、シート状物および被着体を含めて損失になる恐れもあった。 

【０００４】また、粘着シートは、用途に合わせた接着力を有するものであるこ

とが好ましいが、接着力を変えるためには、異なる組成の粘着剤組成物を準備する

必要があった。 

【０００５】特開２００１－３０２９９９公報には、これらの点を改善しようと

して、粘着剤層の表面に一辺が１ｍｍ～１０ｍｍ、高さが３μｍ～１００μｍの四

角錐台状凸隆部を、０．１ｍｍ～１ｍｍの間隔をあけて設けることにより、気泡を

抱き込むことを改善しようとした壁紙が記載されている。けれども、この壁紙を製

作するには、エンボスや印刷により、独立した多数の小凹窪を形成した剥離フィル

ムを用い、小凹窪を形成した面に粘着剤を塗布したものを、壁紙の裏面にラミネー

トすることにより行なうので、四角錐台状凸隆部の一辺の長さ、高さ、および間隔

を決める、小凹窪の底の一辺の長さ、深さ、および間隔の寸法を一定に形成した剥

離フィルムを準備する必要があり、粘着剤の組成を一定にしておいて接着力を変え

ようとすると、これらの小凹窪の各寸法を変えた剥離フィルムを準備しなければな

らない問題があった。また、剥離フィルムは巻き取ると嵩高になる上、粘着シート

の使用の際に剥離フィルムを剥がそうとすると、小凹窪内の粘着剤が、剥離フィル

ム上に残留することがあり、所定の四角錐台状凸隆部が得られないことがあった。 

【０００６】 

【発明が解決しようとする課題】従って、本発明においては、従来の凹凸を有し

た粘着剤層を備えた粘着シートが、製造の際に、小凹窪を形成した剥離フィルムを

作成しなければならず、その剥離性フィルムが嵩高となる欠点を解消し、また、被

着体への適用時に剥離フィルムを剥がそうとすると、粘着剤の一部が剥離フィルム
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上に残留し、凹凸形状が得られない欠点を解消しようとするものである。 

【０００７】 

【課題を解決する手段】発明者は、粘着シートの粘着剤に凹凸を付与する方法を

検討した結果、剥離フィルムに加工を施すのではなく、粘着シートのシート状基材

に、塗液をはじく性質を有する撥液性パターンを、上記の従来技術で言えば、四角

錐台状凸隆部の間に相当する位置に形成し、形成された撥液性パターン上に粘着剤

の塗液を塗布すると、撥液性パターン上で粘着剤の塗液がはじかれることにより、

撥液性パターンに沿って、粘着剤層表面に凹部が現われるため、被着体に貼る際に、

気泡の抱き込みが無く、しかも、形成する撥液性パターンに応じた凹部が形成され

るために、接着力の調整も可能であることが判明し、本発明をするに至った。 

【０００９】 

【発明の実施の形態】図２（ａ）に示すように、本発明の粘着シート１は、シー

ト状基材２上に撥液性パターン部３ａおよび非撥液性パターン部３ｂとからなる撥

液性パターン層３が積層されており、撥液性パターン層３上の全面に、粘着剤層４

が積層されたものであって、粘着剤層４は、撥液性パターン部３ａ上に相当する位

置が開孔部となることによる凹部５ａを有しているものであり、開孔部において撥

液性パターン部３ａが露出している。この開孔部からなる凹部５ａは、図２（ａ）

に示すように、撥液性パターン部３ａの左右の幅にほぼ一致したものでなくてもよ

く、例えば、撥液パターン部（判決注：「撥液性パターン部」の誤記と認める。）３

ａ上の一部、例えば、中央部付近のみが開孔部となったものであってもよい。この

ように開孔部により凹部５ａが形成されているときは粘着シート１を被着体に貼る

ときに、強い圧力がかかって、凹部５ａの底が被着体に接触した場合にも、凹部５

ａと被着体が接着することがなく、従って、気泡が逃げやすい。 

【００１４】図３は、本発明の粘着シート１の撥液性パターン部３ａの形状、特

に上記したような連続したパターンのものを例示する平面図である。撥液性パター

ン３ａは図３（ａ）中、黒色の幅広の線で示すように、間隔を置いて並べられた平



  - 152 - 

行な直線群であり得る。あるいは、撥液性パターン部３ａは、図３（ｂ）に示すよ

うな平行な直線群が互いに直交した格子であり得る。撥液性パターン部３ａは、図

３（ｃ）に示すように、狭い間隔で密に並べられた正六角形どうしの境界線であっ

てもよい。さらに図３（ｄ）に示すように、撥液性パターン部３ａは、狭い間隔で

密に並べられた楕円どうしの境界部であってもよい。なお、撥液性パターン部３ａ

の形状は、以上のような、あるいはそのほかの幾何学的な線や形状に基づくもので

あってもよいし、基づかないものであってもよい。 

【００３０】 

【実施例】（実施例）厚み１００μｍの透明な２軸延伸ポリエチレンテレフタレー

ト樹脂（＝ＰＥＴ）フィルムの片面に、二液硬化型ウレタン樹脂をバインダ樹脂と

し、バインダ樹脂１００に対し１（質量基準）の割合でシリコーンオイルを添加し

たインキを用い、線幅；１ｍｍ、縦横のピッチがいずれも１０ｍｍの格子パターン

をグラビア印刷により形成し、印刷面に、アクリル系粘着剤（綜研化学（株）製、

商品名；「ＳＫダイン１３０９」／硬化剤「Ｅ－ＡＸ」＝１００／０．２、比は質量

基準）を１００ｇ／ｍ2になるよう塗布し、塗布後、１００℃の温度で乾燥させたと

ころ、塗布された粘着剤が格子パターンの線の部分の上ではじかれ、９ｍｍ×９ｍ

ｍの正方形状の粘着剤パターンが１ｍｍ間隔で縦横に配列した粘着剤層が形成され

た。その後、粘着剤層上に、厚み２５μｍのＰＥＴフィルムをセパレートフィルム

として積層し、積層後、７日間養生した。このようにして得られた粘着シートをセ

パレートフィルムを剥がしてガラス板上に貼り付けたところ、気泡の抱き込みがな

く貼り付けることができた。 
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イ 図面 

【図２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

(11) 甲１２（参考文献Ｂ）の記載事項 

平成１６年１１月４日に公開された甲１２は、発明の名称を「表示装置及びその

ホルダ」とする特許出願に係るもので、甲１２には、次の記載がある。 

ア 発明の詳細な説明 

【０００１】 

【発明の属する技術分野】 

本発明は、表示装置及びそのホルダに関し、特に、薄型化を達成しながら、外部
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からの衝撃等による表示器の破損等を生じにくくする表示装置及びそのホルダに関

する。 

【０００２】 

【従来の技術】 

例えば、携帯電話機やＰＨＳ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ Ｈａｎｄｙｐｈｏｎｅ Ｓｙ

ｓｔｅｍ）電話機等の携帯端末装置では、電話帳、メール、受信画像、搭載カメラ

による撮影画像等を表示するために、操作面等に小型の液晶表示器（ＬＣＤ：Ｌｉ

ｑｕｉｄ Ｃｒｙｓｔａｌ Ｄｉｓｐｌａｙ）が設けられている。 

【０００３】 

図５は、従来の液晶表示装置の構成を示す。ここでは、携帯電話機の液晶表示装

置について説明する。 

表示駆動回路（図示せず）等により駆動される液晶表示器１０１はホルダ１０２

に搭載され、このホルダ１０２はプリント基板１０３の近傍に配置される。プリン

ト基板１０３には、液晶表示器１０１を駆動するための電子回路及び電子部品（図

示せず）が実装されている。液晶表示器１０１は、ＬＣＤ本体と、図示しないバッ

クライト用のＬＥＤ（発光ダイオード）と、このＬＥＤからの光を液晶表示器１０

１の背面に一様に付与するための透光性樹脂による導光部材（図示せず）を一体化

したユニットになっている。 

【０００４】 

ホルダ１０２は硬質の樹脂材による成形で作られており、液晶表示器１０１の外

形相当の内寸法の凹部を有している。この凹部内には、液晶表示器１０１が両面接

着テープ１０４等を用いて固定される。プリント基板１０３は、シャーシー（図示

せず）等に取り付けられる。 

【０００５】 

図５の様に液晶表示器１０１が取り付けられた後、携帯電話機の筐体を形成して

いる上部ケース（折り畳み型携帯電話機の場合）又は前面ケース（ストレート型携



  - 155 - 

帯電話機の場合）が被せられ、他のケース部が全て取り付けられることにより、携

帯電話機が完成する。 

【０００６】 

携帯電話機等は小型軽量化が求められているため、各電子部品のほか、筐体、基

板、部品の取付部材等の全てについて徹底した軽量化が要求されている。しかも、

携帯電話機等は、日常的に携帯されるものであるため、取り扱いも乱暴に扱われる

恐れがあるため、筐体、基板、取付部材等は、軽量化を図りながらも十分な強度を

有することが求められる。また、量産性の向上、原価低減による組立工数の削減等

も要求されている。 

【０００７】 

携帯電話機等に搭載される液晶表示装置に対しても、小型化及び薄型化が要求さ

れているが、偏光板やガラス基板を組み合わせた構成であるため、携帯電話機を落

下させたり、表示部に衝撃等の外力が加わると、偏光板やガラス基板に割れ、損傷

等を招くことがある。そこで、液晶表示器を衝撃等から保護できるような構造や設

計が要求される。 

【０００９】 

【発明が解決しようとする課題】 

しかし、従来の液晶表示装置によると、図５の構成では、小型化のために液晶表

示器とフレームやホルダ内周との間の隙間を小さくすると、衝撃等の外部からの力

が液晶表示器に伝わり易く、液晶表示器の損傷、破損等を招きやすくなる。また、

特許文献１の構成では、軟質部材を部分的に設けるため、緩衝効果を高めるには厚

みを大きくせざるを得ず、従って軟質部材の厚みの分だけ表示部の厚みが大きくな

り、薄型化が図れない。上記の問題は、液晶表示器だけでなく、平板状で薄型な構

成の表示器に共通する。 

【００１０】 

したがって、本発明の目的は、薄型化を図りながら、表示器の破損等を生じ難く
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する表示装置及びそのホルダを提供するにある。 

【００１１】 

【課題を解決するための手段】 

本発明は、上記の目的を達成するため、第１の特徴として、片面に表示面を有す

る表示器と、軟質な材料により前記表示器を設置するための凹部が形成されたクッ

ション部を上層にし、硬質な材料による台座部を前記クッション部に二色成形によ

り一体化したホルダとを備え、前記表示器は、前記クッション部の前記凹部に粘着

部材によって貼着されていることを特徴とする表示装置を提供する。 

【００１２】 

この構成によれば、ホルダが軟質な材料によるクッション部と硬質な材料による

台座部とが二色成形により一体化されているため、クッション部に表示器を搭載す

れば、ホルダに衝撃等の外力が加わっても、衝撃等はクッション部で吸収され、表

示器に伝わり難くなるので、表示器の破損等を招きにくい液晶表示装置が得られる。

しかも、二色成形によりクッション部と台座部を一体化し、クッション部を別部品

としていないので、高い位置決め精度が得られると共に、コストダウンが可能にな

る。 

イ 図面 

【図５】 
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(12) 甲１３（参考文献Ｃ）の記載事項 

２０１６（平成２８）年１０月６日に国際公開された甲１３は、発明の名称を「独

立気泡発泡シート」とする特許出願に係るもので、甲１３の明細書には、次の記載

がある。 

ア 技術分野 

［０００１］ 本発明は、例えば、タッチパネル等の表示装置の衝撃吸収シート

として使用される独立気泡発泡シートに関する。 

イ 背景技術 

［０００２］ ノート型パーソナルコンピューター、携帯電話、スマートフォン、

タブレット等の携帯機器において、表示装置は、破損や故障の防止のために、背面

側に衝撃吸収シートが配置されることがある。衝撃吸収シートは、高い柔軟性が求

められており、従来、発泡シートが広く使用されている。衝撃吸収シートとして使

用される発泡シートとしては、例えば、特許文献１に記載されるように、多数の独

立気泡を内包したポリエチレン系架橋発泡シートが知られている。また、ウレタン

系発泡シートやゴム系発泡シート等も広く使用されている。 

ウ 発明の概要のうち発明が解決しようとする課題 

［０００４］ 近年、スマートフォン等の携帯機器の表示装置としては、タッチ

パネル式のものが多く採用されるようになってきている。タッチパネル式の液晶パ

ネルは、その操作時の押圧が強くなると液晶の滲み（プーリング）が発生すること

がある。また、スマートフォンは、携帯ゲームの普及等により、表示装置が高速で

繰り返し強い力で押圧されることがあるが、そのような場合、プーリングが目立つ

ことがあり、プーリングを抑制する要求が高まりつつある。そのため、表示装置に

使用される発泡シートは、高い衝撃吸収性のみならず、プーリングを早期に消失で

きる特性（すなわち、耐プーリング性）が求められるようになってきている。 

一方で、表示装置は、長期間使用することが前提であるため、発泡シートには、

長い期間にわたって一定の物性を維持する耐久性も求められている。さらに、携帯
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機器の小型化に伴い、発泡シートの厚さを薄くすることも求められている。 

［０００５］ 本発明は、以上の実情に鑑みてなされたものであり、本発明の課

題は、厚さが薄く高い耐久性を有しながらも、プーリングを抑制可能な発泡シート

を提供することである。 

４ 乙３、４、６及び７の記載事項 

(1) 乙３の記載事項 

平成２８年６月２０日に公開された乙３は、発明の名称を「携帯電子機器用粘着

シート」とする特許出願に係るもので、乙３には、次の記載がある。 

ア 発明の詳細な説明 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は、携帯電子機器用粘着シートに関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

一般に、粘着剤（感圧接着剤ともいう。以下同じ。）は室温付近の温度域において

柔らかい固体（粘弾性体）の状態を呈し、圧力により簡単に被着体に接着する性質

を有する。このような性質を活かして、粘着剤は、基材の少なくとも一方の表面に

粘着剤層を設けた基材付き粘着シートの形態で、例えば、各種物品を固定したり、

各種物品の表面保護、あるいは装飾など所望の外観を得る等の目的で広く利用され

ている。・・・ 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００４】 

上記各種用途に用いられる粘着シートは、被着体に貼り付けるときに、粘着シー

トと被着体との間に空気等の流動性異物が残り、この異物が気泡等（空気だまり等）

となって外観品質の低下を引き起こす場合がある。上記のような気泡等は接着力の
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低下など粘着特性に悪影響を及ぼす点でも望ましくない。このような気泡等の発生

を予防し、または発生した気泡等を除去する性質（以下「空気抜け性」ともいう。）

を付与することを目的として、粘着シートの粘着面を保護する剥離ライナーの表面

に凸条を形成し、該凸条を利用して該シートの粘着剤層表面に溝を形成する技術が

知られている（特許文献１）。上記粘着面と被着体との間に残ろうとする空気等は、

粘着剤層の表面に形成された溝から除去され得る。・・・ 

【０００５】 

ところで、粘着シートの好ましい適用対象の一つに、近年普及が著しいスマート

フォン等の携帯電子機器が挙げられる。上記携帯電子機器は、その携帯性ゆえ、小

型化、軽量化の要求が強く、また同時に、サイズや重量を犠牲にすることなく、さ

らなる大容量化、高機能化を実現することも求められている。したがって、携帯電

子機器に用いられる粘着シートも、必要な性能（例えば接着力）を維持しつつ、さ

らなる薄幅化、薄厚化の傾向にある。しかし、特許文献１で提案されているような、

粘着面に溝を有する粘着シートは、薄厚化した場合に溝の深さも制限され、当該溝

の深さが所定値以下になると、空気抜け性が損なわれてしまう。・・・ 

【０００６】 

本発明は、上記の知見に基づいて創出されたものであり、粘着剤層に設けられる

空気抜け手段の深さが制限された携帯電子機器用途において、良好な空気抜け性を

有し、粘着シートの接着面が平滑で、被着体への貼り付け後の早い段階から良好な

粘着特性を示す粘着シートを提供することを目的とする。 

【課題を解決するための手段】 

【０００７】 

本発明によると、携帯電子機器用粘着シートが提供される。この粘着シートは、

フィルム状基材と、該フィルム状基材の少なくとも一方の表面に設けられた粘着剤

層と、を備える。前記粘着剤層の厚さは２０μｍ以下である。また、前記粘着剤層

の表面を部分的に覆うコート層をさらに備える。さらに、前記コート層の厚さは３
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μｍ未満である。 

上記のように、粘着剤層の厚さが制限された粘着シートにおいて、厚さ３μｍ未

満のコート層を空気抜け手段として利用することによって、良好な空気抜け性が実

現される。したがって、上記構成を有する粘着シートは、薄厚化が要求される用途、

典型的には携帯電子機器用途、に特に好ましい。また、粘着剤層上に設けられるコ

ート層の厚さは３μｍ未満に制限されているので、コート層を原因とする粘着シー

ト接着面における平滑性の低下が抑制または防止される。さらに、上記厚さのコー

ト層は、被着体に貼り付けたときに、粘着剤とコート層とからなる粘着シート接着

面が被着体に馴染みやすい。そのため、上記構成の粘着シートは、被着体への貼り

付け後の早い段階から良好な粘着特性を発現する。 

【０００８】 

ここに開示される粘着シートの好ましい一態様では、前記粘着剤層の厚さＴＡに

対する前記コート層の厚さＴＣの比（ＴＣ／ＴＡ）は０．７５以下である。このよ

うに構成することで、粘着シート接着面の平滑性の低下は抑制され、優れた接着力

を実現することができる。また、コート層の厚さを粘着剤層の厚さに対して相対的

に制限することで、例えば剥離性支持体の表面上にコート層を部分的に形成し、そ

の上に粘着剤層をさらに形成する態様において、剥離性支持体表面上に形成された

コート層に対して粘着剤が十分に供給され、良好な積層状態が得られる。このよう

な観点から、粘着剤層の厚さは、上記比（ＴＣ／ＴＡ）を満足しつつ、１μｍ以上

とすることが適当であり、好ましくは２μｍ以上、より好ましくは３μｍ以上であ

る。 

【００１０】 

ここに開示される粘着シートの好ましい一態様では、前記フィルム状基材の厚さ

は５μｍ未満である。基材の厚さが制限されていることは、粘着シートの薄厚化の

点で有利であり、上記厚さを有する基材を備える粘着シートは、携帯電子機器用途

に好ましく適用され得る。 
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【００１１】 

ここに開示される粘着シートの好ましい一態様では、粘着シートの総厚さは５０

μｍ以下である。このような薄厚の粘着シートにおいて、ここに開示される技術に

よる空気抜け性は良好に発揮される。 

【００１２】 

また、本発明によると、ここに開示されるいずれかの粘着シートと、該粘着シー

トの接着面を保護する剥離ライナーと、を備える剥離ライナー付き携帯電子機器用

粘着シートが提供される。・・・ 

【００１３】 

また、本発明によると、少なくとも一方の表面が剥離性表面である剥離性支持体

を備える粘着シート用剥離ライナーが提供される。前記剥離性支持体の剥離性表面

上には、粘着シートに転写可能なコート層が設けられている。そして、前記コート

層の厚さは３μｍ未満である。このような剥離ライナーを用いて粘着シートの粘着

剤層表面にコート層を転写することで、良好な空気抜け性を実現し得る粘着シート

が提供され得る。 

【発明を実施するための形態】 

【００１６】 

以下、本発明の好適な実施形態を説明する。・・・ 

【００１７】 

また、本明細書における粘着シートの概念には、粘着テープ、粘着ラベル、粘着

フィルム等と称され得るものが包含される。・・・ 

【００１８】 

図１は一実施形態に係る粘着シートを模式的に示す上面図であり、図２は図１の

II－II線における断面図である。図面を参照しながら、この実施形態の粘着シートに

ついて説明する。 

【００２３】 
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コート層３０は、粘着シート１の接着面１Ａにおいて所定のパターン（コート層

パターン）４０を呈している。この実施形態では、コート層３０は格子状パターン

４０を呈している。コート層３０の格子状パターン４０は、具体的には、粘着シー

ト１の接着面１Ａにおいて第１ストライプ状パターン部４２と、第１ストライプ状

パターン部４２と交差するように配置された第２ストライプ状パターン部４４とか

らなる。 

【００２４】 

第１ストライプ状パターン部４２は、接着面１Ａの一端から他端に向かって直線

状に延びる複数の部分（線状に延びる部分。本実施形態では帯状部分）５０から構

成されており、これら複数の線状に延びる部分５０は、その幅方向にて間隔をおい

て平行に配置されている。この実施形態では、線状に延びる部分５０は、その長手

方向が粘着シート１の幅方向の端部と交差する角度で配置されており、それぞれ接

着面１Ａの両端に到達している。 

【００２５】 

第２ストライプ状パターン部４４も、第１ストライプ状パターン部４２と同様に、

接着面１Ａの一端から他端に向かって直線状に延びる複数の部分（線状に延びる部

分。本実施形態では帯状部分）５０から構成されており、これら複数の線状に延び

る部分５０は、その幅方向にて間隔をおいて平行に配置されている。この実施形態

では、線状に延びる部分５０は、その長手方向が粘着シート１の幅方向の端部と交

差する角度で配置されており、それぞれ接着面１Ａの両端に到達している。なお、

この実施形態では、線状に延びる部分５０は直線状の帯状部分であるが、これに限

定されず、各線状に延びる部分は曲線状に延びるものであってもよい。その場合、

複数の線状に延びる部分が形成し得るストライプ状パターンは波状等であり得る。

また、線状に延びる部分の本数は、粘着シートの接着面の形状やサイズ等との関係

で決定され得るため、特定の本数に制限されるものではない。 

【００２６】 
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また、この実施形態では、第１ストライプ状パターン部４２と第２ストライプ状

パターン部４４とは、第１ストライプ状パターン部４２の線状に延びる部分５０と

第２ストライプ状パターン部４４の線状に延びる部分５０とがほぼ直交するように

交差している。したがって、第１ストライプ状パターン部４２の線状に延びる部分

５０と第２ストライプ状パターン部４４の線状に延びる部分５０とは、部分的に重

なっている。 

【００２７】 

なお、本明細書において格子状パターンとは、典型的には、互いに交差する２つ

のストライプ状パターン部を含むパターンを指し、本実施形態のような斜方格子だ

けでなく、正方格子、三角格子等の各種の格子形状を包含する。線状に延びる部分

が直線状の場合、２つのストライプ状パターン部の交差角度（鋭角側）は、１０度

～９０度（好ましく４５度～９０度、典型的には６０度～９０度）の範囲内で設定

され得る。また、ここに開示される格子状パターンには、屈曲を繰り返す複数の線

状に延びる部分から構成されるストライプ状パターン部を含むパターン、例えば六

角格子のようなパターンも包含されるものとする。そのようなパターンは、隣りあ

う線状に延びる部分同士が一部で接続したものであり得る。空気抜け性の観点から、

コート層は、１または２以上のストライプ状パターン部を有することが好ましい。

コート層パターン（典型的には格子状パターン）は、第３のストライプ状パターン

部を有するものであってもよい。 

【００４０】 

コート層３０の各線状に延びる部分５０の幅（Ｗ１）は、本実施形態では約２０

０μｍであるが、これに限定されない。好ましい一態様では、コート層の各線状に

延びる部分の幅（Ｗ１）は、０．１～２ｍｍの範囲内で設定される。これにより、

高い経時接着力と良好な空気抜け性とを両立することができる。上記線状に延びる

部分の幅（Ｗ１）は、空気抜け性向上の観点から、より好ましくは０．２ｍｍ以上、

さらに好ましくは０．３ｍｍ以上、特に好ましくは０．５ｍｍ以上である。他の好
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ましい一態様では、コート層の各線状に延びる部分の幅（Ｗ１）は凡そ１０μｍ以

上である。空気抜け性の観点から、コート層の各線状に延びる部分の幅（Ｗ１）は、

好ましくは５０μｍ以上、より好ましくは１００μｍ以上、さらに好ましくは１５

０μｍ以上である。また、接着力や外観等の観点からは、上記線状に延びる部分の

幅（Ｗ１）は、より好ましくは１．２ｍｍ以下、さらに好ましくは１．０ｍｍ以下、

特に好ましくは０．７ｍｍ以下、さらに特に好ましくは０．５ｍｍ以下、最も好ま

しくは０．４ｍｍ以下である。第１ストライプ状パターン部の線状に延びる部分の

幅（Ｗ１）と、第２ストライプ状パターン部の線状に延びる部分の幅（Ｗ１）とは、

同じであってもよく、異なっていてもよい。 

【００４２】 

コート層３０の第１ストライプ状パターン部４２を構成する線状に延びる部分５

０の間隔（Ｗ２）は、本実施形態では約１．８ｍｍであり、第２ストライプ状パタ

ーン部４４を構成する線状に延びる部分５０の間隔（Ｗ２）も同様であるが、これ

に限定されない。第１ストライプ状パターン部を構成する線状に延びる部分の間隔

（Ｗ２）は１．０～１０ｍｍの範囲内に設定することが好ましい。これにより、高

い経時接着力と空気抜け性とがバランスよく両立される傾向が高まる。ここで線状

に延びる部分の間隔（Ｗ２）とは、粘着シートの接着面において隣りあう２つの線

状に延びる部分の間に存在する部分の幅を指す。上記線状に延びる部分の間隔（Ｗ

２）は、経時接着力向上等の観点から、より好ましくは１．５ｍｍ以上、さらに好

ましくは２．５ｍｍ以上である。上記線状に延びる部分の間隔（Ｗ２）は、８ｍｍ

以下（例えば５ｍｍ以下、典型的には３ｍｍ以下）程度であってもよい。第２スト

ライプ状パターン部を構成する線状に延びる部分の間隔（Ｗ２）も、上記第１スト

ライプ状パターン部を構成する線状に延びる部分の間隔（Ｗ２）として例示した範

囲内から好ましく設定される。上記間隔（Ｗ２）は等間隔であることが好ましい。

なお、第１ストライプ状パターン部を構成する線状に延びる部分の間隔（Ｗ２）と

第２ストライプ状パターン部を構成する線状に延びる部分の間隔（Ｗ２）は、同じ
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であってもよく、異なっていてもよい。 

イ 図面 

【図１】              【図３】 

 

 

 

 

 

(2) 乙４の記載事項 

平成２８年５月２３日に公開された乙４は、発明の名称を「粘着テープ」とする

特許出願に係るもので、乙４には、次の記載がある。 

ア 特許請求の範囲 

【請求項５】 

粘着剤層は、周波数１Ｈｚでの動的粘弾性スペクトルの損失正接のピーク温度が

－２５～－８℃であることを特徴とする請求項１、２、３又は４記載の粘着テープ。 

イ 発明の詳細な説明 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は、携帯電子機器を構成する部品を機器本体に接着固定でき、総厚みが薄

くても優れた防塵性を有する粘着テープに関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

画像表示装置又は入力装置を搭載した携帯電子機器（例えば、携帯電話、携帯情

報端末等）においては、組み立てのために粘着テープが用いられている。・・・ 

【０００３】 

携帯電子機器に用いられる粘着テープには、高い粘着力をはじめとする様々な性
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能が求められており、例えば、外部からの塵、埃等が携帯電子機器の内部に侵入す

るのを防ぐ防塵性も必要とされている。・・・ 

【０００４】 

近年、携帯電子機器をより一層薄く軽くするデザインが求められており、粘着テ

ープもより一層薄くなっている。しかしながら、従来の粘着テープの総厚みを薄く

すると、防塵性が低下するという問題があった。 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００６】 

本発明は、携帯電子機器を構成する部品を機器本体に接着固定でき、総厚みが薄

くても優れた防塵性を有する粘着テープを提供することを目的とする。 

【課題を解決するための手段】 

【００２９】 

上記粘着剤層の厚みは特に限定されないが、粘着剤層の厚み（片面の粘着剤層の

厚み）が２～１５μｍであることが好ましい。厚みが２μｍ未満であると、上記粘

着剤層の粘着力が低下し、粘着テープの防塵性が低下したり耐衝撃性が低下したり

することがある。厚みが１５μｍを超えると、リワーク性又は再剥離性が損なわれ

ることがある。上記粘着剤層の厚みのより好ましい下限は４μｍ、より好ましい上

限は１０μｍである。 

【００３２】 

本発明の粘着テープのプローブタックを上記範囲に調整するためには、上述した

範囲内で上記粘着剤層の組成及び／又は厚みを調整すればよいが、なかでも、上記

粘着剤層の周波数１Ｈｚでの動的粘弾性スペクトルの損失正接のピーク温度を２

０℃以下に調整することが好ましく、－２５～－８℃に調整することがより好まし

い。 

【００３６】 



  - 167 - 

本発明の粘着テープの用途は特に限定されないが、携帯電子機器を構成する部品

を機器本体に接着固定する用途が好ましい。具体的には、本発明の粘着テープは、

例えば、携帯電子機器の液晶表示パネルを機器本体に接着固定する粘着テープとし

て用いることができる。また、これらの用途における本発明の粘着テープの形状は

特に限定されないが、長方形、額縁状、円形、楕円形、ドーナツ型等が挙げられる。 

【発明の効果】 

【００３７】 

本発明によれば、携帯電子機器を構成する部品を機器本体に接着固定でき、総厚

みが薄くても優れた防塵性を有する粘着テープを提供することができる。 

 (3) 乙６の記載事項 

平成２８年９月１日に公開された乙６は、発明の名称を「粘着シート、その製造

方法及び電子機器」とする特許出願に係るもので、乙６には、次の記載がある。 

ア 特許請求の範囲 

【請求項３】 

前記支持体（Ａ）の厚さが１μｍ～４μｍであり、かつ、粘着剤層（Ｂ）の厚さ

が１μｍ～６μｍである請求項１または請求項２に記載の粘着シート。 

【請求項５】 

前記粘着剤層（Ｂ）の、周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づ

く損失正接のピーク温度が、－４０℃～１５℃の範囲である請求項１～４のいずれ

か１項に記載の粘着シート。 

イ 発明の詳細な説明 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は、例えば携帯用電子機器のきょう体や部品等を接合する場面で好適に使

用できる薄型の粘着シートに関する。 

【背景技術】 
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【０００２】 

粘着シートは、作業性に優れ、接着信頼性の高い接合手段であるため、例えばＯ

Ａ機器や家電製品等の電子機器の製造場面で広く使用されている。 

【０００３】 

前記電子機器には、近年、高機能化と小型化と薄型化とが求められており、特に

パソコン、デジタルビデオカメラ、電子手帳、携帯電話、ＰＨＳ、スマートフォン、

ゲーム機器、電子書籍等の携帯電子端末には、さらなる小型化や薄型化が求められ

ている。そのため、前記携帯電子端末の製造場面では、主要構成部品の薄型化と共

に、この部品の固定に使用する粘着シートにも、さらなる薄型化が求められている。 

【０００４】 

前記薄型の粘着シートとしては、例えばアクリル系粘着剤を、芯材の両面に有す

る粘着シートであって、該芯材及び両面の粘着剤層を合わせた総厚さが３０μｍ以

下であり、両面の粘着剤層の厚さが２～１０μｍである粘着シートが知られている

（例えば、特許文献１参照。）。 

【０００５】 

しかし、前記粘着シートの薄型化がすすむなかで、前記薄型の粘着シートと被着

体とを貼り合わせる際に、それらの界面に気泡が残存しやすく、その結果、粘着シ

ートの膨れ等に起因した外観不良や、熱伝導性や接着力等の性能低下を引き起こす

場合があった。 

【０００６】 

とりわけ、前記粘着シートを、グラファイトシート等の放熱部材と発熱部材との

貼り合わせに使用する場合、前記気泡は、粘着シートを介して発熱部材から放熱部

材へ熱が伝導されることを阻害する場合がある。そのため、前記粘着シートには、

被着体との界面に気泡を含まない状態で貼付できることが求められていた。 

【０００７】 

前記粘着シートを被着体に貼付する際の気泡の混入等を抑制する方法としては、
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例えば粘着剤面に周縁部まで連通連続状に極細溝を網目状に形成して、多数の独立

島部を形成し、さらに該独立島部の面積を０．２５ｍｍ２から８．４１ｍｍ２とし、

独立島部の高さを５～２０μｍとし、且つ、上記極細溝の幅を０．１ｍｍ～０．５

ｍｍに設定した粘着シートが開示されている（例えば、特許文献２参照。）。 

【０００８】 

しかし、前記粘着シートは比較的厚いため前記したような複雑な極細溝等を形成

することができるものの、前記携帯電子機器の薄型化等に貢献しうる薄型粘着シー

トに、前記したような極細で複雑形状な溝等を形成することは、生産工程上、煩雑

となる場合があった。 

【０００９】 

また、溝等が形成された薄型粘着シートは、前記溝部が形成されることによって

被着体との接触面積が減少し、かつ、粘着剤層が薄型でなるため、一般に、圧着し

た際の接着性の点で十分でなく、例えば上記粘着シートやそれを用いて得られたグ

ラファイト複合シートの表面から保護フィルムを高速剥離する場合に、上記粘着シ

ートまたはグラファイト複合シートの被着体からの浮きや剥がれを引き起こす場合

があった。 

【００１０】 

また、前記溝等が設けられた薄型粘着シートは、薄型であることに起因して、単

に溝部が存在する粘着剤層を使用することのみでは、粘着剤層と被着体との間から、

微小な気泡が抜けにくく、依然としてそれらの界面に残存する場合があった。 

【００１１】 

このように、薄型であっても、被着体と粘着剤層との界面に微小な気泡が残存せ

ず、かつ、優れた接着力とを備えた粘着シートの開発が求められているものの、そ

れらを高いレベルで両立した粘着シートは、未だ見出されていなかった。 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 
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【００１３】 

本発明が解決しようとする課題は、被着体との界面に気泡が残存することを防止

でき、かつ、接着力に優れた薄型の粘着シートを提供することである。 

【課題を解決するための手段】 

【００１４】 

本発明者等は、貼付の際に、被着体に接しうる粘着剤層の表面に所定の凹凸形状

を有する粘着シートを使用することによって、上記課題を解決できることを見出し

た。 

【００１５】 

すなわち、本発明は、支持体（Ａ）の少なくとも一方の面側に直接または他の層

を介して粘着剤層（Ｂ）を有する総厚さ２０μｍ以下の粘着シートであって、前記

粘着剤層（Ｂ）が、０．１μｍ～１．０μｍの範囲の中心線平均表面粗さＲａを有

する粘着剤層であり、温度２３℃及び相対湿度５０％ＲＨの環境下、片面の粘着剤

層がポリエチレンテレフタレートフィルムで裏打ちされた試験片を、前記粘着剤層

（Ｂ）がステンレス板（ＳＵＳ板）の表面に接するように載置し、前記ポリエチレ

ンテレフタレートフィルムの上面で２ｋｇローラーを一往復させることによってそ

れらを圧着させた時から５分後の１８０°引き剥がし接着力（剥離速度３００ｍｍ

／ｍｉｎ）が３Ｎ／２０ｍｍ以上であり、前記圧着させた時から６０分後の１８０°

引き剥がし接着力（剥離速度３００ｍｍ／ｍｉｎ）が４Ｎ／２０ｍｍ以上であるこ

とを特徴とする粘着シートに関するものである。 

【発明の効果】 

【００１６】 

本発明の粘着シートは、非常に薄型で、被着体との界面に微小な気泡が残存しに

くく、かつ、接着力に優れることから、例えば携帯電子端末等の電子機器を構成す

るきょう体と、充電池等の部品との接着に好適に使用することができる。 

【発明を実施するための形態】 
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【００１８】 

本発明の粘着シートは、支持体（Ａ）の少なくとも一方の面側に直接または他の

層を介して粘着剤層（Ｂ）を有する総厚さ２０μｍ以下の粘着シートであって、前

記粘着剤層（Ｂ）が、０．１μｍ～１．０μｍの範囲の中心線平均表面粗さＲａを

有する粘着剤層であり、温度２３℃及び相対湿度５０％ＲＨの環境下、片面の粘着

剤層がポリエチレンテレフタレートフィルムで裏打ちされた試験片を、前記粘着剤

層（Ｂ）がステンレス板（ＳＵＳ板）の表面に接するように載置し、前記ポリエチ

レンテレフタレートフィルムの上面で２ｋｇローラーを一往復させることによって

それらを圧着させた時から５分後の１８０°引き剥がし接着力（剥離速度３００ｍ

ｍ／ｍｉｎ）が３Ｎ／２０ｍｍ以上であり、前記圧着させた時から６０分後の１８

０°引き剥がし接着力（剥離速度３００ｍｍ／ｍｉｎ）が４Ｎ／２０ｍｍ以上であ

ることを特徴とする粘着シートであることを特徴とする。 

【００３４】 

また、本発明の粘着シートとしては、総厚さ２０μｍ以下であるものを使用する

ことが好ましく、１μｍ～１５μｍであるものを使用することがより好ましく、３

μｍ～１２μｍであるものを使用することがさらに好ましく、３μｍ～７μｍであ

るものを使用することが、例えば携帯電子端末等の薄型化に貢献するうえで特に好

ましい。・・・ 

【００３７】 

［支持体（Ａ）］ 本発明の粘着シートを構成する支持体（Ａ）としては、１μｍ

～４μｍの厚さのものを使用することが好ましく、１．５μｍ～２．５μｍの厚さ

のものを使用することが、粘着シートを薄型化でき、かつ、被着体と粘着剤層（Ｂ）

との界面から気泡を容易に除去することができ、その結果、前記粘着シートの膨れ

等に起因した外観不良や、熱伝導性や接着力等の性能低下をより効果的に防止でき

るためより好ましい。 

【００４７】 
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［粘着剤層（Ｂ）］ 次に、本発明の粘着シートを構成する粘着剤層（Ｂ）につい

て説明する。 

【００５６】 

前記粘着剤層（Ｂ）の、周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づ

く損失正接のピーク温度は、特に限定されるものではないが、－４０℃～１５℃で

あることが好ましく、－２０℃～１０℃であることがより好ましく、－１０℃～５℃

であることが、前記粘着剤層（Ｂ）の中心線平均表面粗さＲａ等で表される表面形

状が保持されやすいため表面粗さ等の経時的な変化を防止しやすく、被着体と粘着

剤層（Ｂ）との界面から気泡を容易に除去することができ、その結果、前記粘着シ

ートの膨れ等に起因した外観不良や、熱伝導性や耐熱性や接着力等の性能低下をよ

り効果的に防止できるためより好ましい。 

【００６７】 

前記粘着剤層（Ｂ）としては、それぞれ厚さ０．５μｍ～６μｍであるものを使

用することが好ましく、１μｍ～３μｍであるものを使用することが、薄型であっ

ても接着力の優れた粘着シートを得るうえでより好ましい。特に前記粘着剤層（Ｂ）

は、厚さ１μｍ～６μｍのものを使用することが好ましく、厚さ１μｍ～３μｍの

ものを使用することが、被着体と粘着剤層（Ｂ）との界面から気泡を容易に除去す

ることができ、その結果、前記粘着シートの膨れ等に起因した外観不良や、熱伝導

性や耐熱性や接着力等の性能低下をより効果的に防止できるためより好ましい。・・・ 

(4) 乙７の記載事項 

２０１６（平成２８）年３月１０日に公開された乙７は、発明の名称を「粘着層

付き透明面材および粘着層」とする特許出願に係るもので、乙７の明細書には、次

の記載がある。 

ア 技術分野 

［０００１］ 本発明は、粘着層付き透明面材および粘着層に関し、特に車載表

示装置の保護に好適な粘着層付き透明面材および粘着層に関する。 
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イ 背景技術 

［０００２］ 従来から、表示装置の表示パネルを保護するために、表示パネル

の表示面（表示領域）を覆う透明な保護部材が用いられている。このように表示装

置を保護するための保護部材として、例えば、特許文献１には、表面に粘着層が形

成された粘着層付き透明面材が記載されている。 

ウ 発明の概要 

(ｱ) 発明が解決しようとする課題 

［０００７］ 本発明は、・・・車載表示装置に好適な粘着層付き透明面材およ

び粘着層であって、視認性と耐衝撃性とを両立させた粘着層付き透明面材および粘

着層を提供することを目的とする。 

(ｲ) 課題を解決するための手段 

［０００８］ 本発明者らは、上記目的を達成するために鋭意検討を行なった

結果、粘着層付き透明面材が特定の条件を満たすことで、視認性と耐衝撃性とが共

に優れることを見出し、本発明を完成させた。 

［０００９］ 本発明の一形態に係る粘着層付き透明面材は、透明面材と、上

記透明面材の一方の表面に設けられた粘着層と、を備え、上記透明面材が、板厚が

０．４～３．０ｍｍの板ガラスであり、上記粘着層は、温度２５℃、周波数１Ｈｚ

における貯蔵せん断弾性率が３０ＭＰａ以下であり、温度２５℃、周波数４０ｋＨ

ｚにおける貯蔵せん断弾性率が５０ＭＰａ以上であり、温度２５℃、周波数４０ｋ

Ｈｚにおける損失正接ｔａｎδが０．１以上である。 

また、本発明の一形態に係る粘着層付き透明面材は、透明面材と、上記透明面材

の一方の表面に設けられた粘着層と、を備え、上記透明面材が、板厚が０．６～３．

０ｍｍの板ガラスであり、上記粘着層は、温度２５℃、周波数１Ｈｚにおける貯蔵

せん断弾性率が３０ＭＰａ以下であり、温度２５℃、周波数４０ｋＨｚにおける貯

蔵せん断弾性率が５０ＭＰａ以上であり、温度２５℃、周波数４０ｋＨｚにおける

損失正接ｔａｎδが０．１以上である。 
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また、本発明の一形態に係る粘着層は、透明面材と表示装置とを貼合可能な粘着

層であって、温度２５℃、周波数１Ｈｚにおける貯蔵せん断弾性率が３０ＭＰａ以

下であり、温度２５℃、周波数４０ｋＨｚにおける貯蔵せん断弾性率が５０ＭＰａ

以上であり、温度２５℃、周波数４０ｋＨｚにおける損失正接ｔａｎδが０．１以

上である。 

(ｳ) 発明の効果 

［００１０］ 本発明によれば、視認性と耐衝撃性とを両立させた粘着層付き透

明面材および粘着層を提供できる。 

(ｴ) 発明を実施するための形態 

［００１３］［粘着層付き透明面材］ 

・・・ 

［００１７］〔粘着層〕 

粘着層１４は、透明面材１２を表示パネル１０４に貼合する際に、透明面材１２

と表示パネル１０４とを接着するためのものである。粘着層１４は、ダイコート等

で透明面材１２上に塗布形成されてもよいし、透明面材１２とは別にフィルム状に

硬化されたものであっても構わない。以下、透明面材１２上に設けられた粘着層１

４について説明する。 

［００２３］ 粘着層１４の厚さとしては、厚すぎると視認性に悪影響を及ぼす

可能性があり、また、薄すぎると耐衝撃性を十分に発揮できない可能性があるとい

う理由から、３０～２０００μｍが好ましく、５０～１０００μｍがより好ましく、

１００～５００μｍがさらに好ましい。・・・ 

４ 取消事由１について 

(1) 相違点αについて 

ア 容易想到性について 

(ｱ) 甲１発明の感圧接着剤非配置部の帯状部分が積層シートの端部に到達してい

る「波状パターン」であることについて、甲１の段落【００３５】には、「波状の例」
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として「サインウェーブや疑似サインウェーブ、円弧波等の曲線状のものや、ジグ

ザグ状、三角波等の非曲線状のものが挙げられる」こと及び「波状パターンは、同

形または異形の２種以上の波をそれらの位相をずらした状態で、あるいは形状やパ

ターンを反転させる等して、重ねて形成されたものであってもよい」ことが記載さ

れている。 

そして、「サインウェーブや疑似サインウェーブ、円弧波等」のパターンを「位相

をずらした状態で、あるいは形状やパターンを反転させ」て「重ねて形成」した場

合には、そのような形状の感圧接着剤非配置部の帯状部分に囲まれた感圧接着剤配

置部は、「略円形状」というべき形状になり得るものと解され（その一例として、被

告の主張に係る次の中央図参照）、「ジグザグ状、三角波等」のパターンを「位相を

ずらした状態で、あるいは形状やパターンを反転させ」て「重ねて形成」した場合

には、そのような形状の感圧接着剤非配置部の帯状部分に囲まれた感圧接着剤配置

部は、「略四角形状」というべき形状になり得るものと解される（その一例として、

被告の主張に係る次の左図参照）。 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) また、甲１発明は、感圧接着テープを包含する積層シートの技術分野（同段

落【０００１】、【００９５】）において、空気だまり等によって外観品質の低下や接

着力の低下がもたらされることを防ぐことを課題とするものであるところ（同【０

００４】、【０００５】、【０００７】等）、本件特許出願に係る優先日（平成２８年１

２月２０日）よりも前に、共通の技術分野（粘着テープ、粘着シート、粘着製品等）

において、気泡等による外観品質の低下や接着力の低下を防止するために、粘着剤
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層における粘着剤部分の形状を円形状、四角形状、六角形状とすることは、周知の

技術であったと認められる（甲３の段落［０００１］、［０００３］、［０００５］、［０

０１０］～［００１２］、［００１４］、［図２］～［図７］、甲５の段落【０００１】、

【０００４】、【００１７】、【００２９】、【図１０】～【図１２】、甲６の段落【００

０１】～【０００７】、【００１５】、【００３６】、【図２】、【図３】、甲７の段落【０

００１】～【０００３】、【００３１】、【００７９】、【図１】、甲１１の段落【０００

１】、【０００３】、【００１４】、【００３０】、【図３】、乙３の【０００１】、【０００

４】～【０００７】、【００１８】、【図１】）。 

なお、上記に関し、本件明細書の【図４】について、それが「略四角形（斜線）」

の形状の粘着部を指すものとされ（本件明細書の段落【０１６６】）、「略四角形（斜

線）」が実施例２２とされ（同【０１６３】【表５】）、実施例２２を含む「実施例の

粘着テープ」が「何れも一方の面に独立した粘着剤層を複数個持つ」と記載されて

いること（同【０１６７】。なお、同段落にいう「粘着剤層」は、その記載内容から

して、粘着部と実質的に同義と解される。）からして、本件明細書の【図４】の形状

は、本件発明１の「略四角形状」に含まれると解されるところである。 

(ｳ) 以上によると、甲１の記載及び周知技術を踏まえ、甲１発明において相違点

αに係る本件発明１の構成を採用することは、当業者が容易になし得ることである。 

イ 原告の主張について 

(ｱ) 原告は、甲１発明は、気泡抜けに関して本件発明とは全く異なる技術的思想

に基づくもので、「帯状部分」の「感圧接着剤非配置部」を設けることを技術的特徴

とする発明であること、そこでは、気泡は特定の溝の方向に沿ってのみ除去され、

その方向は自ずと溝の形状、配置により決定されるもので、また、「感圧接着剤配置

部」は、「感圧接着剤非配置部」を設けるべく消極的に設けられているにすぎないこ

と、したがって、波状パターンの「感圧接着剤配置部」を島状の「略円形状、略四

角形状または略六角形状」に変更する動機付けはなく、当該変更をするともはや「帯

状部分」の「感圧接着剤非配置部」は形成されなくなって甲１発明の効果を奏し得
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なくなるから阻害要因があることを主張する。 

しかし、前記ア(ｲ)のとおり、甲１発明は、感圧接着テープを包含する積層シート

の技術分野において、空気だまり等によって外観品質の低下や接着力の低下がもた

らされることを防ぐことを課題とするものであるところ、当該課題の解決のために

は気泡が除去されることが重要なのであって、それが特定の溝の方向に沿って除去

されることはそのために選択された手段にすぎない。この点、甲１発明において、

「感圧接着剤配置部」と「感圧接着剤非配置部」が表裏一体の構成であることは、

甲１の段落【０００６】、【００１０】、【００１１】等の記載から明らかである。そ

して、前記ア(ｱ)で指摘した甲１の段落【００３５】の記載自体から、感圧接着剤非

配置部の「波状パターン」の形状を変更する動機付けがあるといえ、それにより感

圧接着剤配置部が「略円形状、略四角形状または略六角形状」というべき形状にな

り得ると認められる（なお、同段落の「重ねて形成」という表現について、「重ね（る）」

という語の意義に反し、原告の主張するように単に平面的に並べて配置することの

みを意味するものと解釈すべき事情はない。）にもかかわらず、当該変更をすると甲

１発明の効果を奏し得なくなるというべき事情は認められない。 

(ｲ) 前記(ｱ)の主張に関し、原告は、本件発明１は、「島状」の「略円形状、略四

角形状または略六角形状」の接着部（Ｂ）を前提とする発明であって、本件明細書

の【図４】のような形状は本件発明１の「略四角形状」に含まれない旨を主張する

が、請求項１に「略円形状、略四角形状または略六角形状」の接着部（Ｂ）が「島

状」に構成されるという特定はない。 

この点、原告は、請求項１において、単位面積当たりの粘着部（Ｂ）の個数が定

められていることから、粘着部（Ｂ）についてはその個数を数えられるものとの特

定がされている旨を主張し、その上で、本件明細書の【図４】の「略四角形状（斜

線）」の場合には、５ｃｍ×５ｃｍの領域に「含まれる」粘着部（Ｂ）を数えること

ができず、また、形状が同じでないから粘着部の数を数える意味がなく、本件明細

書でも実施例２２については「粘着部の個数」が「－」（カウント不能）と記載され
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ているなどと主張する。 

しかし、特定のパターンに従って構成された２以上の粘着部（Ｂ）がその間にあ

る粘着部（Ｂ）を有しない領域と共に存在する以上、５ｃｍ×５ｃｍの領域内にお

ける粘着部（Ｂ）の個数を数えること自体は一般に可能であるといえる。請求項１

には、あくまで「流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲に」「粘着部（Ｂ）が１０

個～５００００個存在」すると記載されているのみで、当該範囲に１個の粘着部（Ｂ）

の全体が存在しなければならないという定めはなく、原告の上記主張のうち上記領

域に「含まれる」粘着部（Ｂ）の個数についていう部分は、その前提を欠くもので

ある。また、形状が同じでないことから直ちに粘着部の数を数える意味がないとい

うべき事情も認められない（なお、２以上の粘着部が部分的につながっている箇所

がある場合等も本件発明１の「略円形状」に含まれ（本件明細書の段落【００２２】）、

それゆえ、単位面積当たりにおける粘着部（Ｂ）と粘着部（Ｂ）を有しない領域と

の割合と粘着部の個数との間に厳密な相関関係があるとはみ難い場合も、本件発明

１には含まれているとみられるところである。）。そして、本件明細書の段落【０１

６３】【表５】の実施例２２について、「粘着部（１個あたり）の面積［ｍｍ２］」欄

及び「粘着部の個数」が「－」とされていることについては、原告が主張するよう

に「カウント不能」であることを示すものと直ちにみるべき事情はなく、前記ア(ｲ)

で指摘した本件明細書の段落【０１６７】の記載も踏まえると、粘着部の個数を数

えること自体は可能であるが、他の実施例における粘着部と比較して各粘着部の面

積の差が大きく他の実施例における粘着部と個数をそのまま比較し難いなどと判断

されたために「－」とされたものとみることもできるところである。 

したがって、本件発明１が「島状」の「略円形状、略四角形状または略六角形状」

の接着部（Ｂ）を前提とする発明である旨の原告の主張には理由がない。 

(ｳ) 原告は、甲１発明について、その技術分野は「溝によって空気抜けを行うタ

イプの粘着テープ」に限定されており、課題の解決もそれを前提としている一方で、

甲３、５～７及び１１に記載された技術は、粘着シートであっても異なる用途に用
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いられるもので、解決課題はそれぞれに異なるから、甲１発明に甲３、５～７及び

１１に記載された事項を組み合わせることはできない旨を主張する。 

しかし、甲１発明と共通の技術分野（粘着テープ、粘着シート、粘着製品等）に

おいて、気泡等による外観品質の低下や接着力の低下を防止するために、粘着剤層

における粘着剤部分の形状を円形状、四角形状、六角形状とすることが周知の技術

であったと認められることは、前記ア(ｲ)で認定判断したとおりであり、そこで指摘

した甲３、５～７及び１１の各段落の記載等に照らしても、甲１発明に当該周知技

術を組み合わせることができることは、明らかである。上記周知の技術が認められ

る上記技術分野からすると、原告の主張は技術分野を過度に狭く解するものであっ

て相当でない。 

(ｴ) 原告が主張するその余の点も、いずれも前記アの認定判断を左右するもので

はない。 

(2) 相違点βについて 

ア 容易想到性について 

(ｱ) 甲１の段落【００３０】には、「感圧接着剤非配置部１６の各帯状部分１８ａ、

１８ｂ、１８ｃ、１８ｄ（溝２６ａ、２６ｂ、２６ｃ、２６ｄ）の幅は、・・・凡そ

０．１～５ｍｍ（好ましくは０．３～３ｍｍ、より好ましくは０．５～２ｍｍ）の

範囲内とすることが適当である」ことが記載され、同【００３１】には、「感圧接着

部２５ａ、２５ｂ、…、２５ｅの幅（各帯状部分１７ａ、１７ｂ、…、１７ｅの幅

でもあり得る。）は、・・・１～１００ｍｍ（好ましくは２～５０ｍｍ、例えば３～

３０ｍｍ）の範囲内とすることが適当である」ことが記載されているところ、「感圧

接着剤非配置部」の幅を０．３ｍｍ、「感圧接着部」の幅を２ｍｍとした場合、粘着

テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲内に存在する「感圧接着部」の個

数は、次の計算式のとおり、２１．７個と概算することができる（小数点第二位以

下四捨五入。甲１の【図１】参照。ただし、「波状パターン」の場合、幅方向の両端

には帯状に連続せず分断された「感圧接着部」が複数生じることとなるから、実際
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には上記個数よりは一定数大きな個数となるものと解される。）。 

（計算式） 幅５０ｍｍ÷（０．３ｍｍ＋２ｍｍ）＝２１．７個 

そうすると、甲１発明の「２以上の部分を有する感圧接着剤配置部」について、

粘着テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲に「１０個～５００００個存

在」する構成とすることは、当業者が容易になし得ることである。 

(ｲ) また、甲３の段落［００２５］の実施例１について、同［００２７］には、

「粘着剤層２の四角い島状の粘着剤部分２ａの一辺の長さは０.５ｍｍ、・・・粘着

剤部分の面積の割合は５６％とした」ことが記載されているところ、粘着テープの

流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲内に存在する「粘着剤部分」の個数は、次

のとおり、５６００個と計算することができる（甲３の［図２］参照）。 

（計算式） ５０ｍｍ×５０ｍｍ×０．５６÷（０．５ｍｍ×０．５ｍｍ） 

＝５６００ 

このことからも、甲１発明の「２以上の部分を有する感圧接着剤配置部」につい

て、粘着テープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲に「１０個～５００００

個存在」する構成とすることは、当業者が容易になし得ることである。 

(ｳ) したがって、甲１発明において相違点βに係る本件発明１の構成を採用する

ことは、当業者が容易になし得ることである。 

イ 原告の主張について 

(ｱ) 原告は、相違点βに係る本件発明１の構成は、島状パターンという、５ｃｍ

×５ｃｍの領域に含まれる粘着部の個数が明確に認識できるものに限って適用でき

ると主張するが、前記(1)イ(ｲ)で指摘した点からして、上記主張を採用することは

できない。また、上記に関し、相違点αについて容易想到でないことを前提とする

原告の主張に理由がないことも、前記(1)のとおりである。 

(ｲ) 原告は、甲１発明の「帯状」の「感圧接着剤非配置部」の間に形成された「感

圧接着剤配置部」について、５ｃｍ×５ｃｍに含まれる個数は観念できないと主張

するが、これを採用できないことも、前記(1)イ(ｲ)及び前記(ｱ)のとおりである。 
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また、原告は、甲１の段落【００３０】の「感圧接着剤非配置部」の幅の範囲か

ら０．３ｍｍを、同【００３１】の「感圧接着部」の幅の範囲から２ｍｍをそれぞ

れ選び出して組み合わせて２１．７個という個数を算出することが恣意的である旨

も主張するが、上記各段落において好ましいものとされている範囲の下限をそれぞ

れ選び出して例とすることは、典型例の一つを検討するものであって、何ら恣意的

なものではない。なお、上記各段落に記載された各数値の範囲内において、粘着テ

ープの流れ方向５ｃｍ及び幅方向５ｃｍの範囲に「感圧接着部」が「１０個～５０

０００個存在」するという構成となる組合せは、他にもあり得るが、前記２１．７

個が上記構成に係る範囲内に含まれる以上、他の構成を検討するまでもなく、「１０

個～５００００個」という範囲をもってする相違点βに係る本件発明１の構成は容

易想到であるといえるから、他の組合せについての具体的検討がないことも、何ら

取消事由を構成するものではない。 

(ｳ) 原告が主張するその余の点も、いずれも前記アの認定判断を左右するもので

はない。なお、原告は、本件明細書の段落【０１６３】【表５】の実施例２２に係る

「－」の記載について、「カウント不能」と同様の趣旨で「カウントの対象外」であ

るとも主張するが、そもそも「カウント不能」と「カウントの対象外」は同義とは

解されず、「カウントの対象外」とされる場合にもその理由は様々にあり得るのであ

って（前記(1)イ(ｲ)参照）、「カウントの対象外」とされたことをもって直ちに実施

例２２が本件発明１に含まれないということはできない。 

(3) 相違点γについて 

ア 容易想到性について 

(ｱ) 甲１の段落【００７１】には、甲１の「感圧接着剤層は、典型的には、室温

付近の温度域において柔らかい固体（粘弾性体）の状態を呈し、圧力により簡単に

被着体に接着する性質を有する材料（感圧接着剤）から構成された層をいう」こと

が記載されている。 

(ｲ) そして、甲８の段落【００２１】には、「粘着剤層に含まれるアクリルオリゴ
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マーは、ガラス転移点が０℃以下である。ガラス転移点が０℃以下のアクリルオリ

ゴマーを粘着剤層に含むことで、粘着剤層が柔軟になる等して、他の物性との組み

合わせで本発明の効果を発現する粘着剤層を実現することができる」との記載があ

り、同【００３４】には、「ガラス転移点については、・・・実際に使用する常温環

境において、本発明の効果が発現されるように調整しなければならない。ガラス転

移点が高過ぎると、常温での柔軟性が失われ、粘着剤層の表面タックが低下する傾

向にあり、粘着剤層がわれてしまう傾向にあり、ガラス転移点が低すぎると物性の

バランスが悪くなり、特に柔軟性が低下する傾向にある。特に好ましいガラス転移

点の範囲は、他の物性の影響も受けて変動するが、およそ－５０℃から５℃である。」

との記載があり、同段落【００５６】には、「ｔａｎδ点は、・・・測定周波数１Ｈ

ｚ・・・で測定した値を元にして求め・・・、ガラス転移はｔａｎδの最大値から

求めた」との記載がある。なお、証拠（甲１８～２０）及び弁論の全趣旨により、

ガラス転移点（ガラス転移温度）とｔａｎδのピーク温度は同義のものと解される。 

(ｳ) そうすると、前記(ｱ)のとおり、「室温付近の温度域において柔らかい固体（粘

弾性体）の状態を呈・・・する材料（感圧接着剤）」により構成される甲１の感圧接

着剤層の周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づく損失正接のピー

ク温度については、前記(ｲ)の「測定周波数１Ｈｚ」で測定してｔａｎδの最大値か

ら求められた「ガラス転移点」につき「常温での柔軟性」等を考慮して好ましい範

囲であるとされる「およそ－５０℃から５℃」の範囲と相応に重なり合う範囲内に

あるとみるのが合理的である。 

(ｴ) また、①甲２（乙５）の段落【００４３】には、「粘着剤層（Ｂ）の、周波数

１Ｈｚで測定される動的粘弾性スペクトルに基づく損失正接のピーク温度は、特に

限定されるものではないが、－３０℃～２０℃であることが好ましく、－２０℃～

１０℃であることがより好ましく、－１０℃～５℃であることが、・・・被着体と粘

着剤層（ｂ）との界面から気泡を容易に除去することができ、その結果、前記粘着

シートの膨れ等に起因した外観不良や、熱伝導性や耐熱性や接着力等の性能低下を
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より効果的に防止できるためより好ましい」という記載があり、同【０１２９】に

は実施例として粘着剤層のｔａｎδのピーク温度が０℃の粘着剤層が開示され、②

甲９の段落【００２７】には、「再剥離用粘着シートを構成する粘着剤層は、周波数

１Ｈｚでの－５０℃～１５０℃の範囲における損失正接が、－２０℃以下の低温域

で上に凸状のピークを有し、低温域から中温域にかけて減少し、１０～４０℃の中

温域で下に凸のピークを有し」ているとの記載があり、同【００２８】には、「損失

正接を上記各範囲とすることで、粘着剤に適度な流動性が付与される」との記載が

あり、③甲１０の段落【００１８】には、粘着剤組成物に関し、「炭素数が９個のア

ルキルアルコールのアクリル酸エステル以外でも、粘着剤のガラス転移点温度が－

１０℃から５℃の範囲に調節できるモノマーは使用可能である」ことが記載されて

おり、④乙６の段落【００５６】には、「粘着剤層（Ｂ）の、周波数１Ｈｚで測定さ

れる動的粘弾性スペクトルに基づく損失正接のピーク温度は、特に限定されるもの

ではないが、－４０℃～１５℃であることが好ましく、－２０℃～１０℃であるこ

とがより好ましく、－１０℃～５℃であることが、・・・被着体と粘着剤層（Ｂ）と

の界面から気泡を容易に除去することができ、その結果、前記粘着シートの膨れ等

に起因した外観不良や、熱伝導性や耐熱性や接着力等の性能低下をより効果的に防

止できるためより好ましい」との記載がある。 

その他、空気抜けに関する課題の解決を目的に含むものではないが、携帯電子機

器を構成する部品を機器本体に接着固定するための粘着テープに係る乙４の段落

【００３２】には、「粘着剤層の周波数１Ｈｚでの動的粘弾性スペクトルの損失正接

のピーク温度を２０℃以下に調整することが好ましく、－２５～－８℃に調整する

ことがより好ましい」との記載がある。 

(ｵ) 前記(ｳ)のとおり、甲１の感圧接着剤層の周波数１Ｈｚで測定される動的粘弾

性スペクトルに基づく損失正接のピーク温度については、「およそ－５０℃から５℃」

の範囲と相応に重なり合う範囲内にあるとみるのが合理的であるところ、前記(ｴ)

の各文献における記載も踏まえると、上記損失正接のピーク温度について、上記範
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囲のうち特に「－２５℃～５℃」の範囲の外に限定されて「－２５℃～５℃」の範

囲を含まないものとは解されず、そのように解すべき他の技術常識も認められない。 

したがって、相違点γに係る本件発明１の構成である「－２５℃～５℃」という

程度の数値を採用することは、少なくとも当業者が容易になし得ることであるとい

える。 

イ 原告の主張について 

(ｱ) 原告は、本件発明におけるｔａｎδのピーク温度は、本件発明の他の構成、

すなわち粘着部（Ｂ）が独立した島状パターンである略円形状、略四角形状又は略

六角形状であるという構成及び任意の粘着部（ｂ１）とこれに近接する粘着部（ｂ

２）との距離が０．０５ｍｍ～０．１５ｍｍであるという構成に鑑みつつ、気泡抜

けと良好な接着性を両立すべく設定されたものであると主張するが、上記のうち前

者の構成に係る相違点αについて容易想到でないことをいう原告の主張に理由がな

いことは、前記(1)のとおりであり、後者の構成に係る相違点δについて容易想到で

ないことをいう原告の主張に理由がないことは、後記(4)のとおりであって、それら

の構成とともにｔａｎδのピーク温度の範囲が定められていることから前記アの認

定判断が相当でないというべき事情は認められない。 

(ｲ) 原告は、甲１の段落【００７１】におけるごく一般的な感圧接着剤が有すべ

き最低限の性質をもって、当業者において、他の文献（甲８）に記載された特定の

ｔａｎδのピーク温度が甲１発明におけるｔａｎδのピーク温度になると理解する

ことはない、甲８を参照しても、甲１発明の「感圧接着剤配置部」を構成する粘着

剤のｔａｎδのピーク温度が「－２５℃～５℃」の範囲にあるというべき理由はな

いなどと主張するが、前記アの認定判断は、甲８に記載されたｔａｎδのピーク温

度の範囲がそのまま甲１発明におけるｔａｎδのピーク温度の範囲になると当業者

において理解することを前提とするものではなく、また、甲１発明の粘着剤のｔａ

ｎδのピーク温度が「－２５℃～５℃」の範囲に特定されると解するものでもない

から、原告の上記主張は、前記アの認定判断を左右するものではない。 
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(ｳ) 原告は、甲１の段落【００７１】の記載その他の記載をみても、気泡抜け性

との関係で感圧接着剤を選択することは一切記載されておらず、甲１発明について、

気泡抜け性との関係で感圧接着剤を選択するという技術的思想は一切記載されてい

ないから、そのような観点で、甲２、８～１０に記載されたｔａｎδの値を甲１に

組み合わせるべき理由はない、気泡抜け性との関係での感圧接着剤の選択に着目し

て他の文献を参酌するのであれば、少なくとも甲１発明と同様に「帯状部分」の「感

圧接着剤非配置部」（溝）を設けることに係る文献でなければならないなどと主張す

るが、ｔａｎδのピーク温度は、粘着剤層それ自体の性質に係るものと解され、溝

を設けるか否かによって、一般的に好ましいとされるその範囲が参考とすることも

できない程度に大幅に変動するというべき技術常識は認められない。原告の上記主

張は、一定の数値範囲内における当業者による目的に応じた適宜の数値の選択に係

る問題をいうにすぎないものとみられ、前記アの認定判断を直ちに左右するものと

は解されない。なお、相違点γについては、甲１発明及び周知技術により容易に想

到できる甲１発明の感圧接着剤層のｔａｎδのピーク温度が「－２５℃～５℃」の

範囲となると認められる必要はなく、それが上記範囲と一部でも重なるものと認め

られれば、相違点γに係る本件発明１の構成が容易想到であるといえるのであって、

この点からも、原告の上記主張には理由がない。その他、甲１発明と前記ア(ｴ)で指

摘した各文献における技術の具体的な差異を理由として相違点γについて容易想到

とはいえないという原告の主張は、いずれも同様の理由により採用することができ

ない。 

(ｴ) 原告が主張するその余の点も、いずれも前記アの認定判断を左右するもので

はない。 

(4) 相違点δについて 

ア 容易想到性について 

(ｱ) 甲１発明の感圧接着剤非配置部の幅が「１．０ｍｍ」であることについて、

甲１の段落【００３０】には、感圧接着剤非配置部の幅は「所望の空気等抜け性と
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接着力とが得られるよう設定すればよく特に限定されないが、凡そ０．１～５ｍｍ

（好ましくは０．３～３ｍｍ、より好ましくは０．５～２ｍｍ）の範囲内とするこ

とが適当である」と記載され、下限としておよそ０．１ｍｍという数値が示されて

いる。そして、同【０１１７】【表２】の例１において、「溝の幅［ｍｍ］」は「０．

１」とされている。 

(ｲ) また、甲３の段落［００１６］には、「隣り合う粘着剤部分２ａの隙間（すな

わち非粘着剤部分２ｂの幅）は特に限定されないが、好ましくは０.０１～１ｍｍ、

より好ましくは０.０１～０.３ｍｍである」との記載がある。 

上記に関し、同［００１４］には、甲３の「粘着テープは、非粘着剤部分２ｂか

ら気泡を逃すこともできる」もので、甲３の「発明は、貼り合わせ時に混入する気

泡を追い出し、均一に貼り合わせる事ができるという効果も奏する」ことが記載さ

れており、同［００４０］、［００４１］［表１］では、「非粘着部分２ｂの幅（ｍｍ）」

を「０．１５」とする実施例３について、「貼り合わせ後の気泡の抜け易さ」が「〇」

（気泡を追い出せる。同［００４０］参照）とされている。 

(ｳ) 前記(1)ア(ｲ)のとおり、甲１発明は、空気だまり等によって外観品質の低下や

接着力の低下がもたらされることを防ぐことを課題とするものであるところ、前記

(ｱ)のとおり、感圧接着剤非配置部の幅については「所望の空気等抜け性と接着力と

が得られるよう設定すればよく特に限定されない」とされ、前記(ｲ)のとおり、気泡

を追い出す効果についても考慮した技術に関して粘着部分の隙間（非粘着部分の幅）

の好ましい下限が０．０１ｍｍであることが本件特許出願に係る優先日（平成２８

年１２月２０日）よりも前に開示されていたもので、当該下限を甲１発明に適用す

ることに阻害事由があるとも認められないことからすると、甲１発明の感圧接着剤

非配置部の幅１．０ｍｍについて、相違点δに係る本件発明１の構成である「０．

０５ｍｍ～０．１５ｍｍ」程度のものを採用することは、当業者が容易になし得る

ことである。 

イ 原告の主張について 
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(ｱ) 原告は、相違点δに係る本件発明１の構成は、島状パターンの略円形状、略

四角形状又は略六角形状の粘着部（Ｂ）を設けることを前提にしたものであると主

張するが、前記(1)イ(ｲ)で判断したとおり、原告の上記主張を採用することはでき

ない。また、上記に関し、相違点αについて容易想到でないことをいう原告の主張

に理由がないことも、前記(1)のとおりである。 

(ｲ) 原告は、本件発明と甲１発明とでは、空気抜けの技術的思想が異なっている

から、甲１に記載された「感圧接着剤非配置部」の幅の寸法に基づいて、本件発明

１の任意の粘着部（ｂ１）と（ｂ２）の距離の寸法を容易に想到し得るとはいえな

いと主張するが、前記(1)イ(ｱ)で指摘した点からして、原告の上記主張はその前提

を欠くものである。 

また、原告は、甲１の例１について、「気泡抜けレベル」は、「Ｄ（被着体への貼

り付け後、空気は抜けたが、その抜け具合はかなり遅かった）」であり、溝幅が１．

０ｍｍであることを除き同じ条件で作製された例２よりも気泡抜けレベルが更に劣

っているところ、甲１発明は発泡体を含むシート状基材を用いているため例１に比

べて更に空気の巻き込みが生じやすいと考えられ、甲１発明の溝幅１．０ｍｍを０．

１ｍｍにすれば気泡抜けが悪くなることは明らかであるから、甲１発明において溝

幅を０．１ｍｍとすることには阻害要因がある、甲１の段落【００１１】及び【０

０１３】の記載からすると、甲１において、溝が見えることは、むしろ外観上好ま

しいと認識されていると主張する。 

しかし、甲１の段落【０１１７】【表２】において、「溝の幅［ｍｍ］」を「０．１」

とする例１については、「気泡抜けレベル」が「Ｄ」とされているが、それは、空気

の抜け具合は「かなり遅かった」ものの「空気は抜けた」ことを示すもので（同【０

１１６】参照）、同表でも例１の「気泡抜け性」は「〇」（空気だまりが生じなかっ

たことを示す。同【０１１６】参照）とされているところである。上記に関し、シ

ート状基材について、厚さ２μｍ「ＰＥＴフィルム」（例１）ではなく厚さ２００μ

ｍの「ＰＥＴフィルム／アクリル発泡体」（例７。同【０１１２】参照）を用いるこ
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とから直ちに、感圧接着剤非配置部の幅を０．１ｍｍ以下とすると空気だまりの問

題が解消されないとみるべき技術常識も認められない。なお、同【００１１】及び

【００１３】の記載からすると、「外観が制御されている印象」はストライプ状とい

った「パターン」であることから得られる旨が指摘されていると解されるところ、

甲１発明の感圧接着剤非配置部の幅を変更しても一定の規則的なパターンであるこ

とは変更されない。 

したがって、「感圧接着剤非配置部」の幅を１．０ｍｍから０．１ｍｍとした場合

に相対的に気泡抜けレベルが低下するといえるとしても、そのことをもって、阻害

事由に当たるということはできない。 

(ｳ) 原告が主張するその余の点も、いずれも前記アの認定判断を左右するもので

はない。 

(5) 相違点εについて 

ア 容易想到性について 

(ｱ) 甲１発明の感圧接着剤層の厚さが「２０μｍ」であることについて、甲１の

段落【００８８】には、「感圧接着剤層の厚さは特に限定されず、目的に応じて適宜

選択することができる」と記載された上で、「通常は、乾燥効率等の生産性や接着特

性等の観点から、０．５～２００μｍ程度とすることが適当であり、２～２００μ

ｍ（例えば５～１００μｍ、典型的には１０～５０μｍ）程度とすることが好まし

い」と記載され、「適当」な厚さの下限として０．５μｍという数値が示され、「好

ましい」厚さの下限として２μｍという数値が示されている。 

(ｲ) また、甲２（乙５）の段落【００５４】（甲２（乙５）の特許請求の範囲の請

求項３も参照）には、「粘着剤層（ｂ）」は「厚さ１～６μｍのものを使用すること

が好まし」いことが記載され、甲３の段落［００１７］には、「粘着剤層１及び２の

厚さは特に限定されないが、好ましくは０.５～７μｍである」と記載されている。 

さらに、乙３の段落【０００８】には、「粘着剤層の厚さは、・・・１μｍ以上と

することが適当であり、好ましくは２μｍ以上、より好ましくは３μｍ以上である」
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ことが、乙４の段落【００２９】には、「粘着剤層の厚み・・・が２～１５μｍ」で

あることが好ましいことが、乙６の段落【００６７】（乙６の特許請求の範囲の請求

項３も参照）には、「粘着剤層（Ｂ）」は「厚さ１μｍ～６μｍのものを使用するこ

とが好まし」いことがそれぞれ記載されている。 

(ｳ) 前記(1)ア(ｲ)のとおり、甲１発明は、空気だまり等によって外観品質の低下や

接着力の低下がもたらされることを防ぐことを課題とするものであるところ、前記

(ｱ)の記載や、気泡の残存の防止を目的とする甲２の技術（甲２の段落【００１１】

参照）や前記(4)ア(ｲ)のとおり気泡を追い出す効果についても考慮した甲３の技術

その他の技術に関して前記(ｲ)のとおりの粘着剤層の厚さの範囲が本件特許出願に

係る優先日（平成２８年１２月２０日）よりも前に開示されていたもので、当該厚

さの範囲を甲１発明に適用することに阻害事由があるとも認められないことからす

ると、甲１発明の感圧接着剤層の厚さ２０μｍについて、相違点εに係る本件発明

１の構成である「１～６μｍ」程度のものを採用することは、当業者が容易になし

得ることである。 

イ 原告の主張について 

(ｱ) 原告は、相違点α、β及びδについて当業者が容易に想到し得ない以上、相

違点εについて容易に想到し得るとはいえないと主張するが、それらの相違点につ

いて容易想到でないことをいう原告の主張に理由がないことは、前記(1)、(2)及び 

(4)のとおりである。 

(ｲ) 原告は、本件発明１における粘着剤の厚みは、特定の粘着部配置要件で配置

した島状パターンの粘着部（Ｂ）についての好適な厚みを規定しているもので、甲

１の「波状パターン」の「感圧接着剤配置部」の厚みに基づいて当業者が容易に想

到し得ることはないと主張するが、前記(1)イ(ｱ)及び(ｲ)で指摘した点に照らし、原

告の上記主張には理由がない。 

また、原告は、甲１の段落【０１１７】【表２】に示された各例からすると、甲１

において、感圧接着剤層の厚みは、シート状基材の厚みに合わせて調整して選択し
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ていることが理解でき、甲１発明（甲１の例７）の感圧接着剤層の厚み２０μｍを

２μｍに変更することについても容易想到とはいえない旨を主張するが、前記ア(ｱ)

で指摘した点のほか、同表の例５～７における感圧接着剤層の厚さとシート状基材

の厚さの関係に照らしても、感圧接着剤層の厚みとシート状基材の厚みとが比例関

係にあるものでなく、原告の上記主張についてはその前提を認め難い。また、甲１

において、感圧接着剤層の厚みとシート状基材の厚みとの間に一定の相関関係がう

かがわれるとしても、それが直ちに阻害事由と評価すべき程度の関係であるとは解

されない。 

(ｳ) 原告は、阻害事由の存否に関し、甲１発明において、外観品質の低下との関

係で、感圧接着剤層が目立たないことは求められておらず、むしろ、波形パターン

としたことによりこれを視認できることが外観上有利であると考えられていると主

張するが、前記(4)イ(ｲ)で指摘した点のほか、甲１の段落【００１１】における「外

観が制御されている印象」については、「溝の形成による外観変化の違和感を解消、

軽減するという効果をもたら」すと記載されていることからして、甲１において、

感圧接着剤層やそこにおける波形パターンが視認できることが外観品質を高めるも

のと評価されているとは解されないから、原告の上記主張を採用することはできな

い。 

(ｴ) 原告が主張するその余の点も、いずれも前記アの認定判断を左右するもので

はない。 

(6) 本件発明１の効果について 

原告は、本件発明１は、気泡の抜けと接着性の両立を図るとともに、外観につい

ても優れた効果を奏するものであること、本件発明１が優れた効果を奏することは

明らかであることを主張するが、前記(1)～(5)で認定判断したとおり、その構成を

容易に想到することができる本件発明１について、その効果が予測し得ない顕著な

ものであるというべき事情は認められない。この点、本件発明１と甲１発明とでは

空気抜けのメカニズムが全く異なるため効果を対比できない旨等をいう原告の主張
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は、前記(1)イ(ｱ)及び(ｲ)で指摘した点に照らし、採用することができない。 

(7) まとめ 

本件発明１は、甲１発明及び周知技術に基づいて、当業者が容易に発明をするこ

とができたものである。 

原告の主張に係る本件発明３、４、６、８及び９に係る取消事由１（進歩性に関

する判断の誤り）は、本件発明１について当業者が容易に発明をすることができた

ものでない以上、請求項１の従属項に係る発明である本件発明３、４、６、８及び

９も当業者が容易に発明をすることができたものではないとの主張のみをするもの

であるから、その前提を欠くものであって理由がない。甲１の段落【０１００】、【０

１１０】及び【０１１２】の記載並びに甲４の段落【００２０】及び【００２１】

の記載からしても、それらについて当業者が容易に発明をすることができたもので

あるとの前記第２の３(2)エの本件決定の判断に誤りがあるとはみられない。 

したがって、取消事由１は認められない。 

第６ 結論 

以上の次第で、その余の点について判断するまでもなく、原告の請求には理由が

ないからこれを棄却することとして、主文のとおり判決する。 
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